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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
① 教育の成果に関する目標

１）学士課程における教養教育においては、現代社会を生きる能力と学術への関心を培う。

中 ２）学士課程における専門教育おいては、教養教育を踏まえ幅広い専門性を有し、その専門性によって社会に貢献できる質の高い人材を養成する。
期 ３）大学院（修士課程）においては、学士課程と有機的に連携し、高い専門性を有する高度専門職業人を養成する。
目 ４）大学院（博士課程）においては、創造性豊かな研究者及び高い専門性と豊かな学識を有する高度専門職業人を養成する。
標 ５）専門職大学院においては、社会的要請のある特定分野について、高度で専門的な職業能力を有する人材を養成する。

６）教育を通して、高い職業意識を持ち主体的に職業を選択できる人材を育成する。
７）人材養成の教育の成果・効果を検証し、その結果を大学教育に反映する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【24】熊本大学の各年度の学生収容 【24】
定員については、別表のとおり 熊本大学の平成19年度の学生収容
とする。 定員は、別表のとおりとする。

【25】学士課程（教養教育） 【25】 「21世紀熊本大学教養教育プログラム」によるカリキュラムを実施する
現代社会を深く理解できる教養、 「21世紀熊本大学教養教育プログ とともに、厳格で一貫した成績評価の一環として、複数クラスに開講され

国際的対話力、情報化への対応能力 ラム」によるカリキュラムを実施す ている同一の英語科目について、「成績評価の指針」に基づき、出席・授
及び主体的な課題探求能力を涵養す るとともに、厳格で一貫した成績評 業中の発表・予習復習状況・各種小テスト・各種レポート・中間試験・学
る 価を行う。また、教育会議で現行カ 期末試験など複数を評価項目とし、それぞれの項目の評価全体における割

リキュラムの再検討を行う。 合を明示するなど、１回目の授業で口頭又は文書により学生に周知する改
善を行った。

また、「教育の成果の検証システムと関連情報の集積」により、教育プ
ログラムの成果を３年ごとに検証・評価することとしていることから、教
育会議に教養教育改革ワーキンググループを設置して、現行カリキュラム
の在り方などの再検討を開始した。

【26】学士課程（専門教育） 【26-1】 平成16年度に改組した法学部は、カリキュラムを検証した結果、基本法
【26-1】 改組を行った学部においては、授 学科目の充実や配当年次、履修科目の登録単位数上限(以後「CAP」という。）

教養教育との有機的連携を図り、 業改善アンケート等を通じ、教養教 の適正化、法科大学院を指向した基本法学クラスの履修要件の適正化の観
専門知識・技術・技能による課題発 育と専門教育の成果を検証し、カリ 点から、平成20年度からカリキュラムの改正を行うこととした。また、平
見と解決能力の修得を目指すカリキ キュラムの改善を図る。また、平成 成16年度に改組した理学部においては、1学科４教育プログラムを５教育
ュラムを実施し、社会に貢献できる 18年度から新カリキュラムを実施し プログラムとし、よりきめ細やかな履修形態を提供できるようにした。
質の高い専門知識と能力を修得させ た学部においては、その実効性を検 平成18年度に改組した薬学部では、改組後の入学者の授業改善アンケー
る。 証する。併せて、教育評価委員会に トや学生との意見交換会をとおして、カリキュラムの見直しや改善を行う

おいて、カリキュラム評価等を実施 とともに、教育委員会に評価委員会を設置して、カリキュラムの実効性を
する。 検証することとした。また、平成18年度に改組した工学部では、教養教育

の履修に工学部固有の履修方針等を反映させるなど、教養教育との有機的
な連携や、JABEEやISOとの密接な整合を図りながら、専門知識・技術・技
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能による課題発見と解決能力の修得を目指すカリキュラムを実施してお
り、その有効性の検証の一環として、平成19年度には３学科がJABEEによ
る教育成果の評価を受けるため、更新の受審を行った。

また、大学評価会議において、部局ごとの組織評価を行い、改善を要す
る点、優れた事項等について分析・検証し、改善を要する点を取りまとめ、
大学評価会議の議を経て、学長から改善勧告を行った。

【26-2】 【26-2】 理学部、工学部及び自然科学研究科は連携して、学部教育から大学院教
学部教育と大学院教育との有機的 大学院への進学を拡充するため、 育への有機的連携を図るため、一貫性のある教育プログラムの構築を目指

連携の下で大学院への進学を拡充す 学部教育と大学院教育との連携の下 し、平成16年度に理学部、平成18年度に工学部及び自然科学研究科が改組
る でカリキュラムの見直し等を行うと して、大学院への進学拡充を図り、前期課程は入学定員を十分充足する状

ともに、進学希望者の自立的学習を 況にある。
支援するe-learningコンテンツの充 薬学教育部では、平成18年度にDDS（薬物送達システム）教育コースが
実を図る。 設置され、大学院教育が充実したことから、薬学部からの進学率は高い水

準であった。
また、全学約200科目が、WebCTにコンテンツを設置し、学生の自立学習

の支援を行った。

【27】大学院（修士課程） 【27】 文学研究科（修士課程）・法学研究科（修士課程）及び社会文化科学研
専門教育と大学院教育とを有機的 人文社会科学系大学院は、平成20 究科（修士課程・後期３年博士課程）の３研究科を再編統合して、平成20

に連携させた一貫性のある教育プロ 年度改組に向けて、研究者養成プロ 年度から、区分制博士課程の社会文化科学研究科を設置することとした。
グラムを整備し、人間と自然への深 グラムとともに専門知識と課題解決 前期課程については、専攻ごとに高度専門職業人養成プログラムであるプ
い洞察に基づく総合的判断力と国際 能力を持った高度専門職業人養成プ ロフェッショナル・コースと研究者志向のプログラムであるアカデミック
的に通用する高度の専門知識と課題 ログラムの開発を進める。 ・コースを設け、各コースが養成する人材目標・修学形態等を具体化し、
解決能力を修得させる。 また、保健学教育部は、平成20年 目標に相応しい各教育プログラムを構築した。

度新設に向けて、専門教育と大学院 また、保健学科の専門教育と有機的に連携した保健学教育部を平成20年
教育を有機的に連携させた一貫性の 度から設置し、保健・医療に関する専門性を高めるとともに、医療現場で
ある教育プログラムを作成する。 リーダーシップを担う高度専門職業人及び高度な専門知識を備えた教育・

研究者を養成する各教育プログラムを構築した。

【28】大学院（博士課程） 【28-1】 平成20年度に、文学研究科（修士課程）、法学研究科（修士課程）、社会
【28-1】 自立した研究能力・課題解決能力 文化科学研究科（修士課程・後期３年博士課程）を再編・統合して区分制

社会文化科学研究科：高度な理論 を有する人材を修士課程と連続して 大学院とし、専攻ごとに高度専門職業人養成プログラムと研究者志向プロ
知識及び幅広い総合的視野をもっ 育成するため、平成20年度実現に向 グラムを設けることとした。
て、自立して研究を遂行し得る能力 けて、区分制大学院への改組を進め
並びに実践的・政策的課題の解決に る。
貢献し得る能力を修得させる。

【28-2】 【28-2】 平成18年度に採択された「魅力ある大学院教育イニシアティブ」の「異
平成18年度に採択された「魅力あ 分野融合能力を持つ未来開拓型人材育成」を具現するため、総合科学技術

自然科学研究科：幅広い分野にわ る大学院教育」イニシアティブの「異 共同教育センターを設置し、全専攻の共通科目として18科目を開設した。
たる創造性豊かな実践的応用能力及 分野融合能力を持つ未来開拓型人材 また、「プロジェクトゼミナール」のさらなる充実のため、「大学院自然
び総合的・国際的視野を持つ研究能 育成」プログラムを実施するととも 科学研究科FD講演会-プロジェクトゼミナールの実質化に向けて-」を実施
力を修得させる。 に、「プロジェクトゼミナール」の し、全教員の意識向上や取組に係る認識の共有を図った。

充実を図る。
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【28-3】 【28-3】 医学教育部では、平成20年度から４専攻を１専攻に改組することに伴い、
医学教育部及び薬学教育部：医学 医学教育部は、平成20年度からの 新カリキュラムの授業計画等を作成した。平成19年度から、「魅力ある大

及び薬学に関する高度な知識と研究 新カリキュラム実施に向け、具体的 学院教育イニシアティブ」の「エイズ制圧を目指した研究者養成プログラ
能力、生命と医療に関する倫理観並 な授業計画等を作成するとともに、 ム」を実施した。また、改組に伴い新規プログラムとして、「がんプロフ
びに先進的医療を構築・実践できる エイズ制圧を目指した研究者養成プ ェショナル養成プラン」、「発生・再生医学研究者育成コース」及び「代謝
洞察力と技量を修得させる。 ログラムを平成19年度から実施す 情報学エキスパート育成プログラム」の整備を行った。

る。 また、薬学教育部においては、平成18年度からの学年進行に伴い、「魅
薬学教育部は、平成18年度に新設 力ある大学院教育イニシアティブ」の「ＤＤＳ（薬物送達システム）スペ

したDDSコースの博士後期課程のプ シャリスト養成プログラム」の教育内容の充実を図るとともに、平成19年
ログラムを整備する。 度に、「創薬研究者育成プログラム」に（大学院教育改革支援プログラム）

が採択されたことに伴い、大学院教育の抜本的な見直しを行い、平成20年
度から、大学院に３コース制（「バイオファーマコース」、「メディシナル
ケミストコース」、「ＤＤＳコース」）の導入を計画した。

【29】専門職大学院（法科大学院） 【29-1】 新司法試験を解析した結果を踏まえて、平成19年度にカリキュラムの改
【29-1】 新司法試験の結果を踏まえ、カリ 善に取り組んだ。実務基礎科目については12単位必修の再編を行い、また

社会における基礎的かつ普遍的な キュラムの見直しを行い、より教育 研究者教員と実務家教員が共同授業を行う民事法演習Ⅰ、民事法演習Ⅱを
ニーズ及び新しい法的ニーズに的確 効果の高い授業内容及び授業方法へ 新設するなど、応用力、論述力を養成する教育への重点化を行い、このこ
に対応できる能力を修得させる。 の改善を図る。 とにより新司法試験で求められている法曹教育への対応を図った。授業内

容及び授業方法の向上を図っている。

【29-2】 【29-2】 新司法試験とカリキュラムの整合性を分析して、応用力と論述力を養成
司法試験において、全国平均を上 新司法試験の問題及び解答の解析 するカリキュラムへの改善とその強化に取り組み、特に理論と実務を架橋

回る合格率を目指す。 を行い、授業内容の拡充を図る。ま する実務基礎科目を重点化し充実を図った。また、自主学習支援も整備し
た、修了者のうち司法試験受験希望 て、３年生については実務家教員が中心となって対応をし、修了後に受験
者である「法務学修生」の学修支援 勉強を継続している法務学修生については、アカデミックアドバイザー（新
を充実させる。 設）である非常勤講師（若手弁護士）が手厚い学習支援を行っている。

【30】職業観の涵養 【30-1】 平成18年度に引き続き、社会的実践や複数の学問領域に関するテーマを
【30-1】 全学共通のキャリア科目を実施す 授業内容とする教養教育の学際科目で、「将来なにをしよう、どんな仕事

職業観を涵養するため、キャリア るとともに、学部の特性と進路戦略 に就こう」など５科目を開講し、大学教育、卒業後のキャリア開発、生涯
教育として、職業選択に関係する授 に応じたキャリア教育を企画・実施 学習等と関連づけて、キャリア教育の一環として実施した。各学部におい
業科目を学士課程教育の中に開設す する。 てもそれぞれ１～数科目開講している。また、新たに寄附講義制度を設け、
る。 文学部で「メディア論」、法学部で「ジャーナリズムの現場から」のよう

な学部の特性に応じたキャリア科目を開講した。

【30-2】 【30-2】 文学部や理学部において、単位が認定されるインターンシップ対象枠を
学生が自己の職業適性や将来計画 公募型インターンシップの単位化 拡充した。公募型インターンシップの単位化は、法学部及び工学部に加え、

について考える機会となるインター も含めて、各学部等の教育目標と進 理学部でも実施することとし、拡充を図った。そのほか、教育実習を終え
ンシップを充実させる。 路戦略に相応したインターンシップ た学生を対象とする「教育インターンシップ」を教育学部に続き、理学部

を拡充する。 においても実施することとした。
なお、インターンシップへの関心を高めるため、全学共通のインターシ
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ップガイダンスを２回実施し240名の参加があった（昨年は１回実施、75
名動員）。

【31】教育の成果・効果の検証 【31-1】 教養教育、専門教育及び大学院教育に係る各学部等の自己評価に基づき、
【31-1】 教養教育、専門教育及び大学院教 大学評価会議において、教育の成果・効果の検証を行い、分析結果とその

本 学 の カ リ キ ュ ラ ム 、 Ｆ Ｄ 育の情報集積に基づき、教育評価委 根拠理由をもとに、不十分又は改善を要すると判断された事項について、
(Faculty Development)･授業評価、 員会において、教育の成果・効果の 学長が改善勧告を行った。
教育システム等について調査研究 検証を行う。
し、教育委員会において、実効ある
具体的な検証システムを開発し持続
的な検証を行う。

【31-2】 【31-2】 平成18年度「授業改善のためのアンケート」結果について、各学部のFD
学生アンケート調査等による授業 教育評価委員会において、「授業 委員会及び教養教育FD研究会において、それぞれの視点から、今後の授業

評価を行い、教育の成果・効果を検 改善のためのアンケート」、「厳格で 改善に資するような分析を行った。また、教養教育FD研究会においては、
証する。 一貫した成績評価」等の結果を多面 「厳格で一貫した成績評価の方針」について分析し、同一科目名における

的に分析し、「教育改善・質保証シ 評価方法の統一や定期試験における採点基準等をシラバスに反映させるこ
ステム」を整備する。 ととし、「教育改善・質保証システム」の整備を図った。

【31-3】 【31-3】 教育会議にFD部会を設置し、「卒業生に対する教育の成果に関する調査」
卒業生や学外者（就職先）等へ教 教育評価委員会において、「卒業 及び「就職先等に対する教育の成果に関する調査」を行い、教育の成果・

育に関する調査等を実施し、その結 生に対する教育の成果に関する調 効果を分析するとともに、改善点を検討するなど「教育改善・質保証シス
果を教育にフィードバックして、更 査」及び「就職先等に対する教育の テム」の整備を図った。
なる改善を図る。 成果に関する調査」の結果を多面的 なお、効率的で高い回収を得るため、調査方法についても見直しを行う

に分析し、「教育改善・質保証シス こととした。
テム」を整備するとともに、調査方
法の見直し等を行う。

【31-4】 【31-4】 平成18年度までに中期計画を達成した。
ＴＯＥＩＣ等の外部試験を用いた 18年度に実施済みのため、19年度 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。

教育成果の検証を、可能な分野から は計画なし
採用する。

【31-5】 【31-5】 工学部では教育の持続的な改善に力を入れ、平成19年度には機械システ
技術者教育をはじめとする専門職 工学部において、JABEE・ISOの認 ム、社会環境及び情報電気電子の３学科で２回目のJABEE審査を受審し、

業教育の分野において、可能な分野 証更新に向け、引き続き改善を行う。マテリアル工学科及び建築学科ではJABEE、物資生命化学科ではISOの、平
から、ＪＡＢＥＥ等のアクレディテ また、法曹養成研究科において、 成21年度受審に向けて準備している。
ーション（適格認定）システムの活 大学評価・学位授与機構の法科大学 また、法曹養成研究科においては、大学評価・学位授与機構の法科大学
用を図り、教育の成果・効果の検証 院認証評価を受ける。 院認証評価を受け、平成19年11月8日、9日に訪問調査を受け、その調査が
に活用する。 終了した。今後、その評価の誠実な履行に努める。
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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
② 教育内容等に関する目標

１）大学の理念・目的及び各学部等の教育目標に照応する学生を受け入れるための、施策の充実を図る。
２）学士課程においては、４年又は６年一貫教育の実現及び教養教育と専門教育の有機的連携を図ることを基本として、各学部ごとに教育目標

中 に即した教育プログラムを充実する。
期 ３）大学院課程においては、総合的視点から高度・先端の教育研究を推進し、高度専門職業人や研究者を養成するための教育課程を編成する。
目 ４）法科大学院においては、理論と実務を架橋する実践的教育に基づき、専門的資質・能力及び質の高い倫理観を備えた法曹を養成するための
標 教育課程を編成する。

５）教育の成果に関する目標を効果的に実現するため、多様な教育方法を実施する。
６）教育の成果に関する目標を確実に達成するため、適切な成績評価の方法・基準を策定し、実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【32】アドミッションポリシー 【32-1】 平成20年度改組の人文社会科学系大学院（社会文化科学研究科）及び平
【32-1】 人文社会科学系大学院及び保健学 成20年度新設の保健学教育部では、大学の理念・目的並びにアドミッショ

アドミッション・ポリシーを大学 教育部の平成20年度改組・新設に向 ン・ポリシーについての広報を、パンフレット、募集要項及びWebページ
の広報誌・ホームページなどを通じ けて、大学の理念・目的及び各学部 等により行った。
て広報し、高等学校・企業・地域社 等のアドミッション・ポリシーの広 なお、平成19年度学部合格者を対象に、アドミッション・ポリシーの周
会などへの周知徹底を図る。 報を強化するとともに、周知度に関 知度等に関するアンケート調査を実施した。

するアンケート調査等を実施する。 また、保健学科はWebページをリニューアルし、薬学部では、６年制学
科「薬学科」、４年制学科「創薬・生命薬科学科」のアドミッション・ポ
リシーをWebページなどを通じて広報した。さらに、全学部が、高校訪問
や出前授業、学部説明会などでアドミッション・ポリシーの周知徹底を行
っている。

【32-2】 【32-2】 平成20年度入学試験から、工学部において、大学入試センター試験を課
アドミッション・ポリシーに応じ 各学部等から提出された「今後の す推薦入学に加え、私立大学との競合を避け優秀な学生を早期に確保する

た学生の受入れや社会人、留学生な 入学者確保の方策」等を基に、入学 手段として、新たに大学入試センター試験を課さない推薦入試を導入（一
ど幅広い人材の積極的な受入れのた 者選抜方法の改善を図る。 部の学科）することとした。さらに、平成21年度入学試験から、工学部で
め、推薦入試を含め入学者選抜方法 は、大学入試センター試験を課さない推薦入試を導入する学科を増やした。
の改善について検討し、必要な改善 なお、理学部、医学部保健学科、工学部においては、推薦入学募集人員
策を講じる。 を増員した。

【32-3】 【32-3】 平成18年度に実施したオープンキャンパスのアンケート調査の結果、「サ
大学の教育研究の実態を高校生へ 「オープンキャンパス等の改善の ークル紹介」や「先輩と語ろう」などの企画について希望が多かったので、

周知するため、体験入学、オープン ためのアンケート調査」等を分析し、学生サークル主体で「高校生との座談会」、学内の伝統的な施設を巡る「熊
キャンパス、学部説明会などの充実 オープンキャンパス等の充実を図る 大プチツアー」を実施するなど、オープンキャンパスの充実を図った。平
に努めるとともに、高大連携を推進 とともに、出前授業、高等学校との 成19年度オープンキャンパスの参加者は約7,800人で、近年増加傾向にあ
する。 情報交換会等によって高大連携を強 る。

化する。 出前授業や体験入学、学部説明会、スーパーサイエンス事業支援等、学
部独自を含む実施状況を改めて調査し、引き続き充実させるとともに、進
学指導に係る協議会や高等学校長会との情報交換会のほか、高大連携につ
いても全学的組織で対応し、連携強化を図っていくこととした。
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また、九州地区国立大学合同説明会に参加するとともに、参加者が少な
い長崎県において、本年度本学単独で進学説明会を開催し、教育研究内容
を高校生に周知した。

【33】学士課程 【33-1】
【33-1】 教養教育の質の向上を検証すると 教育会議に、教養教育改革ワーキンググループを新設して、教養教育の

新しいカリキュラムの基本的枠組 ともに、各学部の教育目標の視点か 質向上の検証と、各学部の教育目標の視点から、教養教育改革の方向付け
みを示した「21世紀熊本大学教養教 ら、教養教育改革の方向付けを行う。の検討を開始し、次年度も引き続き検討することとした。
育プログラム」に明示された新たな
教育目標を基にカリキュラムを編成
し、実施する。

【33-2】 【33-2】
英語によるコミュニケーション能 平成18年度に開発した「語彙サイ 試行的に1～2年次のCALL受講者に英語語彙サイズ判定テストを受験さ

力の重要性に鑑み、英語での討論・ ズの判定に基づく英語学力診断」を せ、TOEIC-IPのスコアとの相関度を検証し、その結果を踏まえて、今後の
プレゼンテーションの基礎能力を育 試行的に導入するとともに、語彙以 CALLやそれ以外の授業における指導方法等の検討を行うこととした。また、
成 す る た め 、 CALL(Computer 外の領域における学力診断テストの 語彙以外の領域における学力診断テストを試行することとした。
Assisted Language Learning)教育を 研究を進める。 併せて英語運用能力のコンピテンシーマップの項目に基づいて、Web上
充実させるとともに、指導体制と評 で実施できるアンケートシステムを開発して、学生が自己学力診断と客観
価方法の改善を進める。 的なテスト結果との差を把握し、全体的なスキルのバランス、自信のない

スキルや弱点を認識しながら、自学自習に取り組める仕組みを構築した。

【33-3】 【33-3】
急速な情報化に対応できるよう 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度に中期計画を達成した。

に、主体的に情報を収集・分析・判 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
断・創作・発信する能力とともに、
情報モラルや、情報機器及び情報通
信ネットワークの機能に関する基本
的知識や能力の育成を図るために、
情報関係科目を充実させる。

【33-4】 【33-4】
少人数クラスの基礎セミナーを中 「基礎セミナー共通指導ガイドラ 基礎セミナー共通指導ガイドライン19年度版に基づき、99クラスの少人

心とする転換教育を充実させる。 イン19年度版」に基づき転換教育を 数授業を開講し、転換教育の展開を図った。また、大学教育を受けるため
展開するとともに、学部別意見交換 に必要な思考力や表現力など、大学での学習スタイルを身につけさせる転
会を開催し、授業実施報告書を作成 換教育の一環として、図書館職員による図書館活用法（講義及びPC演習）
する。 を実施した。

また、学部別の意見交換会を実施するとともに、次年度以降の参考とす
るため、授業担当者が提出した授業実施報告書を「基礎セミナー授業実施
報告書」として取りまとめ、Kumamoto University Teaching On-line（『教
育方法改善ハンドブック』、以下KU:TOという。）に掲載した。

【33-5】 【33-5】
入学者の多様化に応じた教育を円 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度に中期計画を達成した。

滑に行うため、数学・理科などの自 は年度計画なし 本年度継続して、その確実な実施に努めた。
然科学についての補習教育を充実さ
せる。



- 81 -

【33-6】 【33-6】
国内外の大学との単位互換の枠を 放送大学との共同研究プロジェク 熊本大学と放送大学との単位互換モデル構築に向けた共同プロジェクト

拡大する。 トを継続するとともに、受講学生か を継続した結果、前年度比２倍の２７８人の受講者があり、また、受講者
ら意見を聴取し、利用拡大に向けた アンケートでも、共同プロジェクト継続について一定の評価が得られたこ
検討を行う。 とから、平成20年度は新たに４科目を追加して、共同プロジェクトを延長

することとした。

【33-7】 【33-7】 平成16年度に改組した法学部においては、法学基本科目の充実や配当年
各学部の教育目標に応じた教育プ 文学部、教育学部及び法学部にお 次、CAPの適正化、法科大学院を指向した基本法学クラスの履修要件の適

ログラムの研究開発を進める。 いては、カリキュラムの見直しに着 正化の観点から、平成20年度から新カリキュラムを行うこととした。平成
手する。また、薬学部及び工学部に 17年度に改組した文学部では、インターンシップやキャリア科目を拡充し
おいては、平成18年度から実施した た。さらに、文学部及び法学部においては、それぞれ寄附講義科目を開講
新カリキュラムの実効性を検証す した。
る。 教育学部においては、教育実習に向けて教職科目の開講年次を移動し、

さらに教育学研究科の改組に備え学士課程カリキュラムの見直しを検討し
た。

また、薬学部では、新６年制学科及び新４年制学科のカリキュラムの充
実を図るため、授業改善アンケートや学生との意見交換会を通して、見直
しや改善を行い、さらに教育委員会に評価委員会を設置して、カリキュラ
ムの実効性を検証することとした。また、工学部においては、各学科独自
の教育目標を立てて新カリキュラムを編成・実施しており、その実効性の
検証の一環として、平成19年度に３学科がJABEE認証の更新を受審した。

【33-8】 【33-8】 新任・転任教員研修においてKU：TOの活用方法を紹介し、活用奨励を図
高学年において卒業研究以外の授 Kumamoto University Teaching O った。

業でも、プロジェクトベースト・ラ n-line（『教育方法改善ハンドブッ また、KU：TOに掲載されているプロジェクトベースト・ラーニング事例
ーニング（課題設定・解決型学習） ク』）の活用を促進し、引き続き各 等も参考に、薬学部では１年次で「医療倫理学」及び「早期体験学習」、
の導入を推進する。 学部等の教育目標に適合したプロジ ２年次で「薬学演習」を実施し、低学年から課題設定・問題解決型授業を

ェクトベースト・ラーニングやプロ 導入した。医学部保健学科では４年次の３専攻合同授業科目「チーム医療
ジェクト研究を推進する。 演習」において実施した。工学部ではさらに広く、各学科の演習、設計、

実習科目に社会基盤設計演習、建築設計演習、プロジェクト実習として実
施し、教育学部においても導入を推進している。

【34】大学院修士課程と博士課程 【34-1】 文学研究科、法学研究科及び社会文化科学研究科の３研究科を再編統合
【34-1】 文学研究科及び法学研究科並びに して、平成20年度から、新たに区分制の社会文化科学研究科を設置するこ

修士課程と博士課程との関連に配 社会文化科学研究科を改組し、区分 ととした。新しい研究科では、前期課程については、専攻ごとの高度専門
慮しつつ、各研究科の目的に照らし 制の新しい社会文化科学研究科の設 職業人養成プログラムであるプロフェッショナル・コースと研究者指向の
て、教育課程の改善を進める。 置準備を行う。また、保健学教育部 プログラムであるアカデミック・コースを設け、各コースが養成する人材

修士課程の新設を申請する。 目標・修学形態等を具体化し、目標に相応しい各教育プログラムを構築し
た。後期課程については、教授システム学専攻を新設し、前期課程におけ
る体系的な教育の上に立って、教授システム学を深めるのに有効な研究能
力を身につける教育プログラムを構築した。

また、保健学科の専門教育と有機的に連携した保健学教育部修士課程を
平成20年度から新設し、医療現場でリーダーシップを担う高度専門職業人
の養成や高度な専門知識を備えた教育・研究者の養成を目的とする教育プ
ログラムを構築した。
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【34-2】 【34-2】 新任・転任教員研修においてKU:TOの活用促進を図るとともに、引き続
課題探求能力の涵養を目指すカリ Kumamoto University Teaching O き、社会文化科学研究科においては、学内外の研究者で組織する共同研究

キュラムとして、プロジェクトベ－ n-line（『教育方法改善ハンドブッ プロジェクト研究への積極的参加、自然科学研究科においてはプロジェク
スト・ラーニング、フィールドワー ク』）を活用して、引き続き研究科 トゼミナールなどの充実を図った。特に自然科学研究科においては魅力あ
ク、プロジェクト研究などを充実す ・教育部の教育目標に適合したプロ る大学院教育イニシアティブ採択に基づき教育プログラムを拡充した。
る。 ジェクトベースト・ラーニング、プ なお,平成20年度から医学教育部や保健学教育部学部教育において、こ

ロジェクト研究を強化する。 の形態の科目の導入等を図ることとしている。

【34-3】 【34-3】 「熊本大学国際奨学事業」による、海外協定校への留学支援や学生の国
国際的教育を促進するため、英語 「熊本大学国際奨学事業」を展開 際学会等への参加を奨励している。自然科学研究科においては、参加に係

による講義を拡充する。また、国際 して、学生の国際学会への出席など る支援のほか、国際学会での発表を単位化している。
会議・シンポジウムなどへの学生の を奨励する。また、国際学会におけ また、平成19年度に、大学院教育の国際化を高める取組である「国費外
出席や発表を奨励し、単位化を図る。る発表の単位認定等を推進する。 国人留学生（研究留学生）の優先配置特別プログラム」に、自然科学研究

科及び医学教育部の取組が採択されたことに伴い、英語による授業の一層
の拡充を図ることとした。

【35】法科大学院 法律基本科目については、行政法、会社法、刑事訴訟法を２単位加重し
【35-1】 【35-1】 て、教育内容の充実を図った。また、実務基礎科目については、法律基本

プロセスとしての法曹養成を実現 既存の法律基本科目・法律実務基 科目であった民事実務基礎演習Ⅰ、民事実務基礎演習Ⅱ、刑事実務基礎演
するため、毎回の授業目標を明確化 礎科目について、授業内容の見直し 習Ⅰ、刑事実務基礎演習Ⅱを実務基礎科目へ配置換えをして、新たに民事
し、その目標達成の積み重ねを確認 や単位配当の見直しを行う。 要件事実論、民事事実認定論、民事模擬裁判、刑事実務基礎演習、刑事裁
するなど、段階的・系統的な教育を 判実務、刑事模擬裁判として再編して、理論と実務を架橋する科目として
実施する。 の体系化を図った。

【35-2】 【35-2】 リーガルクリニックについては、附属臨床法学教育研究センターに附設
実践的能力習得のため、リーガル 平成18年度に開設した附属臨床法 している法律事務所で実施している無料法律相談を取り入れた授業を展開

クリニックやエクスターンシップの 学教育研究センターを活用して、リ することにより、臨床教育の総括的な科目として充実を図った。エクスタ
充実を図る。 ーガルクリニックやエクスターンシ ーンシップについては、法曹教育の中における体験的な動機付け科目とし

ップなどの充実を図る。 て再編した。
また、法科大学院等専門職大学院教育支援プログラム「サイバー・クリ

ニック・システム」（平成15年度～平成18年度）、専門職大学院等教育推進
プログラム「ローセンターを活用した臨床教育の高度化」（平成19年度～
平成20年度）の採択により、附属臨床法学教育研究センターを中核機関と
する臨床教育の教材開発と教育方法の研究に取り組んでいる。

【36】多様な教育方法 【36-1】 １．KU：TOの充実・活用促進を以下のように図った。
【36-1】 Kumamoto University Teaching O ・国内外の多様な授業方法の調査報告を行った

演習・実験・実習や共同制作のみ n-line（『教育方法改善ハンドブッ ・多様な授業方法として、LTD（話し合い学習法）を一部の基礎セミ
ならず、講義においても教員と学生 ク』）を拡充・発展させるとともに、 ナーに導入した。
との密接なコミュニケーションを図 これを活用し、各学部の教育目標に ・授業の双方向化の検討として、大規模クラスにおける双方向の可能
るため、双方向教育の改善を図る。 相応した双方向授業を推進する。 性に関するFDを行った。

・実施状況の点検・参考として、基礎セミナーにおいては授業担当者
の実施報告書を掲載した。

・KU：TOを活用した新任・転任教員研修を実施するとともに、使用し
た研修テキストを掲載することとした。

２．各学部・研究科等においても、学生によるプレゼンテーション及びデ
ィスカッションを中心とした演習科目、セミナー、体験学習、ネットワ
ーク型実習科目など、教育目標や教育環境等に合わせて、低年次から採
り入れている。
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【36-2】 【36-2】 教育会議FD部会等による授業改善アンケートを通じた授業実施状況の確
シラバスに予習・復習のための方 教育単位ごとのFD活動や「授業改 認等、教育単位ごとに多様な手法によりシラバスの実情の検証、並びに学

法や参考文献・教材などを明示する 善のためのアンケート」の分析等に 部長と学生との懇談会における要望のシラバスへの反映及びシラバスのチ
などにより、予習・復習を前提とす よりシラバスの実情を検証して、次 ェックの記載内容が不十分な教員への改善勧告等を通してシラバスの改善
る授業を展開する。 年度シラバスの改善に活用する。ま を図った。

た、学習情報の提供方法の一環とし また、近年は、WebCTを利活用し副教材やレポート課題、練習問題等、
てWebCTなどの利活用をさらに進め 多様な学習情報の提供が、平成16年度約150件から平成19年度は約200件に
る。 増えている。

【36-3】 【36-3】 全学インターンシップ連絡会議を中心に、各学部等の関連委員会と連携
インターンシップ・体験実習や地 全学インターンシップ連絡会議を して、その教育目的に応じたインターンシップの拡大に取り組み、公募型

域社会で活躍中の社会人による特別 中心に関連委員会と連携し、公募型 インターンシップについては、法、工学部に加え、理学部も単位化した。
講義などの体験型の授業を拡大す インターンシップの単位化を含め、 また、体験型学習の一環として、教育学部は「ユア・フレンド授業」を単
る。 各学部等の教育目標に適合したイン 位化し、薬学部では早期体験学習を行った。

ターンシップ・体験学習等を更に充 また、地域社会で活躍中の社会人や実務家による講義・講演の取組例と
実させる。 して、文学部の「メディア論」、法学部では実務家による「現代社会の法

と政策」、「ジャーナリズムの現場から」や外務省職員による「外交講座」、
薬学部「薬学概論」、工学部の「ものづくり創造融合工学教育事業」にお
けるプロジェクトＸなどを実施した。

【36-4】 【36-4】 ・学生の海外派遣推進を目的として、カナダ、ドイツ、中国及びオースト
国際的視野と外国語能力を高める 交流協定校における短期語学研修 ラリアの協定校等にて開催する海外語学セミナーに参加する学生に対し

ため、交流協定校における学習を奨 を含めて、留学プログラムに関する て、熊本大学国際奨学事業による新たな支援を行った。
励する。 多様な情報の提供方法を改善すると ・昨年に引き続き、派遣留学希望者の掘り起こしと拡大を目的として、「シ

ともに、留学説明会等を充実させる。 リーズ 留学説明会(全７回）」を開催した。留学説明会では派遣留学に
関する説明の他留学経験者による体験発表、官公庁や企業の立場からみ
た留学の意義等について特別講演を行った。また、留学説明会特別編と
して、フランス大使館及びオーストラリア大使館による「フランス留学
説明会」、「オーストラリア留学説明会」を開催し、毎回２０名～３０名
程度の参加者を得た。

・大学教育の国際化推進プログラム（長期海外留学支援）として、海外の
大学での学位取得を目的とした「熊本大学長期海外留学支援プログラム」
が採択され、本学教育学研究科を修了した学生１名をエジンバラ大学へ
派遣した。

【36-5】 【36-5】 優れたTA活用例をKU：TOに紹介し、全学への周知及び活用を推進して、
教 育効 果を 高 める ため 、ＴＡ Kumamoto University Teaching O 教育効果の更なる向上を図った。

（Teaching Assistant） 制度の運用 n-line（『教育方法改善ハンドブッ また、TA経験者45人による懇談会を開催し、TAが直面する課題・問題に
を充実させる。 ク』）を活用して、優れたTA活用例 ついて、グループワーク形式で、解決策について分析・検討を行い、その

を紹介し、TA制度による教育効果の 成果をハンドブックとして取りまとめ、KU：TOに掲載し、TAの研修教材と
更なる向上を図るともに、TA研修を して活用することとした。
実施する。

【36-6】 【36-6】 平成19年度新設した全学的ｅラーニング支援組織であるｅラーニング推
情報機器・視聴覚機器を活用した 平成19年度に新設されるｅラーニ 進機構にインストラクショナルデザインやプロジェクトベースト・ラーニ

ｅ-learning システムなどの教育方法 ング推進機構において、システム開 ングにより効果的な教育コンテンツの制作指導行うことを目的としたｅラ
や教材の開発・運用を進める。 発を進めるとともに、教員のｅ-lea ーニング授業設計支援室を配置し、教授システム学に基づく、支援体制を

rningコンテンツ開発への支援体制 整えた。さらに新体制のもと、既存の教育コンテンツの改善を行うととも
を強化する。 に、新規コンテンツの開発の支援を行った。
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【36-7】 【36-7】
教育方法の改善を図るため、ＦＤ 全学的に、教員が集団的に授業成 全学的な授業改善活動の一環として、「大規模クラスの教え方のコツ」

研修会・公開模擬授業・教員相互授 果を検証し、授業改善活動を実施す など、計３件の特別講演・座談会を実施し、115人の参加があった。
業参観などのＦＤ活動を強化拡充す る。また、各部局等においては、FD また、各学部等においては実情等に応じ、FD研修会、文学部・理学部・
る。 研修会・公開模擬授業・教員相互授 工学部及び自然科学研究科における教員相互授業参観、医学教育部のFDワ

業参観などのFD活動を行う。 ークショップ、医学部保健学科のWebCT講習会、教養教育実施機構の全体
会における授業実践報告と２４教科集団による分科会等、教員が集団的に
授業成果を検証し、授業改善を図る研修を行った。

【37】成績評価 【37-1】
【37-1】 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

それぞれの授業科目の教育目標を は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
シラバスに明示し、目標の達成度に
よって厳格な成績評価を実施する制
度の整備を進める。

【37-2】 【37-2】
日常の継続的な学習活動を適正に 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

評価するため、定期試験のみによる は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
評価ではなく、レポートや小テスト
の実施や出席状況の管理などの多様
な方法の組み合わせによる総合評価
システムを拡大する。

【37-3】 【37-3】
学生に対するインセンティブ付与 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

のため、卒業及び修了期における学 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
部及び大学院教育の学業成績が特に
優秀な学生の表彰や、成績優秀者に
対する履修制限の撤廃等による早期
卒業が可能となる制度を充実させ
る。
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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
③ 教育の実施体制等に関する目標

１）教育の在り方に関する大綱を基に、効果的な教育を行う体制を強化する。
中 ２）教養教育を大学全体の視点から推進するため、全学の教員が教養教育に参加する体制を構築強化する。
期 ３）教育の成果に関する目標を効果的に実現するため、適切な教職員の配置等に努める。
目 ４）総合情報環構想を推進し、高度情報化キャンパスの構築を図る。
標 ５）学生の学習環境を整備するため、電子化をはじめとする図書館機能の一層の充実を図る。

６）教育活動の評価方法を開発・実施し、評価結果を教育の質の改善つなげる体制を構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【38】教育実施体制の強化
【38-1】 【38-1】

学長を議長とする教育審議会を設 17年度に実施済みのため、19年度 平成17年度までに中期計画を達成した。
置し、大学教育の在り方に対する大 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
綱を審議する。

【38-2】 【38-2】
教育審議会の下に施策の具体化と 17年度に実施済みのため、19年度 平成17年度までに中期計画を達成した。

実施を担う教育委員会等を設け、両 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
者の機能分担により総合的で機動的
な意思決定を行う。

【38-3】 【38-3】
大学教育機能開発総合研究センタ 17年度に実施済みのため、19年度 平成17年度までに中期計画を達成した。

ーは、本学の教育目標を達成させる は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
ため、教育審議会、教育委員会、教
養教育実施会議及び学部等と連携を
図り、教育方法等に関する調査・研
究・開発を行う。

【39】教養教育実施体制の強化 【39】
教養教育の実施を担う教養教育実 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

施機構を中心に、全学協力体制を強 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
化する。
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【40】適切な教員の配置 【40-1】
【40-1】 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

教員の人事において、研究能力だ は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
けでなく教育能力をも考慮した選考
を行う。

【40-2】 【40-2】
教育・研究をグローバルに展開 東アジア言語を強化するための外 教育研究の東アジアへの展開やアジア系留学生の増加を考慮し、中国語

し、かつ、外国語及び異文化交流理 国語教育の見直しを行い、中国語、 の教授が可能な教員２名を平成20年度に採用することとし、現中国語担当
解等のための教育環境を整備し充実 朝鮮語のための外国人教員の採用を 教員を朝鮮語担当者とするなど、東アジア言語の強化を図ることとした。
するため、外国人教員の積極的な採 検討する。
用方針を検討し、促進する。

【40-3】 【40-3】
教員組織とは別に教育プログラム 人文社会科学系大学院の平成20年 平成20年度から、文学研究科・法学研究科・社会文化科学研究科を再編

を開発して運用する方式など、より 度設置を目指し、人材養成目標を具 統合し、区分制の社会文化科学研究科として設置し、学術領域ごとに専攻
効率的な教育を行えるシステムを各 体化する教育システムを構築するた を立てて、専攻ごとに高度専門職業人養成のプロフェッショナル・コース
学部・研究科等で検討し、可能な部 めに、柔軟な教員組織と運営体制に と研究者志向のアカデミック・コースを設け、教員は両者若しくは一方の
局から整備する。 ついて検討する。 プログラムの教育を行う柔軟な教育体系を構築した。

【41】総合情報環構想の推進 【41-1】
総合情報環構想における、学習支 教員個人活動評価と各学部等の組 既存の教育研究データベースであるＳＯＳＥＫＩ及びＥＤＢ（教育研究

援、教育研究支援に関する次の計画 織評価の実施に併せて、教育研究・ 者情報データベース）のデータを大学評価・学位授与機構データベースに
を推進する。 大学運営等の全学データベースの構 対応したデータベースに一元統合することとし、データ移行がスムーズに
【41-1】 築を推進する。 行えるように配慮しながら新たなデータベースの構築を推進した。

教育研究、地域連携、大学運営等
に関する情報（データ）の統合化・
一元化

【41-2】 【41-2】
共同利用情報端末室、遠隔授業等 リプレース後の情報教育用クライ 統合認証や大学ポータルと連携し、オンライン学習環境の充実を図るた

に対応した講義室・学習室等の整備 アントパソコンと情報教育環境管理 めに、教育用ソフトウェア管理システム等のアプリケーションを開発した。
サーバとの連携アプリケーションの ＴＶ会議システムを固定局として、東京サテライトを含み５地点設置し、
開発を行う。 さらに、一時的利用としてさらに数地点設置し、整備・運用した。このシ

ステムを用い、遠隔講義をはじめ種々の講演会等にも活用した。
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【42】図書館機能の充実 【42-1】 安定した学術情報の提供継続のため、学術情報経費で充当する電子ジャ
【42-1】 安定した学術情報の提供を継続す ーナル関係資料については電子ジャーナルのみ、データベースについては

図書館機能の電子化を進めるとと るため、電子ジャーナル及びデータ 利用形態（契約条件）を見直した。また、増築に伴い、利用者に分かりや
もに、図書館利用環境の整備を進め ベースに関する計画を策定する。 すい配架や学生用ＰＣコーナーの学習環境改善、開館時間等の見直しなど
る。 を行い、利用者ニーズを考慮した改善を図った。

【42-2】 【42-2】 １．学術資料調査研究推進室の公開事業として次のとおり実施した。
貴重書・古文書や文化遺産等の整 学術資料調査研究推進室の公開事 ①旧制第五高等学校開校120周年事業として「沖縄風俗絵巻」の修復

理と電子的公開を促進する。 業を推進する。また、引き続き、松 ②第24回貴重資料展及び講演会の開催に併せて「沖縄風俗絵巻」の
井文庫冊子目録の整備と目録公開の 展示公開
準備を進める。 ③第2回永青文庫セミナー、ハーン関係の講演会の実施

２．次の古文書を電子化し、ホームページに公開した。
①松井文庫約2，500点の目録
②阿蘇家文書の原資料
③龍南会雑誌の目録及び原本

３．永青文庫「町在」の件名目録を電子化し冊子体目録の電子化に着手す
るとともに、横井小楠文書の寄託受入、仲光家文庫の寄贈受入により貴
重資史料の充実を図った。

【42-3】 【42-3】 平成18年度に実施した利用者アンケートを踏まえ、学生用図書の一部に
学生のニーズを充足するよう学習 利用者アンケート等を基に、学生 ついて、学生ボランティア（図書館サポーター）を募集し、８名の学生に

教育用基本図書を充実させる。 が自ら、学生用図書を選定するシス よる図書の選書を試行した。試行結果が利用者等に好評であったことから、
テムを検討する。 改善を図りながら今後も継続することとした。また、同様の試みを医学部

系分館保健学図書室でも行った。

【43】教育活動の評価・改善
【43-1】 【43-1】

教育委員会の企画・実施委員会と 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。
評価・ＦＤ委員会との緊密な連携の は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
下に、各学部等は恒常的に評価結果
をカリキュラムや教育方法の改善に
つなげる。

【43-2】 【43-2】 大学教育機能開発総合研究センターにおいて、2006年度前・後学期の「授
大学教育機能開発総合研究センタ 大学教育機能開発総合研究センタ 業改善アンケート」（全学共通）の各質問に対する結果について、平均及

ーは、学部と連携して、教育活動評 ーにおいて、「授業改善のためのア び標準偏差を部局及び回答数によって分けて表で示すとともに、特徴を抽
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価の方法や評価結果の有効活用等に ンケート」等を用いて、学生の評価 出して授業改善の参考となるように図った。併せてこれまで行ってきたア
ついて調査・研究を行い、授業方法 と成績の相関性などを分析して、授 ンケート結果との経年的変化の特徴の抽出や部局同士の比較を行い、教育
等の改善・向上を図る。 業目標の達成度評価等を行い、授業 会議FD部会で報告するとともに『熊本大学「授業改善のためのアンケート」

方法と成績評価の改善策等を検討す 実施報告書』にまとめ、全教員がその結果を共有し授業改善に取り組める
る。 ようにした。

【43-3】 【43-3】 各学部等の教育単位ごとに行った組織評価に基づき、大学評価会議の教
大学評価企画・実施会議は、定期 各学部等の教育単位ごとの組織評 育評価委員会において、改善を要する点、優れた事項等について分析・検

的に学部等の教育評価を行い、必要 価を実施して、「教育改善・質保証 証し、改善を要する点等については教育単位ごとに改善報告書として取り
な勧告を行う。 システム」等を整備する。 まとめ、学長から各学部等に通知した。このように「教育改善・質保証シ

ステム」等の整備を図った。

【43-4】 【43-4】 平成18年度から教員個人活動評価を実施しており、平成18～20年度まで
授業改善や授業方法に優れた教員 教育面で優れた教員を表彰する制 の３年間の活動の評価結果を反映させることとし、この中で授業改善等の

を表彰し、これを個人の教育業績の 度について検討し、学部等の教育単 活動も評価されることとしている。
評価に加味する。 位ごとの実施を目指す。 工学部では教育面で優れた教員を表彰する制度を確立している。
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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
④ 学生への支援に関する目標

１）学習相談・助言等の支援体制や学習環境を充実する。
中 ２）充実した学生生活を送るための支援体制を充実する。
期 ３）全学的就職支援体制を充実する。
目 ４）学生が学業に専念できるように、経済的支援を充実する。
標 ５）学内外の様々な活動への参加を通じて、学生の社会的能力を向上させる。

６）社会人学生、留学生等については、その生活環境に配慮し、支援に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【44】学生の支援体制の充実 【44-1】
【44-1】 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

クラス担任、チューター、TA に は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
加えて、履修指導担当教員の配置、
オフィスアワー等、各学部・研究科
等に応じた学習相談や履修指導を強
化する。

【44-2】 【44-2】
学務情報システム（SOSEKI）の 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

機能拡充に努め、自立的学習支援を は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
推進する。

【44-3】 【44-3】
各学部は、総合情報基盤センター eラーニング推進機構内に、ビデ ｅラーニング教育を全学的にサポートするｅラーニング推進機構内にビ

との連携により、教育用パソコン、 オコンテンツ制作スタジオ等を整備 デオコンテンツ制作スタジオ等を整備し、社会文化科学研究科教授システ
遠 隔 学 習 シ ス テ ム （ WebCT、 し、教員のe-learningコンテンツ開 ム学専攻の授業科目担当教員等の紹介ビデオの収録、編集及び公開等、教
e-learning）、全学無線 LAN システ 発への支援体制を強化する。 員のコンテンツ開発を支援した。
ムを拡充し、遠隔・対面講義や個人 また、本学において実施されたeラーニング連続セミナーや各種講演会
学習の環境整備に努める。 のビデオ撮影、編集及び公開を行った。

【44-4】 【44-4】
空き時間の教室利用を容易にする 引き続き、グループワークなどを 空き時間の教室を自習用に学生に開放している。通常の自習用として小

などの利便を図り、学生の自学・自 伴う学習方法に対応した自習環境に 教室の使用を可能としているほか、グループワークなどを伴う学習方法に
習を推進する。 ついて検討し、集団的利用が可能な 対応して、小集団による事前・事後学習の討議のためのスペースとしても

自習スペースを全学的に拡充する。 小教室の使用を認めるている。
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なお、スペースの関係上及び授業や自習者への配慮から、学科図書室や
資料室、実験室等の利用も認めている学部もある。

【45】学生生活支援体制の充実 【45-1】
【45-1】 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

学生相談室を中心に、各種の相談 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
窓口を体系的に整備する。

【45-2】 【45-2】 学生相談室と保健センター等が連携して、平成19年度も以下の心のケア
学生委員会において、学生の休・ 学生相談室・相談員・保健センタ 体制の充実を図った。

退学、留年、不登校の実態調査をき ー等の連携によって、引き続き心の ・全学生を対象に第３回疲労蓄積度調査を行い調査報告書を作成し、学生
め細かく実施し、学生の抱える問題 ケア体制の充実を図る。 委員会に報告した（調査回答学生数：約7,000人)。
に適切に対処する。 ・履修届未提出者に対して、学生の状況により３回にわたり保護者への通

知を行い、相談を受け付けた（通知者延数：81人）。
・１年次については教養教育必修科目の出席状況を調査し、欠席が目立つ

者について指導を行った（対象者：61人）。
・学生への適切な対応、心のケアの充実を図ることを目的として、学生委

員、各種相談員及び学務系職員を対象に、メンタルヘルス講演会を開催
し、研修を行った（参加者：43人）。

・大江、本莊地区に健康相談室を設置した。
・学生委員会と学生相談室が連携し、「学生指導と支援の手引き」の改訂

版を作成し、教職員へ配付した。

【45-3】 【45-3】
セクシュアル・ハラスメント防止 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

対策のため、広報、講演会等をさら は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
に充実させる。

【45-4】 【45-4】 黒髪南キャンパスの学生食堂を改築して、食堂スペースの拡充を行いサ
学生寮、学生食堂、運動施設等の 学生食堂の拡張計画を策定する。 ービスと利便性の向上を図るため、平成20年度完工・オープンを目途に熊

整備を図り、学生生活の質的改善に また、大江グランドの再開発等につ 本大学生活協同組合と調整を行った。
資する。 いて検討する。 また、大江グランドの改修について、引き続き、改修計画を検討した。

【46】就職支援体制の充実 【46-1】 文学部、法学部、理学部、教育学部の各進路支援委員会にキャリア支援
【46-1】 整備を終えたキャリア支援課と学 課職員が参加し、各学部の進路状況や課題、ガイダンス内容等を共有した。

就職課を設置し、教員と事務職員 部等が連携して、各種支援策をさら 各学部の開催月と参加人数は次のとおりである（理学部及び工学部は、大
が一体となった全学的就職支援を行 に充実させる。特に、ホームページ、学院生を含む）。
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う。 メーリングを活用した求人情報伝達 ５月 ６月 ７月 ８月 10月 11月 12月 １月
を強化し、綿密な就職支援を図る。 文学部 120人 90人

教育学部 30人 30人
法学部 150人 110人 50人
理学部 120人 80人
工学部 350人

また、学生向けメーリングニュースをアレンジし、各進路支援委員にも
情報提供を実施し求人情報の共有度を高めた。

【46-2】 【46-2】 昨年度に引き続き、教養教育学際科目で、キャリア教育として５科目を
職業観を育成するため、低学年時 引き続きキャリアデザインセミナ 開講するとともに、低学年も含む一連のキャリア講座として熊大ビジネス

より、全学的及び各学部において進 ー等の一連のキャリア教育・支援活 講座（平成19年度4回）、ワークデザイン講座（職業適性検査の実施、OBOG
路ガイダンス、講習会等を行う。 動を実施するとともに、低学年向け 仕事研究座談会）などを継続して実施した。

のキャリアガイダンス等の支援講座 なお、１年生の導入企画として４月の新歓オリエンテーションでのミニ
を充実させる。 セミナーに加え、5月末に１年生向けキャリアガイダンスを実施した。そ

の際、低学年向けのキャリア啓発冊子「熊本大学キャリアデザインブック」
を配布活用した。

【46-3】 【46-3】 昨年オープンしたキャリア支援サイトについて、ちらし等により学内周
同窓会、ＯＢ等との連携により、 同窓会、企業等と協力・連携して、知を強化し利用増を促した。また、サイトコンテンツOBOGメッセージも、

企業訪問、企業説明会等を実施し、 キャリア支援サイト内のOBOG情報を 平成19年度200人を目標に、企業訪問等により依頼数を増やし、掲載情報
就職活動を支援する。 充実させるとともに、OBOGを活用し が確実に増えている（11月20日現在150人）。

た新たな支援講座を準備する。 また、その掲載協力企業中、卒業生を講師として派遣可能とする会社も
数社確認できたことから、平成20年度には卒業生を活用した新たなキャリ
ア講座を企画する予定である。

【47】経済的支援の推進 【47】
各種奨学金の応募を積極的に支援 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

するとともに、授業料免除システム は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
の活用により、経済的理由により修
学が困難である優秀な学生を支援す
る。

【48】社会的能力の向上 【48-1】
【48-1】 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

体育会・文化部会及びその下にあ は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
る各種サークル活動を支援する。
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【48-2】 【48-2】 熊本県主催「くまもと元気づくりトーク（知事と語ろう）」の開催にお
ボランティア活動をはじめとする 学生の学外における様々な活動状 いて企画委員として学生２名を推薦し、その他学生12名が参加した。また、

学内外における学生の活動を奨励・ 況を把握するとともに、その活動に 工学部学生をメンバーとする「学生災害ボランティア」を立ち上げ、７月
支援する。 対する支援を行う。また、各種ボラ に豪雨による土砂災害被害を受けた熊本県美里町での復旧活動を行った。

ンティア情報を収集し情報の提供を なお、学内の学生の活動としては、熊本大学体育会、熊粋祭実行委員会、
行う。 阿蘇耐久遠歩大会実行委員会の３団体に対し、全学生のため種々の企画・

運営を行ったことに対し学生表彰を行い、また、熊本大学フイルハーモニ
ーオーケストラの県内巡回演奏会に対し、社会貢献をしたとして学生表彰
を行った。

また、医学部保健学科では、老人保健施設における夏季休業中のボラン
ティアを掲示で紹介するなど、学生ボランティア活動を推奨している。

【48-3】 【48-3】 学長と学生代表者による懇談会を定例化して、平成19年度も実施した。
大学の事業に学生を参加させる方 学生代表と学長との懇談会を定例 今回は、メインテーマとして、大学が行っている授業改善アンケートにつ

策を検討し、可能な事業から実施す 化して、学生の意見を大学運営に活 いて学生からの意見を集約して教育会議FD部会に報告した。FD部会におい
る。 かすとともに、オープンキャンパス ては、要望内容等を検討し、今後の授業改善に活用することとした。 ま

等の大学事業の企画・運営への学生 た、新入生歓迎旬間（オリエンテーション）３日間のうち１日を、学生イ
参加を推進する。 ベントにより企画・運営させた。就職セミナーを学生の企画で実施した。

なお、例年、オープンキャンパスやそれに伴う学部催事、キャンパス・
クリーンデー、理・工学部主催の夢科学探検をはじめとする学部固有の行
事や企画等に多数の学生が協力者として参画している。

【49】社会人学生、留学生に対する 【49-1】 前年度に運用開始した統合認証及びポータルを、24時間インターネット
配慮 24時間、インターネットから利用 から利用可能とした運用体制を確立した。また、既存システムの統合認証
【49-1】 可能なオンライン学習環境を提供す への対応を進めるとともに、対応したWebサービスの開発も可能にした。

社会人学生が休日や夜間にも利用 るため、サポートシステムを開発し、 平成18年度に設置したeラーニングによる大学院の社会文化科学研究科
できる学習環境の整備に努めるとと 総合認証及びポータル対応を進め 教授システム学専攻（修士課程）や教養教育のCALLシステムのほか、多く
もに、在宅学習等の遠隔授業実施体 る。 の教育プログラムで遠隔授業実施体制が拡充されている。
制を拡充する。

【49-2】 【49-2】 ・宿舎確保については、現在、民間企業から提供を受けている宿舎（１件）
留学生の宿舎確保に努めるととも 国際交流会館の設備備品の平成19 について、本年度も引き続き利用可能とした。また、昨年に引き続き、

に、熊本大学外国人留学生後援会に 年度整備計画を策定するとともに、 留学生の民間アパート等の入居時に留学生センター長が保証人となる熊
よる留学生支援の拡充を図る。 管理運営の見直しを行う。また、熊 本大学外国人留学生後援会による機関保証について20件を受け付け、留

本大学外国人留学生後援会などの基 学生及び受入教員の負担を軽減した。
金に関して、その原資の拡大に努め ・留学生の受入環境整備として、国際交流会館の新設に向け、計画概要を
る。 作成し、検討を開始した。

・民間住宅メーカーとの連携による国際交流会館建設に向け、計画概要を
作成し、検討を行った。
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・国際交流会館の設備備品について、エアーコンディショナーについては、
設備更新のため本年度も新たに14台を購入した結果、全体の37.5％につ
いて更新を終えた。

・国際交流会館の管理運営について、設備改善及び入居者の便宜を図るた
め、従来施設外に設置していた国際交流会館ゴミ収集場を施設内に移設
した。また、入居者によるゴミ当番日を設け、ゴミの分別及びゴミ収集
場の衛生管理の徹底を図った。

・熊本留学生交流推進会議において、①留学生に対する生活環境の整備、
②留学生に対する住環境の整備、③留学生に対する経済支援を呼びかけ
る「熊本地域における留学生交流の推進に関する提言について」を本学
主導で取りまとめ、熊本地域各関係団体に支援及び意識改革を求めた。

・「熊本大学基金」を立ち上げ、基金を通じた留学生支援を目指すことと
した。
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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標
① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 １）「人の命・人と自然・人と社会」の科学を先鋭に営むため、「生命科学」、「自然科学」、「人文社会科学」及び「学際・複合・新領域」の分野
期 において、世界水準の研究を推進する。
目 ２）社会の要請に応え、研究による知的成果を多様な形で社会に還元する。
標 ３）研究の水準・成果について積極的に社会に公表し、検証を行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【50】世界水準の研究の推進
【50-1】 【50-1】 研究推進会議及び外部委員により、平成17年度採択の５課題に対する中

独創性の高い先導的研究を、次の 間評価及び平成15年度採択の１２課題に対する最終年度評価を実施した。
２つの方針の下に推進する。 「拠点形成研究」の中間評価（17 評価の結果、支援の拡大として１件、支援の縮小として３件、引き続き同

年度採択分）及び最終年度評価（15 様に支援する課題として１３件を決定した。
・部局横断的又は特化された研究を 年度採択分）を実施する。
「拠点形成研究」と位置付け、大学
として重点的に推進する。

・生命科学領域のグローバルＣＯＥ拠点の中核組織として、大学院教育及
・発生医学研究センター、エイズ学 各センターの研究環境及び研究者 び若手研究者育成と一体化した研究環境及び研究体制を整備しつつあ
研究センター、生命資源研究・支援 が研究に専念できる体制を整備す る。（発生医学研究センター）
センター、衝撃・極限環境研究セン る。 ・文部科学省が実施している特別教育研究経費を獲得し、研究員・研究支
ター及び沿岸域環境科学教育研究セ 援職員を雇用し、研究環境の整備を図った。（エイズ学研究センター）
ンターにおける研究を重点的に推進 ・センターの規則について見直しを行い、不必要と判断した規則及び委員
する。 会を廃止し、研究者が研究に専念できる体制を整備した。（生命資源研

究・支援センター）

【50-2】 【50-2】 各部局における基盤的研究を推進するための方針・計画として、「大学
教員の自由な発想に基づく基盤的 各部局等における基盤的研究の推 院先導機構にテニュア・トラック制度を導入し、若手教員の公募による採

研究を推進するため、各部局等にお 進に関わる方針・計画を示す。 用と育成を行い、今後各部局での人事制度改革の導入の推進を図る。」こ
いて優秀な人材を確保する。 ととし、科学技術振興調整費「若手研究者の自立的環境整備促進事業」に

採択され、若手研究者（任期制助教）を10名採用した。
なお、任期制助教を対象として、基盤的研究を推進するための研究費の

重点配分を制度化した。
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【50-3】 【50-3】 平成19年度科学技術振興調整費「若手研究者の自立的環境整備促進事業」
新領域開拓に挑戦する萌芽的研究 特任教員システムの活用により若 に「挑戦的若手研究者の自立支援人事制度改革」が採択され、大学院先導

を推進するため、若手研究者を積極 手研究者の採用に努める。また、若 機構に特任助教として10人を採用した。
的に採用するとともに、学長裁量経 手研究者の短期・長期海外研修制度 文部科学省の「平成19年度国際化推進プログラム（海外先進研究実践支
費を活用する。 （国際化推進プログラム・海外先進 援）」に選定され本学は４名分が採択された。また、本学が平成16年度に

研究実践支援）を活用する。 独自に創設した「熊本大学若手研究者海外派遣制度」により平成19年度は
２人を海外に長期派遣した。

【50-4】 【50-4】 ・遺伝子改変マウス等の作成、保存、供給、微生物学的品質管理等の支援
得意分野の技術開発研究を推進す 生命資源研究・支援センターの関 業務に関する実施結果を調査し、集計、統計処理、解析した。その結果

るため、生命資源研究・支援センタ 連部局等に支援業務に関する調査を について、実験の精度等を検討し、今後の本センターの充実に生かし、
ーを活用する。 実施する。また、支援業務の活用を 利用増加を図る。

広めるために、外部資金等による経 ・動物資源開発研究施設にて動物を飼育したことによる飼育経費を科学研
費の支出が可能なシステムを整備す 究費補助金から支払うことが可能なシステムを構築した。
る。

【50-5】 【50-5】 「大学知的財産本部整備事業」の事業終了に伴い、知的財産創生推進本
産学連携につながる実用化研究を ３施設（地域共同研究センター、 部に代わる組織として新たに設置する組織の検討会議において、３施設（地

推進するため、地域共同研究センタ インキュベーション施設、ベンチャ 域共同研究センター、インキュベーション施設、ベンチャー・ビジネス・
ー、インキュベーション施設、ベン ー・ビジネス・ラボラトリー）の活 ラボラトリー）の活動状況を分析し、今後の産学連携戦略強化のために、
チャー・ビジネス・ラボラトリーを 用状況を点検し、実用化研究推進の 知財推進機能と3施設の機能を一体化した組織として「熊本大学イノベー
活用する。 ための新たな体制整備を図る。 ション推進機構」を設置し、共同研究・受託研究の推進、ベンチャー企業

の育成、実用化研究等の推進のための体制整備を図った。

【50-6】 【50-6】 前年度までに実施した施策の結果を分析して、今後引き続き若手研究者
世界水準の研究推進のための、競 前年度実績の分析を基に外部資金 育成の充実及び間接経費の拡充を図る必要があるという結論に達したた

争的外部資金をより多く獲得する。 獲得増の方策を継続的に検討し、実 め、これに基づき研究推進会議で策定した「科学研究費補助金の申請・採
施する。また、競争的外部資金の運 択増の方針」等を踏まえ、本年度、さらに競争的外部資金の獲得に努めた。
用・管理・監査体制を構築するとと その結果、科学研究費補助金は法人化前の平成15年度と比較し、約２億３
もに、円滑に研究を推進するための 千万円増の約14億５千万円となった。また、外部資金は、平成15年度比で
支援体制の整備に努める。 60％増加した。

主な取組は以下のとおりである。
・専任の教員に対して、科学研究費補助金に原則として１研究課題（継続

課題含む）以上を申請することを義務づけている。
・不採択となった研究課題のうち審査評点Aに該当する若手教員の課題を

中心に研究費（インセンティブ）を付与
・科学研究費補助金の執行及び応募申請に関する説明会を開催（５月及び

10月、黒髪及び本荘・大江の各地区）
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・若手研究者に対し、熟練教員による親身な助言及び名誉教授による個別
相談（申請書のチェック）を実施

・グローバルCOEプログラムへの応募申請を行い、１研究拠点が採択され
た。

・研究シーズ集及び「産学官連携のしおり」を改訂するとともに、各種イ
ベントにおいて企業等に配付

・受託研究及び共同研究の契約件数及び契約金額に基づき、研究奨励費（イ
ンセンティブ）を付与

なお、既存の研究奨励費の支給に加えて、表彰・報奨制度を創設した。
また、「国立大学法人熊本大学における競争的資金等の管理等に関する

規則」を制定して、競争的資金の運用・管理・監査体制を構築する（責任
体制の明確化、コンプライアンス室の設置、内部監査部門の設置等）とと
もに、各部局等に競争的資金等に関する相談窓口を設置するなど、研究活
動を円滑に推進するための支援体制を整備した。

【51】知的成果の社会への還元 【51-1】 「大学知的財産本部整備事業」の事業終了に伴い、産学連携戦略強化を
【51-1】 「大学知的財産本部整備事業」の 図るための知的財産推進本部に代わる新たな組織として「熊本大学イノベ

知的成果を社会へ還元するため、 事業終了に伴い、現在の知的財産創 ーション推進機構」を設置し、国際的に知財展開を推進する部門を設け、
受託研究や共同研究を積極的に行 生推進本部体制をさらに先進させ、 特許、訴訟対応、海外との産学連携などの国際法務に関する企画・運営が
う。 新しく国際的な知財事業展開が可能 できる教授１名を国際公募によって選考、平成20年１月に採用し、国際的

な体制へと整備を図る。 な知財事業展開が可能な体制の整備を図った。

【51-2】 【51-2】 財団法人くまもとテクノ産業財団等と連携し、経済産業省の産業クラス
研究の成果を実用化に結びつける 熊本県及び財団法人くまもとテク ター等に応募して以下の産学マッチングファンドを６件獲得した。

ため、産学マッチングファンド等に ノ産業財団等と連携し、産学マッチ （獲得ファンド）
よる産学連携を推進する。 ングファンド等の獲得を目指す。 ・地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省） ２件

・産学協同シーズイノベーション化事業（文部科学省） ４件

【51-3】 【51-3】 平成20年４月に、新たに設置した熊本大学イノベーション推進機構内に
積極的に社会との連携を図るた 熊本TLOとの新しい連携体制を構 熊本ＴＬＯの活動拠点を置き、協同して技術移転活動や産学官連携活動を

め、研究成果の技術移転、人材育成 築し、研究成果の技術移転を図る。 推進する体制を構築した。
を行う。

【51-4】 【51-4】 県内大学及び高専等と連携して、地元企業との交流会を次のとおり４回
地域社会のニーズを的確に捉えつ 県内大学及び高専等と連携して地 開催した。

つ地域の課題等に対処するため、研 元企業との交流会等を実施する。 第１回 ５月１５日 ３４名参加
究会等を実施する。 第２回 ７月２０日 ３１名参加

第３回 １０月２３日 ２７名参加
第４回 １２月１９日 ２１名参加
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【52】研究の水準・成果の公表・検 【52-1】
証 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。
【52-1】 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。

個人の研究活動情報を提供するた
め、研究者総覧などのデータベース
を常に更新して公表する。

【52-2】 【52-2】
大学全体及び各部局等の活動に関 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

する情報をホームページで公表す は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
る。

【52-3】 【52-3】
大学として又は各部局においてシ 九州経済産業局をはじめ、日中韓 平成19年11月26日から27日にかけて、中国９大学、韓国13大学・機関及

ンポジウムなどを積極的に開催し、 の行政機関の主催で開催される「環 び日本15大学の学長・副学長等が参加し「第３回環黄海産学官連携大学総
参加者からの意見を聴取する。 黄海経済・技術交流会議」(於熊本) （学）長フォーラム」を本学が幹事校として熊本市で開催した。

において、事務局幹事校として「環 また、引き続き平成19年11月29日から30日にかけて、本学の教育研究活
黄海産学官連携大学長フォーラム」 動を広く社会に公表することを目的として、東京、大阪、上海、韓国に続
の開催を支援する。また、研究の水 いて熊本市で「第５回熊本大学熊本フォーラム」を開催した。
準・成果を公表するため「熊本フォ
ーラム」を開催する。

【52-4】 【52-4】
大学主催の知的財産公開シンポジ 公開シンポジウム、セミナー等を 平成19年12月６日に産学官連携推進事業として、「町おこしシンポジウ

ウムなどを定期的に開催し、企業ニ 定期的に行うとともに、各種展示会 ム」を熊本大学で開催し、１２３名の参加があった。また、知的財産に関
ーズの情報収集を行う。 やフォーラム等に参加し、最新の企 する講演会を学内外者を対象に５回開催し、毎回多数の参加があった。

業ニーズの情報収集及び分析を行 なお、イノベーションジャパン２００７（東京）や産学官連携推進会議
う。 （京都）等への出展や、新技術説明会の開催を通じて、最新の企業ニーズ

の情報収集を行った。
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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標
② 研究実施体制等の整備に関する目標

中 １）「世界水準の研究を全学的に推進するため、学長がリーダーシップを発揮できる実効的な研究推進体制を確立する。
期 ２）世界水準の研究を推進するため、研究資源の配分体制を構築する。
目 ３）世界水準の研究を推進するため、研究支援センター等の充実を図る。
標 ４）知的財産の創出・取得・管理・活用を戦略的に実施する。

５）世界水準の研究を積極的に推進するため、研究活動を適切に評価し、研究活動を活性化させる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【53】研究推進体制の確立
【53-1】 【53-1】

学長の下に設置する研究戦略会議 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。
において、大学として重点的に推進 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
する拠点形成研究を選定する。

【53-2】 【53-2】
研究戦略会議において策定された 「拠点形成研究」の中間評価（17 「年度計画【５０－１】の『計画の進捗状況』参照」

基本方針に基づき、研究推進本部に 年度採択分）及び最終年度評価（15
おいて、拠点形成研究の進捗状況を 年度採択分）を実施する。
点検する。

【53-3】 【53-3】
各大学院における研究教育の活性 グローバルＣＯＥプログラムへの グローバルＣＯＥプログラムに１件採択され、同プログラムによって若

化及び変革発展を先導するため、「大 課題提案を通じて、競争的資金等の 手研究者の採用・育成（ジュニア・リサーチ・アソシエイト ２１人、リ
学院先導機構」を設置した。この「大 外部資金を活用した若手研究者の採 サーチ・アソシエイト １４人を採用）を推進している。
学院先導機構」に研究戦略会議で選 用・育成を推進し、「大学院先導機 一方で、科学技術振興調整費による「挑戦的若手研究者の自立支援人事制
定した拠点形成研究を組み入れ、新 構」の充実を図る。 度改革」事業において、大学院先導機構に特定事業教員（特任助教）を１
しいＣＯＥ、新研究センター、新大 ０人採用し、若手研究者の育成に当たっている。
学院専攻等の創出を推進する。

【54】研究資源配分体制の構築
【54-1】 【54-1】 平成18年度までに中期計画を達成した。

研究戦略会議は、部局横断的又は 18年度に実施済みのため、19年度 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
特化された研究計画の実施に関し、 は年度計画なし
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人材のより柔軟な運用を検討し、教
員のより効果的な人材配置を計画
し、実施する。

【54-2】 【54-2】 ・各部局の組織的な人材運用計画に基づいて、教員を公募で採用し効果的
各部局は、人材のより柔軟な運用 各部局における組織的な人材運用 な人材配置を行っている。

を検討し、教員のより効果的な人材 計画に基づき、適格な人材の運用及 ・退職・転出した教員のポストは学部長預りとし、組織的な人材運用の観
配置を実施する。 び効果的な人材配置を実施する。 点から人材配置を行っている。（文学部）

・テニュアトラック制度により特任助教を１０人採用した。（大学院先導
機構）

・女性研究者登用のためのキャリアパス環境整備を推進した。（発生医学
研究センター）

【54-3】 【54-3】
研究戦略会議は、部局横断的又は 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

特化された研究に関し学内研究資金 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
の確保と配分の基本方針を策定し、
研究推進本部が具体的に計画し、実
施する。

【54-4】 【54-4】 ○研究支援配分システムの構築について
各部局は、世界水準の研究を推進 各部局において、研究支援配分シ ・部局長等裁量経費の予算を確保し、研究業績に応じた配分や、設備機

するため、適切な研究資金の配分シ ステムの構築や重点配分可能な研究 器等の充実に活用している。（文学部・文学研究科、社会文化科学研
ステムを構築する。 資金の確保策の策定等、部局独自の 究科、薬学部・薬学教育部、生命資源研究・支援センター、エイズ学

研究資金配分システム構築のために 研究センター、発生医学研究センター）
必要な諸施策を行う。 ○重点配分可能な研究資金の確保策の策定について

・科学研究費補助金間接経費の１０％を部局共通経費とした。（医学薬
学研究部）

・センター共通経費の一部について、センターで公募を行い、優れた事
業について、重点的に資金配分を行っている。（衝撃・極限環境研究
センター）

【54-5】 【54-5】
研究戦略会議は、研究設備等の基 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

本方策を示し、研究推進本部におい は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
て、重点研究のプロジェクト推進を
図るための研究設備・研究環境の充
実を図る。
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【54-6】 【54-6】 共通スペースについては、「年度計画の【５４－８】の『計画の進捗状
各部局は、世界水準の研究を推進 共通研究スペースの再配分システ 況』」参照

するため、共通研究スペースに必要 ムを構築する。 なお、共通スペースに必要な設備については、部局長裁量経費等により
な設備を設置する。 設置している。（教育学部、生命資源研究・支援センター、エイズ学研究

センター、発生医学研究センター）

【54-7】 【54-7】
民間等研究員を積極的に受け入 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

れ、民間等とのプロジェクトを実施 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
するため、本学の共用スペースを積
極的に活用する。

【54-8】 【54-8】 「施設の有効利用に関する要項」により、全学的な施設の有効利用を図
各部局レベルで、研究人員に応じ 各部局は、改組、PFIによる改修 っており、共用スペースの利用については公募方式を採用している。

たスペースが確保できるよう配分シ 等を行い、研究人員に応じた研究ス ・建物の改修により研究人員に応じた研究スペースを確保するため、関
ステムを構築する。 ペースの確保に努める。 係部局共同で研究スペース配分方針を策定した。（文系学部等）

・研究人員に応じた研究スペースの配分を実施している。（自然科学系
学部等、薬学部・薬学教育部）

・センター内に全スペースの１０％相当を流動スペースとし、研究業績、
職員学生数を考慮して配分している。（エイズ学研究センター）

・研究人員に応じたスペースが確保できるように、共通研究スペースの
貸与制度を実施している。（医学部・医学教育部、発生医学研究セン
ター）

【55】研究支援センター等の充実 【55-1】
【55-1】 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

技術支援を推進するため、生命資 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
源研究・支援センター等の設備等の
整備を行う。

【55-2】 【55-2】
情報設備等の充実のため、総合情 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

報基盤センターを核とした情報基盤 は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
の整備を行う。

【55-3】 【55-3】 平成18年度までに中期計画を達成した。
学術情報基盤の活用のため、附属 18年度に実施済みのため、19年度 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。

図書館の整備を行う。 は年度計画なし
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【56】知的財産の創出・取得・管理
・活用 【56-1】 知的財産マネージャー、知的財産推進員及び地域共同研究センター教員

【56-1】 知的財産マネージャー等の研究室 （知財関係）等の知的財産本部スタッフが協同して研究室訪問を行い、研
知的財産創出のため、次の取組み 訪問等により、引き続き研究シーズ 究シーズの発掘に努めるとともに、企業訪問や新技術説明会で収集した企

を行う。 の発掘に努めるとともに、企業ニー 業ニーズ等の情報を提供した。
知的財産マネージャーが研究会に ズ等の情報提供を実施する。

参加し、シーズ探索及び情報提供を
行う。

ベンチャー・ビジネス・ラボラト ３施設（地域共同研究センター、 「年度計画【５０－５】の『計画の進捗状況』参照」
リー（起業化人材育成）、地域共同 インキュベーション施設、ベンチャ
研究センター（応用的研究等）及び ー・ビジネス・ラボラトリー）の有
インキュベーション施設（実用化研 機的連携の下、実用化研究推進のた
究）を有機的に連携させ効果的に知 めの新たな体制整備を図る。
的財産を創出する。

【56-2】 【56-2】
知的財産の取得・管理を機能的に 「大学知的財産本部整備事業」の 「年度計画【５１－１】の『計画の進捗状況』参照」

行うため、知的財産創生推進本部が 事業終了に伴い、現在の知的財産創
中心となり、発明の届出・審査・出 生推進本部体制をさらに先進させ、
願・管理を行う。 新しく国際的な知財事業展開が可能

な体制へと整備を図る。

【56-3】 【56-3】
知的財産の活用のため、熊本ＴＬ 熊本TLOとの新しい連携体制を構 熊本ＴＬＯとの新たな連携体制として、平成20年４月に新たに設置した

Ｏと連携し効率的に研究成果の技術 築し、研究成果の技術移転を図る。 熊本大学イノベーション推進機構内に熊本ＴＬＯの活動拠点を置き、協同
移転を行うとともに、大学発ベンチ ベンチャー起業の推進方策を実施す して、技術移転活動、産学官連携活動、ベンチャー企業の育成及び実用化
ャー起業を推進する。 る。 研究等を推進するのための体制を構築した。

【56-4】 【56-4】
黒髪キャンパス、本荘キャンパス 18年度に実施済みのため、19年度 平成18年度までに中期計画を達成した。

及び東京（港区芝浦）にそれぞれリ は年度計画なし 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
エゾンオフィスを設置し、知的財産
の創出、取得、管理、活用のワンス
トップサービスを行う。
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【57】研究活動の評価・質の向上
【57-1】 【57-1】 平成18年度までに中期計画を達成した。

研究戦略会議・研究推進本部は、 18年度に実施済みのため、19年度 本年度も継続して、その確実な実施に努めた。
「拠点形成研究」を評価し、その後 は年度計画なし
の支援の在り方に反映させる。

【57-2】 【57-2】
個人及び組織の研究活動を向上さ 学部・研究科等を単位として、組 大学評価会議が策定した組織評価指針等に基づき学部等ごとに組織評価

せるため、第三者評価機関の評価結 織評価を実施する。 及び改善を図る体制を整備し、組織評価を実施した。大学評価会議は学部
果に基づき、大学評価会議及び大学 等の自己評価に基づき全学的検証を行い、改善勧告案を作成し、学長に答
評価・企画実施会議が、研究活動の 申した。学長は部局長に対しヒアリングを行い、研究活動等に関する改善
活性化のための改善策を提言する。 勧告を行った。
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熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標
① 社会との連携、国際交流等に関する目標

中 １）地域社会との連携を推進する体制を整備し、地域文化の向上、産業の振興、地域課題の解決に貢献する。
期 ２）大学の知的活動による成果を活用し、地域における教育の質の向上を図る。
目 ３）地域産業の活性化を図るため、産学官連携研究や共同研究を推進する。
標 ４）大学の国際的評価を高めるため、国際交流を推進する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【58】地域社会との連携 地域連携の取組についてさらに大きなシナジー効果を期待して、平成19
【58-1】 【58-1】 年４月に生涯学習センターと政策創造研究センターを統合し、「生涯学習

地域連携推進本部を中心とした地 生涯学習教育研究センターと政策 部門」と「政策創造研究部門」を置く政策創造研究教育センターを新設し
域社会との連携を推進する体制を整 創造研究センターの統合により、総 た。なお、センターでは熊本市と天草市から各1名の自治体職員を政策研
備するとともに、学内に地域連携の 合的な社会貢献支援組織として「政 究員として受け入れ協働して地域課題の解決のための研究を実施した。ま
窓口を設置し、積極的な情報の収集 策創造研究教育センター」を新設す た、熊本市及び天草市からの受託研究の実施や、センター主催の「政策フ
及び発信を行う。 る。 ォーラム(平成19年度熊本大学政策創造研究教育センタープロジェクト研

併せて自治体からの職員の受入れ 究報告会）」開催などにより、地域社会との政策研究連携を推進した。
を促進する等、地域社会との政策研
究連携を強化する。

【58-2】 【58-2】
放送大学熊本学習センターの誘致 17年度に実施済みのため、19年度 平成17年度までに中期計画を達成した。

を目指す。 は年度計画なし 今後継続して有効活用に努める。

【58-3】 【58-3】 政策創造研究教育センターでは、自治体職員及び公共政策に関心を持つ
「熊本大学 LINK 構想」（熊本大 自治体職員を対象とした専門職業 者を対象に公開講座として「自治体経営の理念と手法」「地域づくり政策

学と熊本県（県庁、学校、企業等） 人育成プログラムの充実を図る。ま の理念と手法」を開講した。また、昨年度に引き続き地域課題解決のため
の情報ネットワークを構築し、熊本 た、｢産業振興」、「環境保全」等の のプロジェクト研究４課題を実施し、併せて平成19年度新規プロジェクト
大学の資源を地域に活用する構想） 地域課題解決のプロジェクト研究を として「熊本流域での水循環保全と健全な水利用」「熊本都市圏政策イン
を活用して「教育（人材養成）」、「産 推進する。 デックス」を新規課題として研究を開始した。
業振興」、「地域課題解決」及び「環 （実施した4課題）
境保全」などの分野について具体的 ・「政令指定都市・道州制に関する研究」
事業をコーディネートし、地方自治 ・「山間地の集落機能維持システム構築のための政策研究」
体と共同で実施する。 ・「有明海・八代海の生物棲息環境の評価・保全・再生」

・「白川・緑川流域圏における洪水危機管理システムの構築」
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【59】地域における教育の質の向上 【59-1】 教育学部では、熊本市教育委員会と連携して、不登校児童のためのユア
【59-1】 引き続き、ユアフレンド事業、ス フレンド事業を実施し、年１回の研修会と年２回の意見交換会・活動報告

初等・中等教育においてはユアフ ーパーサイエンス事業等を支援す を行った。
レンド事業、スーパーサイエンス事 る。理学部においては、特定地域教 スーパーサイエンスハイスクール事業については、熊本県立第二高等学
業等を支援する。 育支援室を設置し、地域の教育機関 校及び宮崎県立宮崎北高等学校から生徒を受け入れ、理・工・薬学部にお

等と連携をとりながら地域の教育力 いて実習等を行った。
向上に取り組む。 理学部においては、特定地域の教育力、基礎学力の強化による基盤整備

を支援するため、平成20年３月に特定地域教育支援室を設置し、天草、人
吉、小国等少子高齢化が進行中の地域の教育力向上等の取組を支援してい
る。

【59-2】 【59-2】 地域連携の取組についてさらに大きなシナジー効果を期待して、平成19
生涯学習教育研究センターを中心 生涯学習教育研究センターと政策 年４月に生涯学習センターと政策創造研究センターを統合し、「生涯学習

として、公開講座及び社会人への授 創造研究センターの統合により、総 部門」と「政策創造研究部門」を置く政策創造研究教育センターを新設し
業開放を拡充する。 合的な社会貢献支援組織として新設 た。政策創造研究教育センターでは、生涯学習教育部門を中心として１７

する「政策創造研究教育センター」 の公開講座と１３４科目の授業開放を行った。また、放送公開講座につい
を中心として、引き続き公開講座、 ては、テレビを従来の講義方式から学内外ロケを取り入れ見せ方の工夫を
授業開放等の充実を図る。 行い、充実を図った。さらに、ラジオ講座を費用対効果の面で廃止した上

で知のフロンティア事業にブックレット化を加えるなど、効果的な資金運
用と事業の充実を図った。

【60】産学官連携の推進 【60】 JST（科学技術振興機構）主催の新技術説明会やJSTとNEDO（新エネルギ
熊本 TLO、JST（科学技術振興機 学外の諸機関等と連携し、起業・ ・産業技術総合開発機構）共催のイノベーションジャパン２００７等に参

構）及び RSP（地域研究開発拠点支 雇用の創出支援、技術相談、共同研 加し、技術移転、技術相談の実施を行い、共同研究に繋げた。また、毎月
援事業）など学外の諸機関等との連 究、技術移転を実施する。 開催する特許審査の検討会に熊本TLOを参加させ、技術移転の推進を図っ
携を図り、起業・雇用の創出支援、 た。
技術相談、共同研究、技術移転を拡
充する。

【61】国際交流の推進 【61-1】 ・国際的な共同研究の受入体制の枠組の拡大のために、大学間及び部局間
【61-1】 共同研究のために来日する外国人 の学術交流協定を平成18年度末の56件から５件増加し61件とし、これま

国際共同研究プロジェクトを推進 研究者の受入れ体制について検討す で大学間での学術交流のなかったニュージーランドでは、マッセー大学
し、学術上の国際協力連携と研究者 る。 との間で従来の学生交流に加えて学術交流を締結するための覚え書きを
の人的交流に積極的に取り組む。 締結した。また、ネパールのポカラ大学及び韓国の高麗大学校との間で

生命科学分野での部局間学術交流協定を締結し、生命科学における両国
からの研究者受入の土台を作った。

・環黄海地域での産学官連携による学術交流、教育交流の促進のため、環
黄海産学官連携大学総（学）長フォーラムの熊本開催に当たり、開催校
として、企画、運営を行った。
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・韓国の大学間交流協定校である韓国科学技術院（ＫＡＩＳＴ）との研究
交流を促進するため、同院バイオメディカル研究センター内に「熊本大
学ＫＡＩＳＴオフィス」を設置し、平成20年度からの共同シンポジウム
の開催の準備を開始した。

【61-2】 【61-2】 ・国際会議・シンポジウムの開催を支援する目的で、学内の助成制度であ
大学の学術振興支援事業、外部寄 平成17年度に策定した会議、国際 る「国際研究集会・国際シンポジウム公募事業」により、教育学部１件、

附金等の支援を得て、国際会議、国 シンポジウムの支援施策を、引き続 法学部１件、社会文化科学研究科１件、医学薬学研究部２件、自然科学
際シンポジウム等を開催する。 き実施する。産学官等、外部とも連 研究科３件、衝撃・極限環境研究センター１件の計９件の国際シンポジ

携して、国際会議開催に取り組む。 ウムを助成した。（助成金額6,000千円）
また、工学部が開催を予定している ・日中韓の政府が主催する環黄海地域の国際産学官連携事業「第７回環黄
熊本フォーラムをはじめ、学内で主 海経済・技術交流会議」の併設会議である「第３回環黄海産学官連携大
催実施する国際シンポジウムの開催 学総（学）長フォーラム」について、日本側事務局校かつ開催校として、
を支援する。 九州経済産業局等及び日本側の幹事大学（九州工業大学、佐賀大学、福

岡大学）との間の調整に加え、フォーラムの企画、準備、実施を担った。
学長フォーラムの本会議で、教育及び研究に関する本学の国際化の取組
みを日中韓３５大学・機関の代表等約１１０名に向けてアピールした。

・加えて、フォーラム期間中に中国・韓国を中心とする約４０名の学長フ
ォーラム参加者を本学のキャンパスに招待し、五高記念館や機械遺産に
指定された工学部研究資料館の案内をするとともに、ＣＯＥプログラム
等の先端研究の紹介を通じて、本学の教育・研究をＰＲした。

【61-3】 【61-3】 ・平成17年度から実施している「熊本大学若手研究者海外派遣制度」の前
教職員の海外出張・研修を積極的 前年度までに進めた交流支援施策 年度実績と成果を踏まえ、今年度も文学部１名、自然科学研究科１名（共

に実施するとともに、客員研究員の について、成果を検証し必要な改善 に長期）を派遣した。
受入れを拡充する。 を行う。外国人研究者が恒常的に研 ・海外、特に中国、韓国の研究者との研究連携を促進するため、韓国オフ

究に参加できる環境整備について、 ィスの設置及び上海オフィスの機能強化を進めた。新たに採用した上海
課題をとりまとめる。 オフィスの中国人スタッフの業務能力向上のため、１週間日本で研修を

実施した。
・海外からの研究者受入れ促進の一環として国内で活動している海外の著

名研究者であるトロント大学のジェーン・ナイト教授を招聘し、大学の
国際化に関するテーマで講演会を開催し、大学の国際化のあり方につい
て議論した中で、二国間での国際連携を中心とした取組みが重要である
ことがクローズアップされた。学内外から約６０名が参加した。

【61-4】 【61-4】 ・短期の熊本滞在を通して熊本大学での学習体験等の機会を提供する目的
短期留学生プログラムの活用等に 短期留学生プログラムの整備と活 で、中国・韓国・台湾の協定校等の学生を対象とした本学初のサマープ

よる留学生受入体制の整備を行う。 用を踏まえ、平成18年度に策定した ログラムである「熊本大学アジア国際連携人材育成プログラム2007」を
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留学生の生活等支援施策を実施す 企画・実施した。
る。 ・短期留学生が本学の学務システム（SOSEI）を利用し、自分自身で履修

登録ができるよう、SOSEKI利用説明書（英文）を作成し、短期留学生履
修ガイダンスで配布した。

・留学生センター運営委員による履修相談会を設け、学生のニーズと能力
に合わせた履修登録及び単位取得ができるように教育支援体制を整備し
た。

・平成18年度に策定した留学生の生活等支援施策を踏まえ、チューター活
動実施状況の実態把握を目的に、チューター活動経過報告会を実施し、
チューターへの指導・助言を充実させた。また、昨年度作成した留学生
向けのチューター活動の手引き（英語版）の内容をより充実させ、冊子
版「チューター活動の手引き（日本語・英語版）」として作成し、全新
入留学生に配布した。

【61-5】 【61-5】 ・昨年に引き続き、派遣留学希望者の掘り起こしと拡大を目的として、「シ
海外留学を推進するため、協定校 留学情報の提供方法や留学説明会 リーズ留学説明会(全７回）」を開催した。留学説明会では派遣留学に関

を増加させるとともに、海外留学オ 等を見直して改善を行う。 する説明の他、留学経験者による体験発表、官公庁・企業の立場からみ
リエンテーションを実施する。 た留学の意義等について特別講演を行った。また、本年度は留学説明会

特別編としてフランス大使館及びオーストラリア大使館による「フラン
ス留学説明会」、「オーストラリア留学説明会」を開催し、毎回２０名～
３０名程度の参加者を得た。

・留学情報の早期提供を目的として、新入生対象の留学説明会を開催し、
派遣留学の手引きとして作成した「留学のススメ」と題した冊子を全新
入学部学生に配布した。

・英語圏への派遣留学に必須であるTOEFLiBT対策として、「熊本大学TOEFL
講座」を前学期、後学期と２回開催し、前学期２２名、後学期１５名の
参加者を得た。TOEFL講座参加者にはTOEFLiBTの受験を義務づけたが、
スコア９８点が１名、８０点が１名と、スピーキングやライティングを
不得手とする日本人学生には不利と言われているTOEFLiBTで高スコアを
あげる学生がいた他、全学で選考した英語圏への派遣留学生８名全員が
TOEFL講座受講者であったなど、講座の効果が認められた。

【61-6】 【61-6】 ・平成19年度も全学部・研究科からの申請に基づき総額1,500万円の予算
大学院生の国際会議等への参加を 「熊本大学国際奨学事業」により、 を各部局に配分し、各部局独自の計画に基づいた学生対象の国際奨学事

奨励する。 大学院生の国際会議への参加・発表 業を行った。
を推進するとともに、その成果と問 ・「熊本大学国際奨学事業」による海外派遣学生の拡大を図るために昨年
題点を分析する。 度までの配分実績を見直し、国際学会参加等の目的で海外渡航する学生

への奨学金配分額と、海外語学セミナーに参加する学生への奨学金配分
額とを区別した。

・海外語学セミナーに対する熊本大学国際奨学事業として総額５００万円
の予算を確保し、夏期休暇中等に協定校等での語学研修に参加する学生
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（カナダ25名、中国15名、ドイツ21名、オーストラリア９名）に対して
奨学金の配分を行った。

・熊本大学国際奨学事業奨学金により、平成18年度に海外派遣された学生
の報告をまとめた「熊本大学国際奨学事業報告書」を作成配布し、本奨
学金による国際学会への参加を推進した。

・問題点として、派遣された学生自身が英語力の不足を痛感していること
が、熊本大学国際奨学事業報告書より明らかになった。
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熊 本 大 学

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標
② 附属病院に関する目標

中 １）地域社会における中核的医療機関として、国際水準の医療を提供するとともに、医療サービスの質的向上と患者本位の診療体制を構築する。
期 ２）積極的に先端医療の開発と臨床への導入を推進するとともに、優れた医療人を育成するための機能を強化する。
目 ３）経営の効率化を図り、安定した財政基盤を確立する。
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

【62】医療サービスの向上 （平成16～18年度の実施状況概略）

【62-1】 平成15年3月にISO9001の認証取得後、
患者満足度を高めるため、 毎年２回の内部監査を実施している。こ 引き続き、ISO9001及びI

ISO9001 の認証に基づき医 れまで、内部監査員の養成、技術向上に SO15189に基づく点検・改
療の質的向上を図り、かつ、 継続的に取り組むとともに、医療廃棄物 善を推進し、さらに、患者
安全管理体制を点検・改善 の管理・処理の状況等重点項目を設定す 満足度を高め、医療の質の
する。 るなど、効果的な内部監査を実施してき 向上に努める。

た。これらの活動により、監査の結果指 また、ISO9001に代わる
摘される不適合事項、観察事項が着実に 外部認証評価として、日本
減少しており、医療の質の向上及び安全 医療機能評価機構の認証取
管理体制の強化が図られている。 得を目指す。

また、平成18年度には、検査部門にお
けるISO15189の認証を取得し、正確で高
精度の検査データを迅速に提供すること
により、更なる医療サービスの向上に努
めている。

Ⅳ

（平成19年度の実施状況）
【62-1】 【62-1】

検査部門において取得したISO151 平成18年８月に認証取得した検査部門
89（臨床検査室認定）について、新 のISO15189について、取得１年後の更新
中央診療棟の開院に伴う体制整備と サーベイランスの受審及び微生物検査室
併せて、更なる検査精度の向上を図 を認証施設に追加する申請を行い、いず
る。 れも10月３日付けで認定された。

このことにより、本院における臨床検
査は、一次サンプリング(採血)から結果
報告まで、一貫した体制と国際的に保証
された検査データ(トレーサビリティの保
証)を提供することが、確立された。
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【62-2】 （平成16～18年度の実施状況概略）
医療カウンセリング室（仮

称）を設置し、医療行為に 精神神経領域疾患の診療に関し、「ここ
関連したメンタルヘルスを ろの診療科」及び「神経精神科」の２診 地域医療連携センターを
積極的に支援する。 療科体制を充実するとともに（16年度）、 中心として、更なる患者相

「ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ外来」を設置し（18年度）、 談体制の充実を図るととも
医療行為に関連したメンタルヘルスを積 に、保健センターと連携し
極的に支援する体制を構築した。 た教職員・学生に対する医

さらに、地域医療連携センターに「患 療カウンセリング体制を強
者相談窓口」を設け、診療に付随した様 化する。
々な問題に対処している（18年度）。

今後は、患者だけではなく、学生や教
職員を対象とした医療カウンセリングに
ついて、保健センターと連携して検討を

Ⅲ 進めていくこととしている。

【62-2】 （平成19年度の実施状況）
【62-2】

地域医療連携センターを中心とし
た患者相談体制を整備し、平成18年 地域医療連携センター独自の運営委員
度に設置したセカンドオピニオン外 会を設置し、「がん診療センター」と連携
来を充実させる。 した業務や従来は診療委員会で審議して

いた地域医療連携に関する事項を、同委
員会で審議できるよう組織体制を整備し
た。

セカンドオピニオン外来については、
地域医療連携センターに配置の看護師長
及び医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）
により対応し、ＭＳＷの増員を図るなど
相談業務に対応する体制を整備した（平
成19年12月20日現在37件の相談を対応）。
更に、セカンドオピニオンに関するパン
フレットを作成し、「診療のご案内」へ綴
じ込んで地域の医療機関等へ配付した。

また、看護師長、ＭＳＷ及び事務担当
が院内各診療科の医局会議等へ出向き、
セカンドオピニオン外来のＰＲ等を行っ
ている。

【62-3】 （平成16～18年度の実施状況概略）
地域に必要とされる医療

については、不採算部門で 国立大学病院管理会計システムを導入
あっても他の医療機関との し（17年度）、明確な収支分析基準の下、 社会的な問題となってい
連携を図り、その部門の運 戦略的な病院経営に努めるとともに、熊 る救急医療について、24時
営を支援する。 本県の懸案である周産期医療について「周 間受入を可能とする診療体

産母子センター」の設置や、NICU・GCUの 制を構築する。
増床などの施策を推進した。（18年度） また、平成19年度に導入

さらに、「診療助手」制度を構築し、小 したモービルＣＣＵ（ドク
児・精神医療の充実などの社会のニーズ ターカー）の実効的な運用
に応えられるようなマンパワーの確保の 体制を整備する。

Ⅳ 仕組みを構築した。（18年度）
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（平成19年度の実施状況）
【62-3-1】 【62-3-1】

熊本県から要望のあった周産期医 周産母子センターの機能強化のため、
療充実のため、NICUを増床するとと ＮＩＣＵを３床から６床に、ＧＣＵを４
もに、周産母子センターの整備を図 床から６床に増床する工事が完了し、11
る。 月より運用を開始した。更に、周産母子

センターに分娩部の機能を統合させた上
で、新たに「周産期医療」、「新生児医療」、
「生殖医療」の３つの専門領域を設け、
各領域の責任者として副センター長を配
置して、センターの組織・運営体制を整
備した。

【62-3-2】 【62-3-2】

本院の診療に係る人的体制の整備 社会的問題になっている救急医療の充
充実を更に進め、地域から必要とさ 実に向け、夜間等時間外の救急患者の受
れる医療について、具体的な展開計 入れ体制を整備するため、「救急医療体制
画を策定する。 整備検討ＷＧ」を設置し、具体的な人員

確保や組織体制の整備方策を検討し、平
成20年３月にWGの答申を取りまとめ、同
答申に沿って、新年度から救急医療に専
任する医師の配置等、救急医療体制を整
備することにした。

【62-4】 （平成16～18年度の実施状況概略）
平成15年度から平成19年

度に係る熊本県保健医療計 急性期医療体制については、新中央診
画（第４次）を踏まえ、高 療棟にヘリポートを新設するなど設備の 平成18年度までに中期計
度な救急医療を24時間体制 充実等を図り、地域への高度な医療の提 画を達成した。今後継続し
で実施するため、「救命救急 供と救命救急医療の支援を果たすことと て、その確実な実施に努め
センター」の設置を目指す。 している。救命救急センターの設置につ る。

いては、熊本県の現状を勘案し設置を見
送り、近年新たに熊本県から要請のあっ

Ⅲ たがん医療体制の整備・充実に応えるた
め、18年8月に「都道府県がん診療連携拠
点病院」の指定を受け、先進かつ高度な
がん医療の提供を重点的に展開すること
により、地域への貢献を強化していくこ
ととした。

【62-4】 （平成19年度の実施状況）
【62-4】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし



- 111 -

【62-5】 （平成16～18年度の実施状況概略）
附属病院が中心となって、

地域医療における診療録の 「肥後メド」（患者自身が自宅からカル
電子化と共有化を推進する テを閲覧及び他病院から本院のカルテを 熊本県内の地域がん診療
ドルフィンプロジェクトを 閲覧できるサービス）への加入の増加を 拠点病院との間で院内がん
積極的に支援する。 図るとともに、「遠隔画像診断サービス」 登録情報の交換を行うとと

（他の病院で撮影した画像を本院へ転送 もに、電子システムとテレ
し、本院の専門医師が画像診断を行い地 ビ会議を活用して、がん診
域医療に貢献するシステム）の拡大を行 療研修制度の運用支援を行
った（平成17年度3機関、平成18年度4機 う。
関）。また、平成17年4月の個人情報保護 また、X線フィルム情報
法の施行に伴い、「個人情報保護に関する を地域内のモデル病院との
ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ」を作成・配布するとともに、 間で交換できる仕組みの開
研修会を実施するなど、法令に基づいた 発に取り組むとともに、診
体制整備と運用に努めている。 療情報の共有化を図る次期

Ⅲ 地域連携システムの基本構
想について検討する。

（平成19年度の実施状況）
【62-5】 【62-5】

診療録の電子化のため、病院情報 各診療科のカンファレンスで使用する
管理システム更新（リプレース）に 診療記録の入出力システムを、循環器内
併せて、診療録電子入力を行うため 科の診療カンファレンスシステムを基に
の新しい入力・出力インターフェイ 研究・開発を行い、実用化に向けた検証
スの研究・開発を行う。 を行った。

看護業務における看護記録等を、診療
録電子化した際の機能を検証するため、
病棟の一部病院情報システム端末を無線
ＬＡＮに接続し、看護実施入力のオンラ
イン化の試行を行った。

【62-6】 （平成16～18年度の実施状況概略）
医療の質の向上を図るた

め、他大学や他病院との連 看護職員については、「クリニカルラダ
携を図り、全ての医療従事 ー」を導入するとともに、18年度からキ 都道府県がん診療連携拠
者について研修を実施する。 ャリア発達を支援するため「キャリア開 点病院として、医師を対象

発支援マニュアル」を策定した。本院の にした研修事業を展開する
クリニカルラダーのシステムは、九州地 ため、「がん診療専門医プ
区の国立大学病院でも参考にされている。 ログラム（仮称）」を作成

また、本院の看護師以外の職員につい し、熊本県におけるがん診
ても同システムを参考にするほか、本院 療専門医の育成を図る。
以外の医療従事職員について次のような また、看護師のキャリア
研修を実施してきた。 開発支援システムである
・他施設の看護職員研修 「マネジメントラダー」を
・熊本県内の看護師を対象としたがんの 完成させるとともに、がん

専門分野の看護師育成事業の研修及び 専門分野の看護師育成事業
がん看護研修 を実施する。

・他大学と連携した研修及び人事交流
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（平成19年度の実施状況）
【62-6-1】 【62-6-1】

キャリア開発支援システムの整備 看護師のキャリア開発支援システムの
・充実を図る。 整備・充実を図るため、｢教育システム」

の整備と「マネジメントラダー」の作成
を行った。｢教育システム」では、各レベ

Ⅳ ル毎に必修の研修を定め、研修終了後の
３ヶ月後に評価を実施し、合格した者が
ラダーの申請を可能とした。「マネジメン
トラダー」は、看護部にワーキンググル
ープを設置し作成中である。

がん専門分野の看護師育成事業として、
本院のがん認定看護師及びがん専門薬剤
師を講師にして、６月に第１回臨床実務
研修受講生を対象にしたフォローアップ
研修、９月～１１月に第２回臨床実務研
修を開催し、県内のがん診療を行う病院
から14人の看護師が受講した。

【62-6-2】 【62-6-2】

都道府県がん診療連携拠点病院と がん診療センターにおいては、熊本県
して、がん医療従事者を対象とした がん診療連携協議会研修教育部会の活動
研修を実施する。 を通して、臨床腫瘍学会薬物療法専門医

の育成を目指した研修システムの構築を
開始し、各診療科へのアンケート調査、
実習体制整備案の策定等を行なった。本
年度は準備期間として、次年度からの研
修実施に向け、地域がん拠点病院間をオ
ンラインで結んだ、eラーニングシステム
による研修の方法等を検討した。

また、平成20年３月には県内の病院の
医師を対象に、腫瘍内科専門医によるが
ん薬物療法に関する特別講演やがん治療
認定医試験制度関する研修を実施した。

【63】先端医療の開発・導 （平成16～18年度の実施状況概略）
入、医療人育成

（卒前教育）
【63-1】 クリニカルクラークシップ（5年生対
「総合臨床研修センター」 象）、チュートリアル教育（4年生対象）

がコーディネーターとして、 の導入、充実
関 係 学 部 、 院 内 各 診療 科 臨床シミュレーションシ
（部）、地域の臨床教育研修 （卒後研修） ステムワーキンググループ
関連施設等と連携して、次 卒後臨床研修指導書等を作成し、熊大 を中心に、臨床シミュレー
の方策を通して良質な医療 病院群（135施設及び本院）で活用してい ションシステムを活用した
人を育成する。 る。熊大病院群の研修プログラムの点検、 臨床研修プログラムの開発

改善を行い、総合臨床研修センターの支 を推進し、研修プログラム
援により効果的な研修を実施。 を実施する。
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・医療人の教育研修につい （生涯教育等） また、厚生労働省の指針
ては、これら機関や地域の 熊本臨床研修医セミナー、地域医師を に沿った指導医講習会（ワ
関連医療機関等と連携して、 対象とした講習会、熊大病院群臨床研修 ークショップ）を開催する。
卒前教育、卒後研修、生涯 指導医研修ワークショップ、特別講演等
教育学習を推進する。 を開催し、地域医師の生涯学習の機能を

果たしている。

（共通）
安全で良質の医療を提供するため、直

接患者に接する前の各種シミュレータに
よる教育環境基盤を構築し、教育施設と
してスキルスラボ（臨床技能学習施設）
を設置（16年度）した。

さらに、総合臨床研修センターを新中
央診療棟に移転させ、19年度中には、臨
床シミュレーションシステムを導入し、
スキルスラボの機能の格段の充実を図っ
た。

（平成19年度の実施状況）
【63-1-1】 【63-1-1】

スキルスラボの施設の充実を図 医療教育委員会の下に、臨床シミュレ
り、臨床シミュレーションシステム ーションシステムワーキンググループを
を導入した教育プログラムを検討す 設置し、内視鏡操作法や心肺蘇生法など、
る。 臨床シミュレーションシステムを活用し

た医療行為に必要な教育プログラムを検
討した。

また、臨床シミュレーションシステム
の運用にあたって必要な規則等の整備を
行い、平成20年度の運用計画を決定した。

Ⅲ （平成16～18年度の実施状況概略）
・平成16年度から必修化さ
れる医師の卒後臨床研修、 「地域で必要な医師は地域で養成する」
平成18年度からの歯科医師 を基本方針に、県内に9つの医療圏を設定
の卒後臨床研修の必修化へ し、中核病院を基幹病院とした熊本大学 医師臨床研修制度の開始
対応するため、適切な研修 医学部附属病院群（135施設）を構築した ５年後の見直しに即応し
プログラムの管理・運営を （16年度）。 て、卒後臨床研修プログラ
行う。 熊大病院群卒後臨床研修管理委員会及 ムの改定を行う。

び専門委員会において、研修プログラム
の作成、研修医選考試験の実施等の運営
を行うとともに、総合臨床研修センター
が中心となってセミナー、講演会等を開
催し、卒後臨床研修の質の向上を図って
いる。

また、歯科医師の臨床研修プログラム
については、Web上に意見聴取システムを
構築し、研修プログラムの見直しに活用
している。
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（平成19年度の実施状況）
【63-1-2】 【63-1-2】

歯科医師卒後臨床研修について、 歯科医師卒後臨床研修について、研修
研修医、指導医からの意見を聴取し、 医及び指導医から意見聴取を実施した結
必要に応じてプログラムを見直し、 果、特にプログラムを見直す必要性はな
改善を図る。 かったが、インプラント、顎関節疾患、

口唇口蓋裂、歯肉療法等に関する専門的
知識習得の希望があったため、これらの
専門医を招聘して臨床的指導を実施した。

・研修医の研修評価と初期 （平成16～18年度の実施状況概略）
臨床研修修了後のフォロー
（専門診療科への移行、大 看護師やコメディカル及び患者へのア
学院への進学等）を適切に ンケート調査など、研修医に対する多面 初期臨床研修修了後のフ
行う。 的な評価を実施し、研修医の評価に活用 ォローとして、修了時に研

している。 修医による症例発表会を開
また、初期研修終了後のフォローとし 催し、研修の評価を行う。

て情報提供が効果的にできるよう、メー また、本院での３年目以
ルアドレスを入手・管理し、活用してい 降の後期研修に関して、説
る。 明会の開催等を行う。

（平成19年度の実施状況）
【63-1-3】 【63-1-3】

初期研修終了後のフォローとし 平成19年度採用研修医から、初期研修
て、キャリアパスに関したセミナー の終了時に、総合臨床研修センター主催
を開催する。 による臨床研修発表会を実施することを

決定し、発表会で各初期研修医の研修に
おける課題等を把握し、後期研修（専門
研修）でフォローすることにした。

また、６月と10月に初期研修医を対象
とした後期研修説明会を開催した。

【63-2】 （平成16～18年度の実施状況概略）
薬剤部においては、実習

体制の整備を行い、医学部 薬剤部においては、医学部、医学教育
及び薬学部の学生に対して、 部（医科学修士課程）及び薬学部学生に 平成18年度までに中期計
医薬品適正使用推進のため 対する講義や研修医を対象としたセミナ 画を達成した。今後継続し
の教育研修を実践するとと ー、看護部主催の研修会等において、医 て、その確実な実施に努め
もに、病院内の医療従事者 薬品適正使用・安全管理に関する啓発を る。
に対して医薬品の安全管理 行うとともに、卒後実習プログラムの実
に関する啓発活動・支援を Ⅲ 施、卒前実務実習の試行などにより、よ
拡充する。 り効果的で円滑な実習プログラムの構築

を進めている。

【63-2】 （平成19年度の実施状況）
【63-2】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし
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【63-3】 （平成16～18年度の実施状況概略）
感染免疫防御、移植再生

医療、腫瘍医学、遺伝子診 医学薬学研究部・エイズ学研究センタ
断・治療等の附属病院の重 ーが中心となり本学の重点研究として推 新興及び再興感染症の予
点研究領域については、本 進している「新興感染症の治療薬開発、 防・治療に関する本学の共
学研究拠点である発生医学 再興感染症のワクチン開発等に関するプ 同研究プロジェクトを支援
研究センター、エイズ学研 ロジェクトでは、本院の血液内科の満屋 し、予防・治療薬の開発推
究センター、生命資源研究 教授を中心とする研究グループが中心的 進及び臨床応用を目指す。
・支援センターなどとの共 な役割を果たしており、プロテアーゼ阻
同研究プロジェクトに対す 害剤の開発に大きく貢献している。
る支援を図り、臨床応用へ
の導入を推進する。

Ⅳ
（平成19年度の実施状況）

【63-3】 【63-3】

新興及び再興感染症の予防・治療 本院血液内科（満屋教授グループ）は、
に関するプロジェクトを支援し、予 2006年6月に米国でAIDS 症例に対する治
防・治療薬の開発推進及び臨床応用 療剤として認可された darunavir (商品
を目指す。 名Prezista) の本邦での認可に貢献し、

本剤は2007年11月に日本で認可、12月に
発売されることになった。

更に、本学の「エイズ等新興再興難治
性感染症に対する新たな治療法開発をめ
ざした研究教育拠点形成」プロジェクト
の拠点リーダーとして、研究教育拠点形
成及び新規抗ＨＩＶ薬の研究開発を推進
し、本年度に入って、HIV-1のプロテアー
ゼの二量体化阻止剤を世界に先駆けて発
見し、特許の申請を行った。

【63-4】 （平成16～18年度の実施状況概略）
重点研究領域の臨床応用

への導入を推進するため、 先導的なトランスレーショナルリサー
先導的なトランスレーショ チを行うセンターの設置は当面見送り、 平成19年度に策定した
ナルリサーチを行う「先端 先端的な研究を推進し、研究成果を新た 「治験フロンティアセンタ
医療・技術支援センター」 な治療薬の開発と臨床応用に結びつける ー」構想を推進するため、
（仮称）の設置を目指す。 ための組織について検討を行うこととし CRC（治験コーディネータ

た。 ー）養成に係る実習体制及
び治験事務部門の強化等、
治験支援センターの機能充

Ⅲ （平成19年度の実施状況） 実を図る。
【63-4】 【63-4】 また、先端医療支援セン

ターの組織・体制強化を図
新薬開発拠点構想の実現化を図 「治験フロンティアセンター」の構想 り、センターに寄附講座を

り、新薬開発と臨床応用のネットワ については、本院治験支援センターと薬 設置する等、先進的かつ重
ークの核となる治験フロンティアセ 学部が共同で策定した。 点的な研究の臨床応用に取
ンターの構築を目指す。 なお、本構想の母体である治験支援セ り組む。

ンターは、新規の治験への取り組みを積
極的に行い、新薬開発へ継続的に貢献し
ており、新薬開発の拠点としての実績を
積み重ねる努力を行っている。
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【64】経営の効率化 （平成16～18年度の実施状況概略）
【64-1】

各診療科・各部門間の壁 平成16年度から臓器別診療体制に移行
をなくし、臓器別診療体制 するとともに、病院長のリーダーシップ 平成18年度までに中期計
を確立して、病院長のリー を発揮する仕組みとして、各診療科・各 画を達成した。今後継続し
ダーシップの下で、病院職 中央診療施設の助手の定数を病院長裁量 て、その確実な実施に努め
員ポストを流動化し、病院 の配分定数とし、診療ニーズに対応した る。
経営上、効率的な人員配置、 人員配置等に活用した。また、予算面で
予算配分が可能な体制を構 も研究医療費の廃止や病院長裁量経費の
築する。 増額、各診療科等の経営上の貢献度に照

らした予算配分などの新たな仕組みを構
Ⅳ 築した。これらの施策により、外来化学

療法センターの新設やNICUの整備等、新
たな組織構想への対応や上位施設基準の
取得など、院内の様々な改革を推進して
いる。

（平成19年度の実施状況）
【64-1】 【64-1】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし

【64-2】 （平成16～18年度の実施状況概略）
中期目標期間中について、

病床稼働率86％以上を維持、 クリニカルパスの見直し、改善を継続
クリニカルパスを拡充、平 して実施し、平成18年度現在、一般病床 クリニカルパスの充実を
均在院日数を短縮（23日以 について、平均在院日数19日を維持して 図り、一般病床の平均在院
内）し、経営の効率化を図 いる。病床稼働率についても86％以上を 日数１８日以内を維持す
る。 維持している。 る。

（平成19年度の実施状況）
【64-2】 Ⅳ 【64-2】

クリニカルパスの充実を図り、一 定期的にクリニカルパス研究会を開催
般病床の平均在院日数19日以内を維 し（年５回）、新しいパスの周知や作成済
持する。 みパスの成果発表・見直しを実施すると

ともに、クリニカルパスの財務分析窓口
を設置するなど、パスの充実及び共通化
を図った。
これらの活動により、今年度の一般病棟

の平均在院日数は、各月とも、目標の19
日以内を維持することができ、平均で18．
0日となっているほか、入院診療単価の引
き上げにも寄与している。

なお、本年度までに構築したクリニカ
ルパス例は、２５２例を保有することと
なった。



- 117 -

【64-3】 （平成16～18年度の実施状況概略）
附属病院の収入について

は、平成16年度収入予算を 経営戦略委員会において、収支分析及
基礎として、経営改善係数 び増収、支出削減の検討を継続して行い、 平成20年度の経営改善計
２％を乗じた額の増収を図 毎年度経営改善計画を策定し、計画の進 画に基づき、収支目標額の
る。 捗状況を確認して達成に向けた取り組み 達成を目指す。

を強化することにより、毎年度2％増収を 病院収支を分析し、平成
達成している。 21年度経営改善計画を策定

する。

（平成19年度の実施状況）
【64-3】 【64-3】

平成19年度経営改善計画に基づ 平成19年度経営改善計画として「経営
き、収支目標額の達成を目指す。ま 戦略キャッチフレーズの設定と実践」、「自
た、病院収支を分析し、平成20年度 主目標の設定」、「７対１看護体制の整備」
経営改善計画を策定する。 等を掲げ、年度当初に各診療科等の自主

目標（平均在院日数・入院外来患者数・
手術件数）を設定し、収支目標額の達成
を目指した。

７対１看護基準の取得については、看
護師の追加募集の継続と離職防止、引き

Ⅲ 継ぎ時間の短縮、休暇の分散などを行い、
体制の整備を図った。また、３月の経営
戦略委員会で経営改善計画の進捗状況確
認と収支分析を行い、平成２０年度経営
改善についての計画を策定した。

【64-4】 （平成16～18年度の実施状況概略）
附属病院の機能を強化す

るため、東病棟の早期新営 東病棟については平成19年度の概算要
に向けて再開発計画を積極 求新規事項として認められた。この整備 平成18年度までに中期計
的に推進する。 計画は、西病棟・新中央診療棟の新営と 画を達成した。今後継続し

Ⅳ 連動させた、附属病院再開発計画に基づ て、その確実な実施に努め
くものである。 る。

【64-4】 （平成19年度の実施状況）
18年度に実施済みのため、19年度 【64-4】

は年度計画なし

【64-5】 （平成16～18年度の実施状況概略）
附属病院の情報網を整備

し、電子カルテ整備、Ｘ線 情報セキュリティポリシーの策定（16
画像のフィルムレス化及び 年度）、クリニカルパスの充実による診療 導入したX線画像フィル
情報の共有化を図り、病院 行為、診療文書の標準化等、ソフト面の ムレスシステムが、より円
業務の効率化を推進する。 拡充を推進する（17年度）とともに、新 滑に利用されるよう、病院

中央診療棟の開院（18年度）等に伴いフ 情報システム上での情報共
ィルムレス化のための基盤整備を進めて 有化を図る仕組みの開発・
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いる。 充実を行う。

（平成19年度の実施状況）
【64-5-1】 【64-5-1】

病院情報管理システムの更新（リ 平成17年度以降随時電子化可能な診療
プレース）に併せて、診療情報の電 文書を、新規に病院情報システム診療情
子化、共有化の具体策を検討する。 報プラットフォーム内の診療文書機能に

Ⅲ 取り込み、情報共有化のための基盤整備
を進めた。

【64-5-2】 【64-5-2】

Ｘ線画像のフィルムレス化を推進 フィルムレスシステムの導入について
するため、フィルムレスシステムを は、医療情報経営企画部でシステムの選
導入する。 定を行う際、中央放射線部と連携し端末

の見方や配置方法等具体的な仕様の協議
を行い、画像用と病院情報システム用の
２画面構成の情報端末を外来中心に２０
０台導入し、診療の質の向上と診療の迅
速化を進めた。

また、この導入の際、フィルムレス端
末を既存の病院情報システム端末と入れ
替え、病院情報システム端末を病棟に再
配置することにより、病棟での業務の効
率化を図った。

【64-6】 （平成16～18年度の実施状況概略）
臨床検査技師、診療放射

線技師、臨床工学技士等の 共用利用可能な機器の一元管理及び検
診療支援業務の医療技術職 査データの共用運用を行う（16年度）と 平成18年度までに中期計
員については、業務の効率 ともに、平成17年度に臨床検査技術部門 画を達成した。今後継続し
化を推進するため、人員配 と診療放射線技術部門の2部門からなる「医 て、その確実な実施に努め
置を見直し、集中管理する 療技術部」を設置した。また、18年度に る。
管理運営体制を構築する。 はME機器センターを設置し、ME機器及び

臨床工学技士等の医療技術職員を集中化
し、機器の効率的運用及び医療安全の向
上を図った。

【64-6】 （平成19年度の実施状況）
18年度に実施済みのため、19年度 【64-6】

は年度計画なし

ウェイト小計
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熊 本 大 学

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標
③ 附属学校に関する目標

中 １）地域社会における先導的教育機関として、学部・大学院と連携・協力して、児童・生徒の個性を尊重し、能力を向上させるための実践的教
期 育を推進するとともに、地域における教育の質の向上に寄与する。
目 ２）熊本県教育委員会との連携を強化するとともに、学外者の意見を取り入れる制度を確立し、附属学校園の運営体制を充実させる。
標 ３）学部・大学院の教育・研究計画に沿った実践的教育の研究及び実証を行い、質の高い学校教員の養成に寄与する。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

【65】実践的教育の推進 （平成16～18年度の実施状況概略）
【65-1】

学部・大学院と連携し、 教育学部、附属学校園、外部者（附属
社会状況に対応した教育方 学校評議員）で構成する学部・附属連絡
法に改善するとともに、自 協議会を活用し、外部意見を基に教育改 引き続き教育方法の改善
然体験活動教育、ＩＴ教育 善に取り組む体制を整備している。 等に取り組む
等を充実する。 このような体制を活用し、教育方法改

善の取組として、附属中学校における、
集団準拠による学力検査と到達度評価に
よる学力検査の採用（17年度）や、附属
養護学校における、詳細な「個別指導計
画書」に基づく教育の実施（17年度～） （小学校）
などを行った。 保護者等から、「本の読

また、自然体験活動教育では、附属幼 み聞かせボランティア」等
稚園と附属小学校との交流で行う稲作体 の募集を行い、始業前の読
験（毎年度）や、地域環境（立田山、白 書の時間などに活用するこ
川など）を活用した学習などを行うとと とで、児童の豊かな心を育
もに、IT教育では、附属小学校において む。
全国教育工学研究大会における４教科で
のITを活用した授業発表（18年度）など

Ⅲ を行った。
（中学校）

国立教育政策研究所教育
【65-1】 （平成19年度の実施状況） 課程研究センター関係指定

【65-1】 事業研究「数学科」は平成
それぞれの学校種毎に、社会状況 20年度までの継続研究であ

に対応した教育方法に改善し、実践 （附属小学校） る。平成20年度から教育課
する。 学力低下の問題や活用力不足の問題、 程の一部に附属特別支援学

新教育課程への対応を踏まえた研究発表 校との交流を設け，体験活
会を２月に実施した。（参加者は全国から 動等を充実させていく計画
千人以上）その際、教科等分科会の助言 を立案中である。
者に学部教員を招聘した。

（中学校）
国立教育政策研究所教育課程研究セン

ターからの「学力の把握に関する研究指
定校事業の研究指定校」に基づき、技術
・家庭科の評価の研究や、同センター教
育課程研究において「数学科」の指定を
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受け、授業実践を中心に授業研究会が開
催され研修を深めた。学校訪問日、平成1
9年９月14日（数学科）、10月４日（技術
家庭科）。また「国語力向上モデル事業」
は平成16年度から引き続き実施中である。

（特別支援学校）
学部との連携の中で、17年度よりPATH

の技法を使った支援者ミーティングを実
施し、個別の教育支援計画の作成に活用
してきた。本年度は、個別の教育支援計
画の目標を授業づくりにより生かすため、
指導案の形式についても検討を進めてき
た。自然体験活動では、小学部を中心に、
四季折々に立田山散歩、探索等の学習を
取り入れ、自然とのふれあい体験も進め
てきた。

（幼稚園）
主体的な活動や遊びを重視した教育課

程を整備し、実践した。コミュニケーシ
ョン能力の欠如が今日的課題であること
に鑑み、他者とのかかわりを視点として
幼児の学びを育む研究に取り組んできた。

【65-2】 （平成16～18年度の実施状況概略）
地域教育のレベルアップ

を図るため、研究発表会や 附属中学校では、「研究便り」を熊本県
講師派遣等により、公立学 内全小中学校、熊本市内高等学校、全国
校等に対する先導的教育の の国立大学附属学校、教育センター、九
情報提供や助言を行う。 州内教育事務所等に配付した。 引き続き取り組む。

附属養護学校では、「特別支援教育体制
推進事業」のブロックリーダーとして公
立学校の意識改革に取り組んできた。

附属幼稚園では、県内外の多数の幼児
教育関係者の参加を得て幼児教育研究会
を開催した。

この他、各学校で研究発表会を実施し、
毎年度2，000名近くの参加者を得、先導
的教育機関としての役割を果たしている。

（中学校）
耐震工事が終了するの

で、中学校の研究発表会を
【65-2】 （平成19年度の実施状況） 再び再開するとともに、公

【65-2】 立学校等の研究のキーステ
引き続き、先導的教育を推進する ーションとして、研究成果

とともに、研究発表会の開催、講師 （小学校） や先導的な情報提供を積極
派遣、学校視察者の受入れ等を行い、 県下全小学校への研究だよりの発行（年 的に行っていく。また、全
地域における公立学校等に対する先 ３回）、公開授業研究会（年６回）、英語 国大会、九州大会規模の研
導的教育を支援する。 活動の公開授業と授業づくり実践研究会 究会を会場として積極的に

Ⅲ （夏季休業中）、公立学校への講師派遣等 誘致していく。
（33回）、県立教育センターへの講師派遣
（熊本、佐賀、鳥取）を行い、先導的教
育を支援した。
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（中学校）
本年度は，耐震改修のため，研究発表

会は出来なかったが、「授業力アップセミ
ナー」と題し講演会を行い、県下の指導
主事・教員、学生を含め約１００名が参
加した。また日本国語教育研究学会（H19.
6.9実施）、全国学校図書館夏期セミナー
公開授業（H19.8.3実施）、日本死の臨床
研究会公開授業（H19.11.11実施）等全国
規模の研究会等で会場提供や公開授業等
を行い地域貢献を行った。県・市の各大
会においては，本校職員の多数が，事務
局員として大会運営に携わった。

（特別支援学校）
昨年から引き続き「熊本県・熊本市特

別支援教育体制推進事業」のセンター的
役割を担い、本年度は、昨年までの小学
校、中学校に加え、幼稚園、高等学校を
含め支援を進めてきた。この事業にとも
ない、本校での年３回の拠点校会議、各
ブロックでの年３回の研修会へ講師派遣
を行ってきた。また、６月に３日間オー
プンスクールを開催し、２００人を超え
る参加者があった。更には、本校企画の
進路支援フォーラムには、市内の小中学
校、保護者、約８０名の参加があった。

（幼稚園）
公開保育研究会を６月、１０月、２月

の年３回実施し、遠くは関東からの参加
者もあり充実した研究会ができた。国語
教育、造形教育の全国大会に実践発表者
として派遣した。

【65-3】 （平成16～18年度の実施状況概略）
多様な児童・生徒を受け

入れるため、学力、適性能 学部・附属連絡協議会で入学者学力検
力等を総合的な視点で選考 査基本方針の見直しを検討し、以下のよ 平成19年度までに中期計
する方策を検討し、実施す うな改善を行った。 画を達成した。次年度以降
る。 ・附属中学校では、抽選制を廃止し、小 も継続して、その確実な実

学校からの調査書、自己アピール作文、 施に努める。
当日の試験結果等を総合的に判断して
選考を実施した。

・附属養護学校では、受験生の様々な状
況に対応できる入試を導入した。

・附属幼稚園では、県外在住者も応募可
能とし、多様な印字の受入を可能とし
た。

【65-3】 Ⅲ （平成19年度の実施状況）
【65-3】

平成18年度に附属中学校で実施し 平成19年７月24日に開催した「学部・
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た総合的な選考方法について点検す 附属学校連絡協議会」において、平成18
る。 年度に附属中学校で実施した「総合的な

選考方法」について点検し、多様な児童
・生徒の受入方法であることを確認した。

【65-4】 （平成16～18年度の実施状況概略）
社会の動向を踏まえ、１

学級の児童・生徒定員35人 平成17年度から、附属小学校の一部の 今後、これまでの35人学
の実現に向けて検討する。 学年・教科において30人学級を試行して 級の試行結果まとめ、検討

おり、期待された効果が得られた。（17年 案を作成予定である。
度～）

Ⅲ これらの成果・効果を踏まえて、他学
校、他学年への導入を検討する。

【65-4】 （平成19年度の実施状況）
【65-4】

引き続き、35人学級の実現に向け （小学校）
た検討を行う。 本年度２月に算数科で35人学級の試行

を行った。

【66】学校運営の充実 （平成16～18年度の実施状況概略）
【66-1】

学校評議員など学外の意 平成16年度から、学校評議員を加えた
見を活用し、教育体制、支 学部・附属連絡協議会を設け、学外者の 平成18年度までに中期計
援体制に係る具体的方策を 意見を附属学校園における教育、運営の 画を達成した。
検討し、実施する。 改善につなげてきた。具体的には、以下 今後継続して、その確実

の取組を行った。 な実施に努める。
・子どもの体力づくりへの取組（附属小

学校）
Ⅲ ・参観授業に関しての指導法の改善（附

属中学校）
・安全な教育環境への改善（附属養護学

校）
・学校評議員と教職員とのミーティング

の実施や情報提供（附属幼稚園）等

【66-1】 （平成19年度の実施状況）
【66-1】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし

【66-2】 （平成16～18年度の実施状況概略）
資質の高い教員を確保す

るため、熊本県と教員の人 熊本県教育長と附属学校園について、
事交流に関する協定を締結 また、熊本市教育長と附属幼稚園につい 平成18年度までに中期計
し、交流を促進する。 て人事交流協定を締結した。（16年度） 画を達成した。
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この協定に基づき、教員の交流が促進 今後継続して、その確実
された。 な実施に努める。

Ⅲ （平成17年度：転出10名、転入12名
平成18年度：転出13名、転入15名）

【66-2】 （平成19年度の実施状況）
【66-2】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし

【66-3】 （平成16～18年度の実施状況概略）
熊本県教育委員会と連携

し、公立学校の初任者研修、 公立学校等で実施される研修等の助言
10年経験者研修等を充実す 者、講師として教職員を多数派遣した。（1
る。 7、18年度は、小学校54回、中学校48回、

養護学校12回、幼稚園10回）
特に養護学校では、九州地区特別支援

教育研究連盟熊本大会及び全国知的障害
研究協議会熊本大会の中心スタッフとし
て大きな評価を得た。（17年度）

これまでの取組を継続す
る。

（平成19年度の実施状況）
【66-3】 【66-3】

Ⅲ
引き続き、熊本県等との連携を推 （小学校）

進し、公立学校等の研修に関する助 研修等への協力は、「年度計画【６５－
言や講師派遣を行い、また、必要に ２】」に記載。研修場所の提供は、国語科
応じて研修場所の提供等を行う。 や算数科、図画工作科、養護教諭部会等

に行っている。

（中学校） （中学校）
引き続き各教科の事務局員として、全 引き続き熊本県教育委員

国、九州、県の大会運営を行ってきた。 会との連携を密にして、人
また、講師や生徒の派遣場所の提供等を 事交流を図っていく。これ
積極的に行った。「年度計画【65-2】」を からも積極的に各研究大会
参照 の誘致を図る。

（特別支援学校）
県教育委員会事業の特別支援教育セミ

ナーを熊本養護学校、盲学校、熊本聾学
校と連携し、本校が事務局校となり、大
学及び本校施設を活用して開催した。市
内の小学校、中学校、高等学校から２０
０名を超える参加があった。また、日本
教育大学協会特殊教育研究部門合同研究
集会を、本大学施設を活用し、学部と連
携しながら事務局校として開催した。全
国から９９名の参加があった。
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（幼稚園）
県主催の教育課程協議会へ実践発表者

及び助言者として参加した。
県内の幼稚園から初任者の研修を受け

入れた。
園行事に県内の幼児教育関係者の参観

があった。

【67】学部等との連携 （平成16～18年度の実施状況概略）
【67-1】

学部・大学院における教 各附属学校園の教員は、教育学部の教
員養成のカリキュラム改善 育実習委員会に所属し、教育方法とカリ 平成18年度までに中期計
や教育方法の開発を支援す キュラムの改善を支援するため、共同研 画を達成した。
る。 究、情報提供、助言等を行っており、そ 今後継続して、その確実

の成果を「新時代の教員養成カリキュラ な実施に努める。
Ⅳ ム－創造と改善－」としてまとめ、教務

委員会・教育実習委員会合同シンポジウ
ムで公開した。（18年度）

【67-1】 （平成19年度の実施状況）
【67-1】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし

【67-2】 （平成16～18年度の実施状況概略）
教育実習、教育現場の研

究や観察等を充実させると 教育実習の期間だけではなく、学校行
ともに、学部教員と附属学 事や研究発表会への学生の参加や、介護 平成18年度までに中期計
校園の教員が連携し、学生 等体験への学生受入など、各附属学校園 画を達成した。
に対する適切な教育現場を における実習機会の拡充に努めてきた。 今後継続して、その確実
提供する。 また、各附属学校においては、教育実 な実施に努める。

Ⅲ 習委員会の審議結果を職員会議等に報告
し、共通理解を深めるとともに、教育現
場の改善に繋げてきた。

【67-2】 （平成19年度の実施状況）
【67-2】

18年度に実施済みのため、19年度
は年度計画なし

ウェイト小計



- 125 -

熊 本 大 学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

○教育の質の向上に向けた戦略的取組 ○研究の質の向上に向けた戦略的取組

１．本学では、大学院教育の実質化やグローバル化に対応した取組を積 先端的研究の推進とともに、基盤的研究のレベルアップを図るため、
極的に行っている。以下の社会文化科学研究科のeラーニング専門家養 以下の取組を行った。
成、自然科学研究科の特別教育プログラム、薬学教育部の研究者育成
プログラムが、平成19年度の「魅力ある大学院教育」イニシアティブ、 (1) 大学院先導機構において、「拠点形成研究」として位置付け重点的
「大学院教育改革支援プログラム」に採択された。 に研究を推進している、「拠点形成研究Ａ」及び「拠点形成研究Ｂ」

の研究の質と水準の向上のため、外部委員を含めた研究推進会議に
(1) 「ＩＴ時代の教育イノベータ育成プログラム」 おいてヒアリングを行い、その成果の検証と指導を行った。また、

社会文化科学研究科では、グローバル化する教育イノベーション 研究支援経費の見直しを行い、優れた研究を支援する体制を整備し
に貢献できるよう、人材育成における国際連携・産学連携を主導で た。
きるeラーニング専門家を養成するため、eラーニングの特色を活か
して、先端的教育システムの開発・導入を進め、大学院教育の実質 (2) 若手研究者の支援体制として、「若手研究者の自立的環境整備促進
化をさらに推進した。 事業」によるテニュアトラック制度を整備した。本学が整備したテ

ニュアトラック制度は、ヨーロッパのテニュア制度と類似し、若手
(2) 「大学院科学技術教育の全面英語化計画（Graduate School Actio 研究者を任期制で採用するものであり、優秀な若手研究者が自立的

n Scheme for the Internationlization of University Students（G に研究することができるように、スペースと研究資金を重点的に支
RASIUS計画）」 援するものである。この中で、海外からの研究者及び女性研究者が

自然科学研究科では、国際的に活躍できる技術者・研究者の育成 採用されている。
を目的とし、異分野対応能力や実践的能力を涵養し、国際社会での
コミュニケーションに不可欠な英語力の強化を図るため、科学技術 (3) 学校教育法改正に伴い新設された助教について、助教研究支援経
教育の全面英語化を進めて、教育面での国際競争力を強化し、国際 費として全助教に対する研究費を１０万円増額し、講師並みとした
的に魅力のある大学院を目指している。 他、任期付きの助教に対しては、「任期付助教スタートアップ経費」

として、別途年間４０万円を支援する体制を整備した。
(3) 「創薬研究者育成プログラム」

薬学教育部では、平成17年度の魅力ある大学院イニシアティブに (4) グローバルＣＯＥの申請に向けて、「拠点形成研究Ａ」を編成強化
採択され、「ＤＤＳスペシャリスト養成コース」を新設した経験を活 し、全国の競争的研究資金獲得につながる拠点として支援した。
かし、平成19年度には創薬研究センターと連携して、新たにバイオ
ファーマ、メディシナルケミスト養成コースによる、幅広い視野・ (5) 21世紀ＣＯＥ「衝撃エネルギー科学の深化と応用」から派生した、
知識・経験・技術を持った創薬研究者の育成を目指す準備を進めた。 新しい学問領域「バイオエレクトリクス」に特化した新研究センタ

ー（バイオエレクトリクス研究センター）を設置した。このセンタ
２．大学院の国際化を高める取組が、平成19年度「国費外国人留学生（研 ーは、医学・工学・理学が融合した先端研究センターであり、新し

究留学生）の優先配置を行う特別プログラム」に２件採択された。 い研究領域の先導が期待される。
(1) 自然科学研究科の取組

国際性を高めるために、平成19年10月から、国際共同教育プログ (6) 若手研究者がリエゾンラボで研究する制度は、21世紀ＣＯＥ「細
ラム（International Joint Education Program for Science and Te 胞系譜制御研究教育ユニットの構築」で導入したものであるが、こ
chnology（IJEP））を立ち上げ、広く外国人留学生の募集・受け入れ の制度をさらに支援強化するために学長のリーダーシップの下、新
を開始した。 たに研究室の建設を開始した。

(2) 医学教育部の取組 (7) 基盤研究を推進するため、特に科学研究費補助金制度では十分支
大学院教育の国際化を推進する目的で、平成20年度から５カ年に 援されていなかった領域についての基盤研究の推進を図るための制

わたり６名ずつの国費留学生を受け入れる予定であり、これにより 度として、従来の実験系・非実験系の区分を改め、系に関係なく同
日本人大学院生が刺激を受け本教育部の一層の国際化が図られる。 額配分とし、広く研究支援を行う体制を整備した。
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Ⅰ．教育方法の改善 組例を紹介するとともに、本ハンドブックを学外にも公開して、情報
を提供するほか、情報収集機能としても活用するなど、情報の収集及

○ 一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 び提供に取り組んでいる。
「21世紀熊本大学教養教育プログラム」によるカリキュラムを実施

するとともに、例年テーマを定めて「教養教育に関するＦＤ研究会」
を開催している。 Ⅱ．学生支援の充実

また、教養教育実施機構においては、学生による「授業改善のため
のアンケート」結果などを基に、全体会における授業実践報告と24教 １．学習・履修・生活指導等の充実や学生支援体制の改善のための組織
科集団による分科会等、教員が集団的に授業成果を検証し、学生の自 的取組
主学習促進なども含めた、授業改善を図る研修を実施している。 (1) 学生相談室及び保健センターが連携を取りながら、各学部に学習

さらに、次年度からは、教員相互による授業参観を実施することと 相談員や就職・進路指導相談員を、また、各キャンパス（４キャン
している。 パス）に研究・悩み事相談員を配置するなど、様々な相談に対応可

能な体制を整備している。
○ 学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況 なお、成績不良学生や不登校学生等、「こころ」に何らかの悩み・

① 教育単位ごとに継続してＦＤ研修会を開催し、指導方法改善策の 迷いのある学生の早期発見の一助として、履修登録期間終了後に未
検討を行うとともに、全学的な授業改善活動の一環として「大規模 登録リストを作成し、各学部と連携を図りつつ、連絡が取れない学
クラスの教え方のコツ」など、計３件の特別講演・座談会等を実施 生に対しては、学生相談室から文書で保護者へ状況を報告するとと
した。 もに相談に応じている。

② 新任・転任教員研修会及びTA座談会を実施し、新たに作成した教 (2) 全ての学部において、クラス担任やチューター、ＴＡ、教務委員
材をWeb版、「授業改善ハンドブック」（Kumamoto University Teachi 等が、学習指導や生活指導をきめ細かく行っており、学部によって
ng Online （略称 KU：TO）に掲載するとともに、教材のシリーズ化 はさらに、副担任、学生支援員、インストラクター等を設け、小グ
の一環として、それぞれを冊子化した。 ループを担当している。また、法学部、理学部、医学部などでは新

③ 文学部、理学部、工学部及び自然科学研究科における教員相互授 入生合宿研修を行い、学生と教職員との親睦を図っている。その他、
業参観、医学部教育部におけるＦＤワークショップを開催などの組 工学部ではキャンパス内に、「学生支援室」を設け、授業期間中の毎
織的な取組を行っている。 日、昼休み時間及び放課後に、助教以上の全教員が交代で学生の相

④ 自然科学研究科では、国際的に活躍できる技術者・研究者の育成 談に応じている。
を目的として、異分野対応能力の育成、国際社会でのコミュニケー
ション能力の育成のための英語力の教科を図るため、科学技術教育 ２．キャリア教育、就職支援の充実のための組織的取組
の全面英語化計画を推進している。 公募型インターンシップの単位化など、正課の充実に加え、正課外

のキャリア支援体制の充実にも取り組んでいる。新入生歓迎オリエン
○ 学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組 テーション時のミニセミナー、５月キャリアガイダンス、低学年向け

状況 のキャリア啓発冊子の配布から講座開講へと順次、高学年への充実を
本学では、「厳格で一貫した成績評価の方針」を策定するとともに、 図っている。

全授業科目について学生による授業改善のためのアンケートを実施し また、「熊大ビジネス講座」、「キャリアデザインセミナー」、「公募型
手いる。授業担当教員は、アンケート項目の集計結果及び学生の「授 インターンシップガイダンス」などでは学生の主体的取組を指導し、
業改善のための意見」についてコメントを入力し、Web上に公開してい 企画立案力、積極性や協調性、責任感、コミュニケーション力といっ
る。 た、学生の人間力や社会力の醸成も図っている。

なお、文書やWebによるコメント入力方法の周知のほか、当該授業科 平成20年度は卒業生を活用したキャリア講座を予定しており、キャ
目について、Web上に学生のアクセス数・率などを表示する工夫も行い、 リア支援サイト掲載情報があった約200名のうちの一部企業では、OB・
履修学生と授業担当教員（ＦＤ活動を通じた教育単位（教養教育にお OG派遣にも協力的である。
ける教科集団、学部・ 大学院における学科・専攻等）を含む。）の相
互で情報を共有し、成績評価方法等の改善のために組織的に取り組ん ３．課外活動の支援等、学生の厚生補導のための組織的取組
でいる。 (1) 体育会及び文化部会のサークルリーダーと定期的に懇談会を設け、

また、成績評価に関し異義申立制度を確立し、一貫した成績評価シ 学生からの各種要望等を聴取し、改善に努めている。
ステムを構築している。 (2) 学生相談室と保健センター等が連携し心のケア体制の充実を図っ

た。
○ 他大学等での教育内容、教育方法等の取組の情報収集及び学内での ・全学生を対象に疲労蓄積度調査を行った。

情報提供等の状況 ・大江、本荘地区に学生相談室を設置した。
Web版「授業改善ハンドブック」（略称 KU：TO）に、国内外大学及び (3) 黒髪南キャンパスの学生食堂の狭隘化の解消と学生サービスの向

本学における新しい授業方法や改善例等、教育内容、教育方法等の取 上を図るため、熊本大学生活協同組合と調整を行い、平成20年度完
工・オープンを目途に学生食堂の改築計画を取りまとめた。
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Ⅲ．研究活動の推進
用している。また、拠点形成研究を支援するため客員教授等を措置し

１．研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況 ている。
(1) 科学研究費補助金等の外部資金の間接経費等のうちから、「全学的

研究推進経費」を確保（約３億７千万円）し、『全学的研究推進経費
の活用方針』に基づき学長を中心として、研究プロジェクトへの助 Ⅳ．社会連携・地域貢献・国際交流等の推進
成、若手研究者への助成、研究設備の整備、研究支援者の雇用、シ
ンポジウムや出版への助成等、戦略的な取組を行っている。 １．大学等と社会の相互発展を目指し、大学等の特性を活かした社会と

(2) 『熊本大学における学術研究戦略』において、人材・組織戦略、 の連携、地域活性化・地域貢献や地域医療等、社会への貢献のための
研究資金戦略、研究基盤戦略を定め、学長を中心として戦略的な研 組織的取組状況
究の推進を図っている。また、「科学研究費補助金申請・採択増の方 (1) 平成19年４月に熊本都市圏始めとする地域社会の発展と人材の育
針」を定め、科学研究費補助金の申請を全員に義務付ける等、採択 成に寄与するため熊本市と包括的連携協定を締結、平成19年８月に
増への取組を推進している。 は環境保全、地域づくり等に相互に協力するために水俣市と包括的

連携協定を締結した。
２．若手教員、女性教員等に対する支援のための組織的取組状況 (2) 学内における社会貢献・地域貢献の体制として、既存の生涯学習

平成19年度科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備 教育研究センターと政策創造研究センターを統合し、平成19年４月
促進事業」に採択されたことにより、大学院先導機構に若手研究者を に政策創造研究教育センターを設置した。これにより生涯学習と地
特任助教として10名採用し、大学院先導機構へのテニュア・トラック 域課題を双方から捉えることが容易となり、人材育成などの地域の
制の導入がより充実したものとなった。引き続き、資金、スペース等 ニーズに効果的に対応することが可能となった。
の重点配分を行って充実を図っていく。 (3) 熊本大学と熊本市教育委員会の連携推進事業として、①不登校児

平成18年度科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル事業」に本 童のためのユア・フレンド事業、②教員インターンシップ事業、③
学の「地域連携によるキャリアパス環境整備」事業が採択されたのを 教育相談スーパーバイザー事業続及び④学校教育アドバイザー事業
受け、女性研究者が研究業務と育児・介護を両立できるよう人的支援 を継続して実施、平成19年度から新たに⑤熊本大学教育学部と近隣
を行っている。また、男女共同参画コーディネータを配置するととも の黒髪小学校・桜山中学校との連携協力を実施している。
に、「熊本大学男女共同参画推進基本計画」に基づき、各部局における
女性教員採用推進等の検討、講演会やフォーラムの開催等、全学的に ２．産学官連携、知的財産戦略のための体制の整備・推進状況
男女共同参画を推進している。 地域共同研究センターにおける応用研究、インキュベーション施設

における実用化研究、及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（VBL）
３．研究活動の推進のための有効な組織的取組状況 における起業家育成の活性化を図り、効果的に知的財産を創生するた

本学大学院の充実・発展を図り基礎科学と応用科学の有機的連携の めのよりよい組織の整備について検討を行った結果、地域共同研究セ
もと、生命科学、自然科学、人文社会科学及び学際・複合・新領域の ンター、インキュベーション施設、ベンチャー・ビジネス・ラボラト
学問分野において先端的・先導的研究として高い評価を受けている世 リー（VBL）及び知的財産創生推進本部を一体化した組織として「イノ
界最高水準の拠点形成研究等を推進し、それを通じて、新しいＣＯＥ， ベーション推進機構」を平成20年４月に設置することとした。これに
新研究センター新大学院専攻等を創出し、もって大学院における研究 より、知的財産のための人材育成が可能な体制の整備が図られた。ま
教育活動の活性化及び変革発展を先導する目的で、大学院先導機構を た、熊本ＴＬＯとの新たな連携体制として、このイノベーション推進
設置している。 機構内に熊本ＴＬＯの活動拠点を置き、協同して、技術移転活動、産

大学院先導機構において、「拠点形成研究」として位置付け重点的に 学官連携活動、ベンチャー企業の育成及び実用化研究等を推進するた
研究を推進している課題から、平成18年度に大学院自然科学研究科に めの体制の整備が図られた。
「複合新領域科学専攻」を設置、平成19年10月には「バイオエレクト
リクス研究センター」を設置した。また、「細胞系譜制御研究の国際的 ３．国際交流、国際貢献の推進のための組織的取組状況
人材育成ユニット」がグローバルＣＯＥに採択され、研究のさらなる 本学の国際交流に関する基本方針で掲げている「日中韓の東アジア
推進が図られている。 ３か国による国際研究協力」を推進するため、平成17年度の中国・上

海市、平成18年度の韓国・大田広域市に続き、平成19年度は、11月26
４．研究支援体制の充実のための組織的取組状況 日・27日に中国９大学、韓国13大学・機関及び日本15大学の学長・副

非常勤教員（特定事業教員等）及び非常勤研究員（リサーチアソシ 学長等が参加する「第３回環黄海産学官連携大学総（学）長フォーラ
エイト）を制度として設けており、平成19年度科学技術振興調整費「若 ム」を本学が幹事校として熊本市で開催した。それに引き続いて、11
手研究者の自立的研究環境整備促進事業」及び「細胞系譜制御研究の 月29日・30日に本学の教育研究活動を広く社会に公表することを目的
国際的人材育成ユニット」（グローバルＣＯＥ）の採択に伴い有効に活 に「第５回熊本大学熊本フォーラム」を開催した。
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交流協定を結ぶ大学・研究機関は、平成16年３月時点において12カ (2) 附属学校
国19機関の大学間交流協定校及び11カ国30機関の部局間交流協定校の ① 学部、大学院および熊本県公立学校との連携
計20カ国49機関が、平成20年３月時点では17カ国32機関の大学間交流 附属小学校では、「学力低下の問題」に関し、熊本大学教育学部
協定校及び13カ国43機関の部局間交流協定校の計23カ国75機関となり、 及び同教育学研究科の教員・学生・院生との連携を図りながら、
大学間交流協定校については68.4％増、部局間交流協定校については 教材・授業法の研究について研究会を設けて取り組んでいる。
43.3％増、全体として53.0％増となり、本学における国際的活動の活 附属幼稚園では、子どもの豊かな成長のためには幼小中の連携
性化につなげている。 の充実が重要であるという考えから、県下公立学校教諭の参加を

留学生の受入促進の一環として、短期の夏期プログラムを平成19年 得て公開保育研究会を開催している。
度に初めて実施し、中国・韓国・台湾の協定校等から25名の学生に２ 附属特別支援学校では、熊本市教育委員会及び熊本市内の特別
週間のプログラムを提供した。 支援学校と連携して、「特別支援教育セミナー」を開催するなど、

海外からの優秀な学生の獲得を目指して整備した国際大学院特別プ 特別支援教育センター的機能を発揮する取り組みを行っている。
ログラム（自然科学研究科平成19年度開始、医学教育部平成20年度開
始）により、英語による講義・研究・論文指導を通じた学位取得を可
能にした。

また、留学生の受入促進に向けて、新たな留学生宿舎の設置に向け
て検討を開始した。

４．附属病院、附属学校の機能の充実についての状況

(1) 附属病院の機能充実についての状況
① 教育面の機能の充実

平成19年度概算要求で措置された「臨床シュミレーションシス
テム」を活用した教育プログラムの充実を図り、新たに27種類の
プログラムを策定した。

② 診療面の機能の充実
平成19年６月から７：１看護基準適用の看護体制に充実させる

とともに、都道府県がん診療連携拠点病院として、セミナー等の
開催やがん専門医取得推進策策定等、がん医療水準の向上を図る
取組を展開した。

③ 地域貢献等に関する機能の充実
社会的問題や地域の要請等に応えるため、救急医療体制の整備

に着手すると共に、急性冠症候群患者搬送要請に対応するモービ
ルＣＣＵ（ドクターカー）を導入した。
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○ 附属病院について ２．特に、社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊の政策課題等への対
応として顕著な取組

Ⅰ．特記事項
(1) ＮＩＣＵの増床

【平成16～平成18事業年度】 地域からの要望に応え、熊本県の懸案である周産期医療の充実に
向け、本院のNICU及びGCUを増床することとし、具体の改修計画を策

１．一般の病院とは異なる大学病院固有の意義・役割を含め、教育研究 定した。
診療の質の向上や個性の伸長、地域連携や社会貢献の強化、運営の活 (2) 都道府県がん診療連携拠点病院の指定
性化等を目指した特色ある取組 平成18年８月に「都道府県がん診療連携拠点病院」の指定を受け、

熊本県のがん診療体制の整備及びがん医療水準の向上に向けた活動
(1) 教育の質の向上を目指した取組 を展開している。

新卒後臨床研修制度に対応して、複数診療科の研修や選択診療科
設置を工夫するなど、研修プログラムの整備・充実を図り、さらに、 ３．大学病院に関連する制度改正等の動向やその影響、或いは各々の地
後期研修プログラムのガイドブックを400部発行し、研修医、医学部 域における大学病院の位置付けや期待される役割など、病院の置かれ
学生及び協力病院等に配布した。 ている状況や条件等を踏まえた、運営や教育研究診療活動を円滑に進

(2) 研究の推進・個性の伸長を目指した取組 めるための様々な工夫や努力の状況
先端的な治療・診断等の研究開発を支援するため、本院独自に「先

端医療支援経費」制度を設け、18年度は7件の課題に1,400万円を助 (1) 研修医の雇用制度の改善、診療助手制度の構築
成した。 研修医の処遇改善及び採用・退職等の事務手続きの煩雑さ解消の

また、本院の理念の実現及び医療の質向上に寄与する取組を支援 ため、研修医を本院に一括採用し、研修先病院に本院に在職したま
するため、「医療助成金」制度を新設し、看護師等コメディカルにも ま出向する制度を、他大学病院にない本院独自のシステムとして構
公募し、平成18年度は12件の課題に300万円を助成した。 築した。

なお、これらの支援策の効果として、先進医療の申請数が伸びて また、「診療助手」制度を構築し、診療のニーズ等に迅速に対応し
おり、平成18年度に新たに3件が先進医療の承認を受け、平成18年度 て人的体制を整備できるシステムを確立した。
末で合計６件の先進医療を獲得した。

(3) 診療の質の向上を目指した取組 ４．その他、大学病院を取り巻く諸事情（当該大学固有の問題）への対
平成19年1月新中央診療棟が開院し、PET-CT等の先進医療機器及び 応状況等

最新検査システムを導入及び手術室の増設やヘリポートの設置等、
高次救急に対応する体制の強化等を図り、増設した手術室や新規導 (1) 収支改善策（クリニカルパス充実、外来化学療法算定、医療材料
入の最新医療機器をフル活用するため、手術部及び放射線部看護師 費削減等）
を増員した。 安定的な経営基盤の確立及び増収による収支改善を図るため、収

また、病棟看護師の労務環境改善のため、平成17年度に4カ所、平 入増やコスト削減策を企画・実行している。
成18年度に更に４カ所の病棟にクラークを配置した。 中でも、定期的なクリニカルパス研究会や作成したパスの成果発

さらに、平成18年８月に検査部は、全国国立大学病院では３番目 表会を開催し、パスの充実・見直しに取り組み、平均在院日数の短
となるISO15189の認証を取得し、検査部が正確で精度の高い検査デ 縮に成果を上げている。（平成16年度の目標23日が18年度末で既に19
ータを迅速に提供していることが立証された。 日を達成）

(4) 地域連携・社会貢献を強化する取組 さらに、平成18年４月に「外来化学療法センター」を設置し、外
地域医療連携センターに新たにMSW３名を増員し、患者や家族の医 来化学療法加算の算定を開始し、10月から理学療法士等を増員して、

療相談や苦情等の対応はもとより、地域医療機関と連携した転院・ 脳疾患リハビリの上位施設基準の算定を開始した。
退院・在宅療養等の支援体制も強化した。 医療材料についても、平成17年10月に「医療材料費削減プロジェ

また、「都道府県がん診療連携拠点病院」として、地域医療機関の クト」を立ち上げ、直接メーカーとの交渉、同等低価格品への変更
医師等を対象に、熊本県下のがん医療水準の向上を図るためのフォ 等の医療材料費削減に取り組み、18年度には年間1億円の削減を達成
ーラムやセミナーを開催した。（18年度：５回実施） した。

(5) 運営の活性化を目指した取組
医療技術職員の研修・教育等を組織的に行い、職員のスキルアッ

プや効率的な人員配置を可能にするため、「医療技術部」を、平成18
年４月に設置した。

また、平成19年1月に「ME機器センター」を設置し、臨床工学技士
等の医療技術職員を集中させるとともに、医療機器の集中管理を行
い、機器の効率的な運用と医療安全の向上を図った。
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【平成19事業年度】 さらに、病院所属の教員の選考方法について、医療のニーズに対
応した人材をスピーディーに選考できるように選考方法を見直すと

１．一般の病院とは異なる大学病院固有の意義・役割を含め、教育研究 ともに、病院の最高責任者である病院長の選考方法について、病院
診療の質の向上や個性の伸長、地域連携や社会貢献の強化、運営の活 の意志がより反映されるような見直し案を策定した。
性化等を目指した特色ある取組

２．特に、社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊の政策課題等への対
(1) 教育の質の向上を目指した取組 応として顕著な取組

平成19年度概算で措置された臨床シミュレーションシステムが導
入され、同システムを活用した教育プログラムの検討をワーキング (1) モービルＣＣＵの設置
グループで行い、８つの医療分野について２７種類のプログラムを 地域医療機関からの緊急の急性冠症候群患者搬送要請に対応する
策定した。 ため、平成19年12月にモービルCCU（ドクターカー）を導入した。

また、研修医を対象に「急性腹症」、「意識障害」、「胸痛」等の具 (2) 救急医療体制の整備
体的症例の対処法をレクチャーするセミナーを開催した。（平成19年 救急患者を断らず24時間受入れを可能とする体制に整備するため、
度３回実施） 体制整備案を検討するＷＧを設置し、具体的な救急医療に従事する

(2) 研究の推進・個性の伸長を目指した取組 人員確保や救急部機能を充実させる策を、ＷＧ答申としてまとめ、
本院独自の「先端医療支援経費」制度による、先端的な治療・診 同答申に沿った体制整備に着手した。

断等の開発に関する研究支援により、「ﾘｱﾙﾀｲﾑPCR法を用いたEBｳｲﾙｽ
感染症の迅速診断」が厚生労働省の先進医療に承認され、平成19年 ３．大学病院に関連する制度改正等の動向やその影響、或いは各々の地
度末で本院の先進医療承認獲得件数は７件となった。 域における大学病院の位置付けや期待される役割など、病院の置かれ

「先端医療支援センター」に、寄附講座「不整脈先端医療講座」 ている状況や条件等を踏まえた、運営や教育研究診療活動を円滑に進
を平成19年度から５年間設置し、重症不整脈分野に関する先端的研 めるための様々な工夫や努力の状況
究を行い、頻脈性不整脈の新しい治療法の開発を目指している。

また、平成20年度から５年間、新たな寄附講座「心血管治療先端 (1) 医薬品及び医療機器に関する医療安全管理体制整備
医療講座」及び「機能神経外科先端医療講座」を設置することを決 平成19年4月の医療法改正に基づき、本院の医薬品及び医療機器の
定し、治療が困難な冠動脈疾患及び脳腫瘍や脳血管障害等の機能神 安全使用と管理体制を整備するため、責任体制の明確化と関連規則
経外科分野の先端的研究・治療法の開発を実施する予定である。 の制定及び業務手順等を整備した。

(3) 診療の質の向上を目指した取組
質の高い手厚い看護を提供するため、大幅な看護師の増員に努力 ４．その他、大学病院を取り巻く諸事情（当該大学固有の問題）への対

した結果、平成19年６月から７対１看護基準に移行した。また、看 応状況等
護師の労務環境改善及び医療安全管理の向上を図るため、看護師の
２クールによる２交代制勤務を試行し、平成20年度中の導入を目指 (1) 効率的な病床運用
している。 午前退院・午後入院を原則化し、空床の共通利用を推進するため

さらに、看護部では、PS（患者満足度向上）推進活動を展開して の体制整備を図り、診療科の要望と活動状況に応じた病床配分の見
おり、PS推進プロジェクトチームを組織及び各部署に推進リーダー 直しを行った。
を配置し、あいさつ、身だしなみ等、具体的な患者対応マニュアル (2) 東病棟の新営構想に係るセンター化
を策定するとともに、適切な行動をビデオに編集し、各部署に貸し 平成19年度概算で措置された東病棟の建築構想においては、患者
出して共通認識を図った。 を中心に疾患（症例）に対応した効率的な診療体制を構築すること

(4) 地域連携・社会貢献を強化する取組 とし、生活習慣病に対応した「糖尿病センター」や「脳卒中センタ
「都道府県がん診療連携拠点病院」として、県内のがん医療水準 ー」等のセンター化構想を組み込み、具体的な病棟配置体制を検討

の向上を図るため、臨床腫瘍学会の専門医を育成する研修システム している。
を構築した。

また、熊本県からの委託を受け、平成19年度から「がん対策特別
推進事業」を実施し、県内の各地域がん拠点病院をITネットワーク
で接続するシステムを構築した。

(5) 運営の活性化を目指した取組
病院運営を効率化を図る観点から、病院の基幹会議の見直しを行

い、会議の機能を明確化し審議内容を特化した。また、同時に委員
会体制の見直しも行い、廃止した委員会が９、整理統合した委員会
が１２となった。
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２．共通事項に係る取組状況
(5) 医療技術部の他大学と連携した研修及び人事交流による他大学派

【平成16～平成18事業年度】 遣
医療技術職員のスキルアップを図るため、他大学と連携した院外

１．質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上の 研修を実施した。また、人事交流により他大学に職員を派遣し、ス
ために必要な取組。（教育・研究面の観点） キルアップ及びモチベーションの向上を図っている。

(6) 熊本県がん診療連携拠点病院としてがんに関する教育研修事業
○教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況 平成18年８月24日に都道府県がん診療連携拠点病院に指定された

ことにより、がん診療連携協議会を設置するとともに、協議会の下
「教育に関する事項」 に「研修教育」「情報連携」「がん登録」「医療機器」「緩和ケア」の

(1) 研修医に対する研修環境の整備 ５つの部会を設置し、教育研修事業としては、がんに関するセミナ
平成19年１月に開院した新中央診療棟に総合臨床研修センターを ー等を開催した。

移転し、研修医専用の学習室、男女別ロッカー室やシャワー・仮眠 また、熊本県からの委託を受け、「熊本県専門分野（がん）におけ
室等を備え、快適な研修医生活が送れるよう、アメニティーの整備 る質の高い看護師育成事業」を実施した。
・充実を図った。

「研究に関する事項」
「研究に関する事項」 (1) 院内医療助成金制度の構築による看護師等コメディカルを含めた

(1) 新興再興感染症の治療薬開発等プロジェクトの支援 研究支援
「新興再興感染症の治療薬開発・ワクチン開発等プロジェクト」 本院独自の「医療助成金」制度を18年度に新たに設け、看護部の

に、本院の血液内科グループが中心的な役割を担っており、開発研 ＰＳ研修活動、医療技術部の放射線治療における補助具の開発、栄
究の成果として、プロテアーゼ阻害剤の開発に成功し、2006年６月 養管理室のＮＳＴ活動等１２件の取組に助成した。
に米国FDAの認可を得て臨床に供されることになった。 (2) 高度先進医療及び先進医療の研究開発の取組状況（申請・承認件

(2) 先端医療支援経費による病院独自の先端医療研究支援体制 数、研究開発中等）及び先進医療倫理分科会の活動状況
先端的な治療・診断等の研究・開発を支援し、研究成果を先進医 平成18年度における先進医療の申請５件中３件が厚生労働省に承

療の承認につなげることを目指して、本院独自に「先端医療支援経 認され、本院の承認件数は６件となった。
費」制度を設け、平成18度は、画像診断を駆使した治療法開発やメ また、先進医療倫理分科会は毎月１回開催し、平成18年度におけ
タボリックシンドロームの治療に焦点をあてた研究など、７件の課 る先進医療承認申請件数は７３件あり、その内７０件が承認された。
題に合計１千４百万円の研究費を助成した。

○教育や研究の質を向上するための取組状況 ○医療人教育の取組状況
（教育研修プログラムの整備・実施状況、高度先端医療の研究・開発

状況等） (1) 臨床カンファレンス制度の設置及び活動状況
本院及び大学院医学薬学研究部等の職員、大学院医学教育部及び

「教育に関する事項」 医学部学生を対象として、症例検討を通じて幅広い考察力と行動力
(1) 新医師卒後臨床研修制度に対応した研修プログラムの整備充実 を高めることを目指した「臨床カンファレンス」制度を構築し、12

内科研修では、１月単位で複数の診療科の研修を可能とし、全て 月と２月の２回カンファレンスを開催した。
の研修プログラムで選択科の研修を最後に行うように工夫するなど、 (2) 地域医療人の教育研修（実習生、研修生、研修登録医等の受入れ）
研修プログラムの改善・整備を図った。 地域医療の発展に寄与するべく、研修登録医、研修生及び受託実習

(2) 後期臨床研修プログラムの開発、実施 生等の受入れや、本院の「がん化学療法」及び「ホスピスケア」の
後期研修説明会を２回開催した。更に、後期研修プログラムのガ 認定看護師が出向き、がん看護や緩和ケア等の専門的な看護方法に

イドブックを400部発行し、プログラムの効果的な実施を図った。 ついて研修会を実施した。
(3) 臨床研修指導医等の質の向上に係るワークショップ等の開催

臨床研修指導医のスキルアップを図るため、本院及び協力病院の
指導医を対象に、研修プログラムの企画や評価方法等に関するワー ２．質の高い医療の提供のために必要な取組。（診療面の観点）
クショップを８月19日・20日に開催し、３９名の参加者があった。

また、ＢＬＳ（心肺蘇生）講習会を２月18日・３月21日に行い、 ○医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況を含む）
研修医は延べ４１名が参加した。

(4) 看護部のクリニカルラダー等による教育システム (1) 「診療助手」制度の構築、小児科、ＮＩＣＵ、麻酔科、精神病棟
看護部のキャリア開発支援として、クリニカルラダーにより各個 等の医療職員の増員

人の能力別にレベルに応じた教育・研修を行う教育システムを構築 新たに「診療助手」制度を構築し、本院の診療に係る人的体制の
した。
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強化を図るシステムを確立した。また、小児科、ＮＩＣＵ、精神病棟 ○患者サービスの改善・充実に向けた取組状況
等に医師を始め看護師、臨床心理士等の医療職員を増員し、当直体制
の強化を図るなど医療提供体制を整備した。 (1) ＩＳＯ９００１に基づく医療サービスの向上

(2) 看護師の増員（新中央診療棟の開院に伴う、手術室等への増員） ＩＳＯ9001に基づく内部監査の結果、品質マネージメントシステ
中央診療棟の開院に伴い、手術部に７名、放射線部に３名の看護 ムが有効に機能して、医療サービスの向上が図られていることを確

師を増員し、先進的な医療を安全・迅速に提供する体制を整備した。 認した。
(3) 病棟クラークの導入 (2) ＩＳＯ１５１８９に基づく迅速で正確な検査データの提供等医療

病棟クラークを平成18年2月から４箇所導入し、プロジェクトによ サービスの向上
る企画、進捗状況確認及び評価と企画改善見直しを繰り返した結果、 本院検査部では、平成18年8月にＩＳＯ15189の認証を取得した。
超過勤務時間の削減等業務の改善・効率化において、大きな成果が (3) セカンドオピニオン外来の設置
確認された。 平成18年11月にセカンドオピニオン外来を新設し、患者や家族の

(4) 新中央診療棟の開院（ＭＲＩ、ＰＥＴ－ＣＴ、手術室増設、ヘリ 医療行為に係る不安や悩み等を解消するシステムを構築した。
ポート設置等） (4) 検査知外来の設置

平成19年１月９日の新中央診療棟開院に伴い、中央放射線部では、 臨床検査の内容や、その意味などに関して気軽に相談できる「検
マルチＣＴスキャン、医療用リニアック、ＭＲＩ、ＰＥＴ－ＣＴ等 査知外来」を設置し、平成19年４月から患者や一般の人へ附属病院
の先進医療機器を導入し、中央検査部では、生化学・免疫血清分析 の臨床検査専門医の立場からコンサルテーションを行う。
システム、総合生理機能検査システム等の検査機器の導入、中央手 (5) 患者相談窓口の充実（地域医療連携センター整備、ＭＳＷ増員）
術部では、手術室の増設（11室を13室に増）及び高度先進医療を行 平成18年度にＭＳＷ３名を採用し、医療相談、がん相談、転院相
うための医療器材の充実を図り、救急部では、搬送患者システム、 談や在宅医療相談等の対応を行っており、窓口だけでなく病棟に出
救急診断システム、救急外来支援システム等が導入され、更に、屋 向いての対応も可能になった。
上ヘリポートを設置した。 (6) 看護部のＰＳ研修活動

ＰＳ（患者様が知らないうちに満足する行動）を推進するため、
○医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況 ＰＳ推進プロジェクトチームを立ち上げ、各部署に３１名のＰＳ推

進リーダーを配置した。
(1) 個人情報保護に関する研修、マニュアル作成 (7) ＮＳＴによる活動

個人情報保護に関する研修を、新規採用研修医や他の新規採用職 ＮＳＴ（栄養サポートチーム）の活動として、入院患者の栄養状
員に対して実施している。また、個人情報保護管理者以上の職員に 態に対する注意を喚起し、更に、毎週火曜日に低栄養状態の患者の
は、学外から講師を招き研修を受講させている。 カンファレンスを行うとともに病棟ラウンドを行い、治療効果を高

(2) 医療安全管理部による院内ラウンド等 める活動を推進している。
「医療安全管理に関する院内巡視実施要項」を平成18年11月に制 (8) 不妊外来相談の実施

定し、全診療科を巡視して、改善実施結果の確認及び医療安全の確 不妊看護認定看護師による、不妊に悩む個人又はカップルに対す
保を目指している。 るカウンセリングを開始した。

また、看護部では、医療事故防止対策として新人研修の強化とマ (9) 設備ハード面の整備（ﾍﾞｰｶﾘｰｼｮｯﾌﾟ、多目的トイレ改修、西側出口、
ニュアルを整備し、全部署に配布の上周知徹底した。 ヘリポート、検査待ち時間の表示等）、立体駐車場計画の策定

(3) 感染対策室のＩＣＴ活動 設備ハード面においては、「ベーカリーカフェ」を設置し、老朽化
感染対策室のＩＣＴ活動は、主に院内感染に係る防止策策定、感 した外来棟東側トイレを、衛生面、機能面を強化した多目的トイレ

染サーベイランス強化、ＩＣＴによる病棟ラウンド、ＡＰＩＣ外部 として改修した。
評価の改善の対応等を行っている。 また、「検査待ち時間表示板」を設置し、病院構内の車両混雑を解

ＩＣＴによる病棟ラウンドは、２週に１回実施しており、感染対 消するため、新たに西側に出口専用門の設置及び遠方からの救急患
策マニュアルの遵守状況のチェック及び病棟での感染対策に関する 者受入ができるようヘリポートを設置した。
問題解決の支援を実施している。 更に、慢性的な駐車場不足に対処するため立体駐車場計画を策定

(4) 医療コンプライアンスを踏まえた医療安全管理対策等の実施 した。
医療安全に関する講習会を外部から講師を招き年に５回開催した。

診療録の記載については、診療情報管理士及び診療報酬指導室が院 ○がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況
内を巡回してチェックシートに基づき点検した。また、「診療録記載
の注意事項」を作成し、診療録作成時に活用するよう周知した。 (1) 周産期医療の充実ＮＩＣＵ、ＧＣＵの増床

地域から要望が強い周産期医療の充実に向け、ＮＩＣＵを３床か
ら６床に、ＧＣＵを４床から６床に増床する改修計画を策定した。

また、周産母子センターの専任教員の増員を、19年度病院組織設
置構想事項として要求した。
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(2) がん診療センターの設置及び都道府県がん診療連携拠点病院の指 外部の方からも解りやすい名称にするため、「放射線診断科」を「画
定に基づく活動（がんフォーラム等） 像診断治療科」に、「理学療法部」を「リハビリテーション部」に、

平成18年６月にがん診療センターを設置するなど本院の体制整備 「輸血部」を「輸血・細胞治療部」に名称を変更し、病院の組織体
を図り、同センターを中心に地域医療機関と連携した取組みの強化 制を整備した。
を図ることに重点を置き、熊本県がん診療連携協議会を設置し、熊
本県のがん診療体制の整備について検討を行った結果、２回の「熊 ○外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況
本がん治療フォーラム」、３月には３回の講演会を開催し、県下のが
ん治療水準の向上を図った。 (1) ＩＳＯ９００１に基づく医療サービスの向上

また、本院にがん登録システムを導入し、がん登録専任の診療情 ＩＳＯ9001（品質マネジメントシステム）に基づく、認証継続審
報管理士３名を配置し、８月より院内がん登録を開始した。 査及び内部監査をそれぞれ年２回実施し、ＩＳＯ9001による品質マ

(3) ＣＣＵ整備の検討（ドクターカー含む） ネージメントシステムが有効に機能して、医療の質の向上及び安全
熊本県においては、循環器疾患の熊本市近郊への集中化が見られ、 管理体制が強化されていることが確認できた。

ドクターカーでの搬送の要請が強く、これに対応するためにモービ (2) 検査部のＩＳＯ１５１８９の認証取得
ルＣＣＵの配置・運用の検討を開始した。 本院検査部門では平成18年8月にＩＳＯ15189の認証を取得した。

また、平成22年度開院予定の東病棟計画において、ＣＣＵ４床へ (3) 国立大学病院間の相互チェック結果を踏まえた改善への取組
の増床と隣接階での心臓血管外科との連携によるハイケアユニット 医師の医療安全研修会への参加を呼びかけるとともに、研修受講
の整備計画を行っているところである。 の義務化、未受講者へのビデオ視聴等による受講促進などの対策を

講じ、医師の研修会出席率が向上した。
○広報・イベント活動状況 （平成17年度医師338名参加 → 平成18年度医師635名の参加）

(1) ホームページの改善・充実 ○経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況
受診案内、診療施設・設備及び診療内容の紹介など、随時、ホー

ムページに情報を掲載するとともに、ホームページの整備・改善及 (1) 経営戦略委員会で経営基本戦略を策定、病院長ヒアリングの実施
び内容充実に努めている。 ６月の経営戦略委員会で、18年度の経営基本戦略を策定し、８月

(2) 診療案内、リーフレット等の発行 ～９月にかけ病院長ヒアリングを実施し、各診療科ごとの目標達成
各診療科及び診療施設等の特色、診療内容・領域、先端的な研究 状況の確認の上、達成に向けた取り組みと新たな経営改善への企画

の状況等を網羅した冊子「診療のご案内」を発行し、県内の全医療 案の調査を行った。
機関等2,000カ所に配布した。 (2) 経営改善行動計画の策定による収支目標額の達成に向けた取組

(3) 各種イベントの取組（コンサート、クリスマス等） ６月の経営戦略委員会で、18年度の経営改善行動計画に基づく経
入院患者等を対象に、コンサートや小児患者向けのキャラクター 営基本戦略が了承された。12月の経営戦略委員会では18年度の収支

ショーを開催した。 分析内容の報告が行われ、２月までに新たな経営改善への取り組み
また、敬老の日やクリスマスには、病院長自らが入院患者にプレ について検討を行った。

ゼントを手渡した。更に、入退院棟エントランスで、クリスマスシ (3) 職種別の人事戦略の策定（７：１看護、新中央診療棟の機能充実
ーズンにはイルミネーションを点灯し、本院のイメージアップにも 等）
つながった。 12月６日経営戦略委員会において、以下の４項目の人事戦略の必

要性を承認した。
・看護体制（７対１）の体制整備

３．継続的・安定的な病院経営のために必要な取組 ・がん診療連携拠点病院の機能強化
・新中央診療棟新設による機能充実と安全管理

○管理運営体制の整備状況 ・医療プロセスの改善策
(4) 新中央診療棟開院に伴う手術部機能強化「運用改善プロジェクト」

(1) 医療技術部の設置、ＭＥ機器センターの設置 の設置
研修・実習等の教育及び効率的な人員配置を可能にするため、臨 手術室の増設及び医療機器の充実等、手術部の体制が整備拡充さ

床検査技術部門と診療放射線技術部門の２部門からなる「医療技術 れるため、経営戦略委員会の下に「中央手術部運用改善プロジェク
部」を平成18年４月に設置した。 ト」を設置することとした。

また、平成19年１月にはＭＥ機器センターを設置し、臨床工学技 (5) ＨＯＭＡＳを活用した経営分析及び経営戦略の策定
士等の医療技術職員をセンターに集中させ、ＭＥ機器を集中管理す 12月の経営戦略委員会で、ＨＯＭＡＳの部門別・診療科別原価計
ることにより、機器の効率的な運用及び医療安全の向上が図られた。 算を活用し、各診療科単位での経営改善の取組を確認していく資料

(2) 診療科等名称変更（画像診断治療科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部、輸血細胞治 として、今後病院長ヒアリング等で利用していくことが確認された。
療部）

診療活動の実態や診療内容に整合した名称にすること及び患者等
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○収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況） (3) 地域医療機関・行政機関等への専門的知見の提供（有識者として
委員等への参画等）

(1) クリニカルパスの充実による在院日数の短縮 社会保険診療報酬審査会、熊本県社会福祉協議会、熊本県特定疾
定期的にクリニカルパス研究会を開催し、パスの共通化を図った。 患対策協議会などの委員等に就任し（18年度延べ２３件）、専門的な

(2) 外来化学療法センターの設置 知見を提供することにより、地域への貢献を果たしている。
平成18年４月より外来化学療法センターの稼働を開始し、外来化

学療法加算の算定を開始した。
(3) 脳疾患リハビリテーションの上位施設基準算定 【平成19事業年度】

平成18年10月１日より理学療法士、作業療法士を増員し、脳疾患
リハビリテーションの上位施設基準の算定を開始した。 １．質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上の

(4) 栄養管理実施加算、救急医療管理加算の算定 ために必要な取組。（教育・研究面の観点）
栄養サポートチーム（ＮＳＴ）と栄養管理室との連携により栄養

管理体制を強化し、また、救急医療の実施状況連絡体制の整備を図 ○教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況
り、加算による増収を図った。

(5) がん診療連携拠点病院指定に伴う紹介患者増及びがん拠点病院加 「教育に関する事項」
算の算定

これまで以上に紹介患者が増加し、紹介されたがん患者の入院に (1) 研修医の雇用制度の見直し（在籍出向制度）
伴う、がん診療連携拠点病院加算も増加している。 研修医を本院に一括採用し、研修先病院へ本院に在籍したまま出

(6) 病床再編による稼働率のアップ 向する制度を、他の大学病院にはない熊本大学病院独自のシステム
疾患群に対応した外科と内科の連携推進及び診療実績や待ち患者 として平成19年度から実施した。この改善策により、研修医の処遇

状況に応じた病床数の配置を目的とした病床再編を行ったことによ 改善及び事務手続きの簡素化が図られ、研修医の満足度が向上した。
り、年末・年始を除いて、平均で９０％に近い稼働率を確保した。 (2) 臨床シミュレーションシステムの稼働に向けた準備

(7) 医療材料削減プロジェクトの立上げ（材料費、委託契約の見直し 医療教育委員会の下に臨床シミュレーションシステムワーキング
等） グループを設置し、臨床シミュレーションシステムを活用した、医

平成17年10月に「医療材料費削減プロジェクト」を発足させ検討 療行為に必要な教育プログラムの検討を行い、８つの医療分野につ
を開始した。削減効果としては、プロジェクトの目標である「短期 いて２７種類のプログラムを策定するとともに、プログラムの運用
的な効果」で「年間１億円削減」が達成された。 にあたって必要な規則等の整備も行った。

(8) 省エネ対策による光熱費削減
省エネルギーの推進に資するため「本荘地区省エネルギー対策委 「研究に関する事項」

員会」を発足させた。更に、各部署から省エネルギー推進員を選出
し、説明会を開き周知及び協力を依頼している。 (1) 先端医療支援経費による病院独自の先端医療研究支援体制

行動としては、空調設備の抑制、エアコン設定温度の抑制、使用 先端的な治療・診断等の研究・開発を支援し、研究成果を先進医
しない部屋や昼休みの消灯などにより節約に努めている。 療の承認に結びつけることを目指して、本院独自に「先端医療支援

(9) 後発医薬品の導入（経費削減等の単年度の実績） 経費」制度を設け、病院長裁量経費により、研究費を配分している。
後発医薬品は、平成16年度以降５０品目を採用している。 平成19年度は、９件の申請があり、研究の将来性・独創性・有効

性等を考慮して選考された結果、「高齢者における心アミロイドーシ
○地域連携強化に向けた取組状況 スの実体解明と新たな治療法の開発」など、７件の課題に合計1,350

万円の研究費を助成した。
(1) 地域医療連携センターの整備・充実（ＭＳＷ増員等） また、この取組の成果として、「リアルタイムＰＣＲ法を用いたＥ

地域医療連携センターにメディカルソーシャルワーカーを配置し Ｂウイルス感染症の迅速診断」が新たに厚生労働省の先進医療の承
たことにより、患者満足度が高まるとともに、平均在院日数の短縮 認を受け、平成19年度末で本院の先進医療承認件数は７件となった。
化が図られた。

(2) がん診療連携拠点病院として地域と連携した取組（がん登録事業、 ○ 教育や研究の質を向上するための取組状況
緩和ケアの推進、地域医療人への教育研修事業） （教育研修プログラムの整備・実施状況、高度先端医療の研究・開

熊本県及び県内の地域がん診療連携拠点病院のがん登録担当者と 発状況等）
の協力体制を構築し、県内の院内がん登録を推進している。

また、県内の地域がん診療連携拠点病院を訪問し、院内がん登録 「教育に関する事項」
実施状況の確認及び院内がん登録の実務に関する助言を行った。

更に、地域医療人への教育・研修として、２回の「熊本がん治療 (1) 熊本県がん診療連携拠点病院としてのがんに関する教育研修事業
フォーラム」、３月には３回の講演会を開催し、熊本県下のがん治療 がん診療連携拠点病院としての教育研修事業は、研修教育部会が
水準の向上を図った。 中心となり活動しており、平成19年度にはがん診療に関するセミナ
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ー等を実施した。 また、平成20年度から５年間、新たに寄附講座「心血管治療先端
具体的には、年２回（10月18日「コメディカルに関するセミナー、 医療講座」及び「機能神経外科先端医療講座」を設置することを決

72名参加、3月14日「医師に関するセミナー」）を開催した。 定し、治療が困難な冠動脈疾患及び脳血管障害分野の先端的な研究
また、「日本がん治療認定機構」の施設認定・承認に関して、平成 ・治療法の開発を実施することにしている。

19年度に、がん診療センター長を含め、本院のがん関連診療科の複
数名の医師が、暫定教育医として承認され、本院は同機構の研修施 ○医療人教育の取組状況
設として認定を受け、第１回「がん治療認定試験」にも複数名の合
格者を輩出した。 (1) 地域連携型高度医療人の養成構想の企画

更に、薬剤部では、研修教育部会と連携し、「日本病院薬剤師会・ 地域医療の充実と効果的な臨床研修による医療人の育成を目指し、
がん専門薬剤師研修認定施設」として、平成20年度の教育研修プロ 隣接県の大学病院と連携して、お互いの人的資源の有効活用を図り
グラムの策定に着手するとともに、当院薬剤師１名が、がん薬物療 つつ、総合診療能力を身に付けるキャリアパスを支援する仕組みを
法認定薬剤師の認定資格を取得した。 企画・検討し、「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」へ申請す

(2) 看護部のクリニカルラダー等による教育システムの整備 る準備に着手した。
看護師のキャリア開発支援システムの整備・充実を図るため、｢教

育システム」の整備と「マネジメントラダー」の作成を行った。｢教
育システム」では、各レベル毎に必修の研修を定め、研修終了後の ２．質の高い医療の提供のために必要な取組。（診療面の観点）
３ヶ月後に評価を実施し、合格した者がラダーの申請を可能とする
システムを確立した。「マネジメントラダー」は、看護部にワーキン ○医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む）
ググループを設置し、具体のマネジメント法を作成中である。

また、がん専門分野の看護師育成事業として、本院のがん認定看 (1) 周産期医療機能強化のための体制整備
護師及びがん専門薬剤師を講師にして、６月に第１回臨床実務研修 周産母子センターの機能強化を図るため、ＮＩＣＵ及びＧＣＵを
受講生を対象にしたフォローアップ研修、９月～１１月に第２回臨 増床し、分娩部の機能を統合させた上で、「周産期医療」「新生児医
床実務研修を開催し、県内のがん診療を行う病院から１４人の看護 療」「生殖医療」の３つの専門領域を設け、各専門領域が連携したチ
師が受講した。 ーム医療を展開することにより、ハイリスクの分娩から出産後の新

(3) 研修医セミナーの実施 生児管理までをトータルで行う体制を整備した。
本院の理念である「患者本位の優れた医療人の育成」に貢献する また、それぞれの領域の責任者として副センター長を配置し、周

ために、研修医を対象に「急性腹症」「意識障害」「胸痛」等の具体 産母子センターの運営・責任体制を明確にした。
的症例の対処法をレクチャーするセミナーを開催した。平成19年度 (2) セカンドオピニオン外来の体制整備
は３回開催し、平成20年度からは年６回開催する予定である。 平成18年度に設置したセカンドオピニオン外来に、メディカルソ

また、歯科医師卒後臨床研修について、研修医及び指導医から要 ーシャルワーカー（ＭＳＷ）の増員を図り、患者相談対応体制を整
望が高かった専門的知識を習得するため、専門医を招聘しての臨床 備した。（平成20年１月末現在で42件の相談に対応）
的指導を実施した。 また、セカンドオピニオン外来に関するパンフレットを作成し、

地域医療機関に配布するなど、制度の周知・PRを行っている。
「研究に関する事項」 (3) 診療録電子化の推進、フイルムレスシステムの整備充実

看護業務の診療録電子化を推進するため、電子化の機能検証を行
(1) 新興・再興感染症の予防・治療薬の開発 い、一部病棟の病院情報システム端末を無線ＬＡＮに接続し、看護

本院「血液内科(満屋教授グループ）」が中心となり研究・開発し 実施入力オンライン化の試行を行った。
た、AIDS症例に対する治療剤の darunavir (商品名Prezista)は、平 また、中央放射線部と連携してフイルムレスシステムの導入を推
成18年６月に米国で認可されたが、本邦での認可に向け、同教授グ 進し、画像用と病院情報システム用の２画面構成の情報端末を、外
ループで改善・向上を図った結果、平成19年11月に日本で認可され 来を中心に２００台導入し、診療の質の向上と迅速化を進めた。
た。 更に、フイルムレスシステム端末と入れ替えた病院情報システム

また、本学の「エイズ等新興再興難治性感染症に対する新たな治 端末を病棟に再配置し、病棟の業務の効率化を図った。
療法開発を目指した研究教育拠点形成」プロジェクトの拠点リーダ (4) 看護師の増員
ーとして、研究教育拠点形成及び新規抗ＨＩＶ薬の研究開発を推進 地域の中核的医療機関として、質の高い手厚い看護の提供を行う
し、今年度に入って、HIV-1のプロテアーゼの二量体化阻止剤を世界 べく、大幅な看護師の増員を図り、６月から７対１の看護基準へ移
に先駆けて発見し、特許の申請を行った。 行した。

(2) 寄附講座の設置 (5) 看護師の２交替制勤務の試行
本院「先端医療支援センター」に、寄附講座「不整脈先端医療講 病棟看護師の労務環境の改善及び医療安全対策の充実を図るため、

座」を平成19年度から５年間設置し、重症不整脈分野に関する先端 ３の病棟について、２クール間の２交替制勤務の試行を実施し、平
的研究を実施し、頻脈性不整脈の新しい治療法の開発を目指してい 成20年度からの導入を目指している。
る。
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(6) 東病棟のセンター化構想 ビデオ化し、各部署に貸し出して医療職員間の共通認識を図った。
東病棟の新営工事は、西病棟、新中央診療棟と連動させ、世界的 また、各部署のＰＳ活動報告会を年３回開催し、活動の共有化を

視野に立った高度かつ先進的医療の提供を目指すものであり、平成 図り、活動の展開を推進した。
19年度概算要求新規事項として措置された。

東病棟の建築構想には、患者を中心にした疾患（症例）に対応す ○がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況
る、効率的な診療体制を構築することとし、生活習慣病等に対応し
た、糖尿病センター・脳卒中センター等のセンター化構想を組み込 (1) がん拠点病院、がん対策特別事業関連の取組
み、具体的な体制の検討を進めている。 がん診療センターが中心となり、臨床腫瘍学会薬物療法専門医の

育成を目指した研修システムの構築を開始し、各診療科へのアンケ
○医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況 ート調査、実習体制整備案の策定等を行なった。平成19年度は準備

期間として、これらの体制整備案の実現化を目指し、次年度の４月
(1) 医薬品と医療機器に関する医療安全管理体制整備 より研修を開始することにしている。

平成19年4月の医療法の改正に基づき、医薬品及び医療機器の安全 また、熊本県からの委託を受け、平成19年度より「がん対策推進
使用と管理体制の整備が求められたことから、責任者の配置等安全 特別事業」を実施し、各地域がん診療連携拠点病院間をITネットー
管理体制を整備するとともに、医薬品と医療機器の安全管理実施要 ワークで接続する「地域がん診療連携拠点病院間VPNシステム」を構
領等を制定し、医薬品の安全使用に関する業務手順書及び医療機器 築した。今後は、このネットワークを利用して、がん診療従事者の
の保守点検計画書を整備した。 研修、各病院の院内がん登録の推進、患者情報の発信・収集及び地

(2) 感染対策の整備・充実 域連携パスの作成・運用を行う予定である。
新規採用者だけでなく全医療従事者に対してHBｓ抗原抗体検査を (2) エイズ治療の中核拠点病院の指定に基づく取組

実施するとともに、年２回の麻疹等の抗体価検査を実施した。 これまでのエイズ治療に関する実績等を基盤に、良質で適切な医
平成19年4月の医療法改正に伴う医療安全体制の強化策に基づき、 療を提供するため、熊本県からの要請に基づき、平成19年７月に「エ

院内感染対策研修会を、職員だけでなく外部委託業者にも実施した。 イズ治療の中核拠点病院」の選定を受け、地域医療機関との連携体
（年３回実施） 制の構築、県内のエイズ医療水準の向上及びＨＩＶ感染防止対策の

周知等に積極的に取り組んでいる。
○患者サービスの改善・充実に向けた取組状況 (3) ＮＩＣＵ増床の完成・診療開始

熊本県から要望があった周産期医療の充実のため、ＮＩＣＵを３
(1) 設備ハード面の整備（立体駐車場建設、トイレ改修、トイレナー 床から６床に、ＧＣＵを４床から６床に増床し、11月から運用を開

スコールの一元警報化改修、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）改修、 始した。
中央採血室・採尿室移転改修） また、増床に合わせて、周産母子センターの機能強化も行い、ハ

設備ハード面においては、慢性的な駐車場不足に対処するため立 イリスクな分娩から新生児の管理まで、トータルで診療する体制に
体駐車場の建設、設備等が老朽化した外来棟西側トイレを、衛生面、 整備した。
機能面を強化したトイレに改修、また、一部のトイレナースコール (4) モービルＣＣＵ（ドクターカー）の導入
が現場のみの警報発信となっていたため、24時間対応の防災センタ 県内の循環器疾患の集中化により、地域医療機関から緊急の急性
ーで監視並びに一元管理できるシステムに改修した。その他に、ハ 冠症候群の患者搬送について、ドクターカーでの搬送要請が高いた
イレベルの新生児医療を実施するため、ＮＩＣＵを３床から６床に め、平成19年12月モービルＣＣＵ（ドクターカー）を導入し、運行
増床し、また、狭隘で設備等が老朽化した中央採血室・採尿室を、 要領の制定等実施体制を整備させ、平成20年1月から運行を開始した。
アメニティに配慮した中央採血室・採尿室に移転改修した。 (5) 救急医療体制整備の検討

(2) 敷地内全面禁煙 社会的問題となっている救急医療体制を整備するため、検討ＷＧ
本院では、これまで分煙方式による禁煙対策を推進してきたが、 を設置し、救急患者を断らない、24時間受け付ける体制の整備を目

喫煙所付近での受動喫煙は避けられず、患者の健康を守るべき病院 指し、具体的な人員確保策や救急部機能の充実策を策定し病院長に
としての使命から、平成19年12月1日より病院敷地内を全面禁煙とし 答申後、同答申に沿って救急医療に専任する医師の採用等、救急体
た。 制整備に着手した。

敷地内禁煙化を、教職員、患者やその家族等の来院者に対する周 なお、平成19年1月に設置した中央診療棟ヘリポートについては、
知徹底及び広報活動を行うとともに、事務職員による院内パトロー 月に２件程度と、当初の予想を超える利用があり、救急患者の受け
ルでの喫煙者に対する注意・喚起や、定期的な吸い殻拾いなどを実 入れを積極的に行っている。
施した。

(3) ＰＳ研修活動 ○広報・イベント活動の実施状況
ＰＳ（患者満足度向上）推進のため、昨年度に引き続きＰＳ推進

プロジェクトを立ち上げ、各部署にＰＳ推進リーダーを配置した。 (1) ホームページの改善・充実
具体的なＰＳ活動として、部門間の連携、あいさつ、身だしなみ、 脳ドック、乳がん検診の開設による受診案内、新中央診療棟の施
電話応対、死後の処置ケア等の行動計画をまとめ、適切な行動等を 設・設備及び診療内容の紹介、都道府県がん診療連携拠点病院とし
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ての各種取組活動（がんに関するセミナーや講演会の開催等）や人 (3) 組織評価（自己評価）の実施とアニュアルレポートの発行
材募集、施設全面禁煙の取組など随時、ホームページに情報を掲載 法人評価（暫定評価）や認証評価に向け、本院の活動状況を把握
するとともに、ホームページの内容充実に努めている。 し、客観的に改善点や優れた点を判断するため、「管理運営」や「診

(2) 活動実績報告書（年報）及び診療マニュアルの発行 療」など独自に評価項目を設定して自己評価を実施し、評価結果を
本院の診療活動実績をまとめた「アニュアルレポート（年報）」を 自己評価書にまとめた。

発行し、地域医療機関等に配布した。また、外来化学療法センター また、本院の活動状況や診療の特長などを総括的にまとめ、「アニ
では、「外来化学療法に関する有害事象対応マニュアル」を発行し、 ュアルレポート（年報）」を発行した。レポートは、自己評価の根拠
地域医療機関に配布した。 資料とするとともに、今後の活動展開の幅を広げるヒントに活用し、

(3) 各種イベントの取組(夏祭り、クリスマス等) 更に、来年度の法人評価における資料として活用することにしてい
これまでイベント等の企画がなかった夏季において、入院中の子 る。

供たち向けの「ちっちゃな夏祭り」を今年度から始めた。また、敬
老の日やクリスマスには、入院患者に病院長自らがプレゼントを手 ○経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況確認
渡して、病院長を身近な存在に感じられるように配慮したことによ
り、患者から大変好評を得た。 (1) 平成19年度経営改善策の策定と病院長ラウンドを実施

更に、クリスマスシーズンには、入退院棟前の多目的広場の木々 平成19年３月の経営戦略委員会で19年度の経営基本戦略を策定し、
にイルミネーションを点灯させ、季節感のあるイベントを行った。 ７月の同委員会で重点取組事項をを策定した。また、例年10月から

翌２月にかけて、診療科長を対象にして実施していた病院長ヒアリ
ングに変えて、病院長が直接各診療現場に出向き、病棟医長・看護

３．継続的・安定的な病院経営のために必要な取組（運営面の観点） 師長等と意見交換をする病院長ラウンドを実施し、自主目標の達成
状況、ＨＯＭＡＳを活用した部門別原価計算を利用した損益状況や

○管理運営体制の整備状況 収益性、活動・効率性、生産性の状況について診療科別の確認を行
い、改善事項についての確認が行われた。

(1) 管理運営体制及び委員会体制の見直し (2) 経営協議会における病院経営に関する検討
病院運営の効率化や職員の業務負担軽減の観点から、三つの基幹 １月に行われた、外部委員を含む熊本大学経営協議会において、

会議体「運営企画会議」「運営審議会」「科長会議」の機能を明確に 平成19年度及び第一期中期計画期間中の収支状況や病院を取り巻く
して、審議内容を特化させた。 環境の状況を報告するとともに、現在の病院における取り組み状況

また、同様の観点に基づき委員会等の見直しを行った結果、廃止 について議論された。
した委員会が９、整理・統合した委員会が１２となった。

(2) 病院の位置付け（病院長選考方法）見直しの策定 ○収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況）
大学における病院の位置付けの見直しについて、病院の独自性を

尊重しつつ、診療・教育・研究という大きな使命を果たすため、ま (1) 入院基本料の７対１看護基準の取得
ず、改革の第一歩として、病院運営の舵取り役である病院長の選考 ７対１看護体制で必要な看護師確保のため、積極的な追加募集の
方法を見直すこととし、検討ワーキンググループを設置して、病院 継続と離職防止への対策、引き継ぎ時間や会議時間の短縮及び外来
構成員の意向がより反映される形での病院長選考を行えるよう、選 クラークの配置による看護師の病棟への配置換えを行うことにより、
考方法見直し案を策定した。 ６月から継続して基準を満たすことが可能となり、増収を図った。

(2) 効率的な病床運用の改善と病床稼働率の向上
○外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況 効率的な病床運用を図るために、入院患者の午前中退院、午後入

院を原則とし、空床病床の共通利用を推進するための体制を見直す
(1) 検査部のＩＳＯ15189に係る認証施設の拡充と継続審査 とともに、診療科の要望と活動状況に即した病床配分の見直しを行

平成18年8月に取得した検査部のＩＳＯ15189について、取得後１ い、病床稼働率の更なる向上への改善を行った。
年の更新審査及び微生物検査室の認証施設追加申請を行い、10月３ また、短期間で効率的な医療を提供するために、適正な外泊管理
日付けで認定された。 を推進し、病床運用の改善を図った。

このことにより、本院の臨床検査は、一次サンプリングから結果 (3) 院外処方箋発行率の向上：医療費購入費削減
報告まで、一貫した体制と国際的に保証された検査データを提供す 医療費抑制・医薬分業推進のために、「原則院外処方」の徹底を図
ることが確立した。 り、院外処方箋発行率９０％以上となるよう、病院長ラウンドにお

(2) 日本医療機能評価機構の認証取得に向けた検討 いて各診療科個別に確認を行い推進した。
本院の外部認証評価機関を見直し、従来のＩＳＯ9001から日本医 (4) ＮＩＣＵ及びＧＣＵの増床

療機能評価機構の認証を、平成20年度中の取得を目指すこととした。 周産母子センターの機能強化のため、ＮＩＣＵを３床から６床に、
認証取得の実施体制の整備を検討し、推進室並びに部会・推進員 ＧＣＵを４床から６床に増床し、11月より運用を開始した。これに

の設置等、病院全体で取り組む体制を構築した。 より、周産母子センターの整備が図られるとともに、新生児特定集
中治療室管理料の算定件数増となった。
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(5) ＤＰＣ算定状況の再確認 (10) クリニカルパスの整備及び在院日数の短縮
各診療科のＤＰＣ算定状況と出来高試算のデータを比較検証し、 定期的にクリニカルパス研究会を開催（年５回）し、新しいパス

コーディングの検証や、患者別に投薬・注射・検査、画像などの包 の周知や作成済みパスの成果発表・見直しを実施したり、クリニカ
括に含まれる算定内容の多過の傾向をグラフにより診療科ごとに提 ルパスの財務分析窓口を設置するなどパスの充実及び共通化を図っ
示し、診療内容の効率化に向けた取り組みを開始した。更に、退院 た。
時と月末に、これらのデータに基づいた内容確認を行うこととし、 これらの活動により、今年度の一般病棟の平均在院日数は、各月
診療報酬請求精度の向上を図った。 とも、目標の19日以内を維持することができ、平均で18.0日となっ

(6) 医療材料採用時の値引きルールの制定 ている。
医療材料審査委員会（Ｈ19年9月28日開催）において、10月から新 なお、本年度までに構築したクリニカルパス例は、２５２例を保

規（緊急採用含む）申請については、採用条件として一定の値引き 有することとなった。
率（12％）を課すこととする医療材料費の経費削減方策を策定した。
その結果、11月開催の同委員会申請分について、年換算削減効果を ○地域連携強化に向けた取組状況
試算したところ、1,038千円であった。

今後、同委員会開催数（年６回）を考慮すると、十分な削減効果 (1) 地域医療連携センターの整備（ハード面含む）
が期待できる。（参考：従前の平均値引率 特定保険医療材料 8.8％） 地域医療連携センターでは、患者相談業務や地域医療機関との調

(7) 医療材料のデッドストック対策、診療科へ材料検討依頼 整等の増加、特に「がん診療センター」と連携した業務の増加に伴
医療材料の採用時については、上記のルールを制定し、既存材料 い、患者のプライバシー等に配慮したアメニティの改善を図り、相

の削減手段として以下の取り組みを行った。 談業務を円滑に進めるための事務周辺設備を充実するため、地域医
医療材料の在庫を管理している物流管理システムにより、平成20 療連携センターとがん診療センターを、旧リハビリ室跡を改修整備

年１月から不動在庫（１年間使用実績なし）の調査を実施し、各診 して移転させた。
療科へ在庫管理の意識付けを促した。 また、ＭＳＷを増員するなど、患者相談支援体制の強化を図り、

また、病院長ラウンドを活用し、各診療科で消費量の多い医療材 更に、地域医療連携センター運営委員会を新たに設置し、地域連携
料の資料を提供し、診療部門からも値引き交渉（医療材料の見直し に関する事項は同委員会で審議できるよう運営体制を整備し、地域
を含む）を協力要請した。その結果、縫合糸外の価格交渉等による 医療連携センターを本院の地域連携施策の統括的な組織として明確
平成19年度内の経費削減効果は、平成20年１月末現在で3,603千円で にした。
あった。 以上の取組に関して、地域医療連携センターを整備・充実した状

(8) 省エネ対策による光熱費削減 況及び業務内容等についてのパンフレットを作成し、地域医療機関
平成19年度は、平成19年１月に新中央診療棟が開院、同時に付帯 に配布してＰＲを行っている。

の大型機械設備も本格稼働したため、６月に契約電力を変更（4,000
Kw→ 5,100Kw）した。この変更に伴い、基本料金の負担増、設備充
実等による使用量の増加が確実に見込まれるため、平成19年度第１
回本荘地区省エネルギー対策委員会（平成19年5月24日開催）にて「省 ○ 附属学校について
エネパトロール」を行うことが決定した。

本荘北地区の診療関連棟以外の部署（医学薬学研究部基礎・臨床 【平成16～18事業年度】
研究棟を含む）の省エネ状況を、省エネ推進員（教員）と事務部職 実践的教育の推進を目指して、教育学部・教育学研究科と附属学校
員の２名一組で７月から８月にかけてパトロールを実施し、「空調温 園が連携し、自然体験活動教育やＩＴ教育に取り組んだ。
度の適正設定」、「職員不在の部屋の空調off」、「空調使用時のドア開 また、先導的教育の実践に努め、研究発表会の開催や公立学校等に
放厳禁」等を注意喚起した。 おける研修への講師派遣等を行うなど、地域教育のレベルアップに貢

(9) 後発医薬品の導入（経費削減等の単年度の実績） 献した。
後発医薬品は、平成20年１月末現在１３０品目を採用している。
その内、平成19年度採用後発医薬品は１６品目であり、平成19年 【平成19事業年度】

度に採用された後発医薬品による経費削減効果（既採用品からの切 子供のコミュニケーション能力の向上、学力低下への対応、授業の
り替えによる削減額）は、14,757千円（見込額）となる。 よりよい在り方に関して、附属独自にまた教育学部と連携して研究し、

この効果は、平成19年12月から抗がん剤を後発品へ切り替えた成 その成果を大規模な研究会等で発信した。また、LDやADHDの心理的疑
果が大きく、今後も病院として後発品の採用については関連診療科 似体験を取り入れるなど工夫を凝らしたセミナーを開き、特別支援教
の理解を得ながら推進していくことにしている。 育に対する一般的理解を浸透させた。
（参考：平成18年度採用後発医薬品数及び経費削減効果１１品目

2,897千円）
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熊 本 大 学

Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
４１億円 ４１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等に 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等に 該当なし

より緊急に必要となる対策費として借り入れるこ より緊急に必要となる対策費として借り入れるこ
とも想定される。 とも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴
期借入に伴い、本学病院の敷地及び建物について、担 期借入に伴い、本学病院の敷地及び建物について、担 い、本学病院の敷地及び建物について、担保に供した。
保に供す。 保に供す。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の 決算において、剰余金が発生した場合は、教育研究 教育研究の環境改善を図った。
質の向上及び組織運営の改善に充てる。 の質の向上及び組織運営の改善に充てる。



- 140 -

白 紙 ペ ー ジ
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熊 本 大 学

Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

・（医病）中央診 総額 施設整備費補助金 ・（医病）中央診 総額 施設整備費補助金 ・(医病)病棟Ⅱ期 総額 施設整備費補助金
療棟 １１，３７９ （１，７６９） 療棟 ３，７０６ （２，６４３） ・（医病)基幹・環 ３，００２ （ ２，００７）

・（医病）基幹・ 船舶建造費補助金 ・（医病）基幹・ 船舶建造費補助金 境設備 船舶建造費補助金
環境設備 （ ０） 環境設備 （ ０） ・小規模改修 （ ０）

・小規模改修 長期借入金 ・小規模改修 長期借入金 ・病院特別医療機 長期借入金
・災害復旧工事 （９，６１０） ・病院特別医療機 （１，００５） 械（再開発設備） （ ９３７）
・病院特別医療機 国立大学財務・経 械（再開発設備） 国立大学財務・経 ・(本荘)発生医学 国立大学財務・経

械（再開発設備） 営センター施設費 ・（本荘）発生医 営センター施設費 研究センター施 営センター施設費
・（本荘）発生医 交付金 学研究センター 交付金 設整備事業 交付金

学研究センター （ ０） 施設整備事業 （ ５８） (PFI) （ ５８）
施設整備事業 (PFI) ・(黒髪南)工学部
（PFI） ・（黒髪南）工学 他校舎改修施設

部他校舎改修施 整備等事業
設整備等事業 （PFI）

（PFI） ・(京町他)耐震対
策事業

・(本荘他)耐震対
策事業

（注１） 金額については見込みであり、中期目標を達成 （注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況
するために必要な業務の実施状況等を勘案した施 等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘
設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設 案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得
備の改修等が追加されることもある。 る。

（注２） 小規模改修について17年度以降は、16年度同額
として試算していンター施設費交付金、長期借入
金については、事業の進展等により所る。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建
造費補助金、国立大学財務・経営セ要額の変動が
予想されるため、具体的な額については、各事業
年度の予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
・病棟Ⅱ期：計画と同額で実施済。事業は、継続中。 ・(京町他)耐震対策事業：昨年度補正予算。全額を本年度に繰越。計画額と同額で実施済。
・基幹・環境整備：計画より減額。実施済。 ・(本荘他)耐震対策事業：昨年度補正予算。全額を本年度に繰越。一部を来年度へ繰越。
・小規模改修：計画額と同額で実施済。
・病院特別医療機械：計画額と同額で実施済。
・発生医学研究ｾﾝﾀｰ施設整備事業(PFI事業13-3)：計画額と同額で実施済。
・工学部他校舎改修施設整備等事業(PFI事業14-3)：計画額と同額で実施済。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○人事に関する方針
１）中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を行う １ 中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を行うと 『｢Ⅰ業務運営の効率化 ３人事の適正化に関する

とともに、新規事業等の実施に対応した教職員の計画 ともに、新規事業等の実施に対応した教職員の計画的・ 目標｣ P２５ 参照』
的・効率的な配置を行う。 効率的な配置を行う。

２）教員の流動性を向上させるため、各教育研究組織に ２ 教員の流動性を向上させるため、各教育研究組織にお 『｢Ⅰ業務運営の効率化 ３人事の適正化に関する
おいて任期制を検討し、任期制が有効なものについて いて任期制を検討し、任期制が有効なものについては、 目標｣ P２８ 参照』
は導入する。 導入する。

３）事務職員等の質の向上及び組織の活性化を図るた ３ 事務職員等の質の向上及び組織の活性化を図るため、 『｢Ⅰ業務運営の効率化 ３人事の適正化に関する
め、他機関との人事交流を行うとともに、研修制度を 他機関との人事交流を行うとともに研修制度を充実す 目標｣ P３０，３１ 参照』
充実する。 る。
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○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） （％）

文学部 総合人間学科 １６５ １７６ １０６．６７
歴史学科 １４５ １６４ １１３．１０
文学科 ２１５ ２５４ １１８．１４
コミュニケーション情報学科 ９０ １０５ １１６．６７
人間科学科 ２５ ４１ １６４．００
地域科学科 ４０ ５９ １４７．５０
学部共通（３年次編入） ２０ ※(２２) １１０．００

教育学部 小学校教員養成課程 ４４０ ４８６ １１０．４５
中学校教員養成課程 ２８０ ３２７ １１６．７９
特別支援学校教員養成課程 ２０ ２１ １０５．００
養護教諭養成課程 １２０ １３８ １１５．００
地域共生社会課程 ８０ ９４ １１７．５０
生涯スポーツ福祉課程 １６０ １７０ １０６．２５
養護学校教員養成課程 ６０ ７４ １２３．３３
特別教科(看護)教員養成課程 ４

法学部 法学科 ８４０ ８９５ １０６．５５
公共政策学科 ４９
学部共通（３年次編入） ２０ ※(２０) １００．００

理学部 理学科 ７６０ ７８７ １０３．５５
数理科学科 １６
物理科学科 ９
物質化学科 １２
地球科学科 ２
生物科学科 ４
環境理学科 ６

医学部 医学科 ６００ ６１７ １０２．８３
保健学科 ５７６ ６１６ １０６．９４
学部共通（３年次編入） ３２ ※(３２) １００．００

薬学部 薬学科 １１０ １１６ １０５．４５
創薬・生命薬科学科 ７０ ７５ １０７．１４
薬科学科 １８０ １９９ １１０．５６

工学部 物質生命化学科 ３３２ ３７９ １１４．１６
マテリアル工学科 ９２ １００ １０８．７０
機械システム工学科 １９４ １９９ １０２．５８
社会環境工学科 １４２ １４９ １０４．９３
建築学科 １１２ １２０ １０７．１４
情報電気電子工学科 ３０６ ３１９ １０４．２５
数理工学科 ２０ ２５ １２５．００
環境システム工学科 ２７２ ３２７ １２０．２２
知能生産システム工学科 ３０８ ４１８ １３５．７１
電気システム工学科 １７２ ２５３ １４７．０９
数理情報システム工学科 １５６ ２２７ １４５．５１
学部共通（３年次編入） ６０ ※(１１６) １９３．３３

学士課程 計 ７２１４ ７９３０ １０９．９３
収容定員のない学生を含む ８０３２

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

文学研究科（修士課程）
人間科学専攻 １４ １８ １２８．５７
地域科学専攻 ２０ ２１ １０５．００
歴史学専攻 ２０ １６ ８０．００
言語文学専攻 ３０ ２９ ９６．６７

教育学研究科（修士課程）
学校教育専攻 １０ ２３ ２３０．００
障害児教育専攻 １０ １４ １４０．００
教科教育専攻 ６８ ６１ ８９．７１
養護教育専攻 ６ ７ １１６．６７

法学研究科（修士課程）
法学公共政策学専攻 ４５ ４３ ９５．５６
法学専攻 １

社会文化科学研究科（修士課程）
教授システム学専攻 ２０ ３４ １７０．００

自然科学研究科（博士前期課程）
理学専攻 ２００ １６７ ８３．５０
複合新領域科学専攻 ２４ ２２ ９１．６７
物質生命化学専攻 ８６ １１３ １３１．４０
マテリアル工学専攻 ５０ ６０ １２０．００
機械システム工学専攻 １１４ １２４ １０８．７７
情報電気電子工学専攻 １６２ ２００ １２３．４６
社会環境工学専攻 ７６ １００ １３１．５８
建築学専攻 ７２ ７３ １０１．３９
物質科学専攻 ４
材料システム専攻 １
数理科学・情報システム専攻 ２
電気システム専攻 １
自然システム専攻 １
環境土木工学専攻 ３

医学教育部（修士課程）
医科学専攻 ４０ ３７ ９２．５０

薬学教育部（博士前期課程）
分子機能薬学専攻 ８４ ７６ ９０．４８
生命薬科学専攻 ５４ ７１ １３１．４８

修士課程 計 １２０５ １３０９ １０８．６３
収容定員のない学生を含む １３２２

社会文化科学研究科（後期３年博士課程）
文化学専攻 １２ ３３ ２７５．００
公共社会政策学専攻 １２ ３７ ３０８．３３

自然科学研究科（博士後期課程）
理学専攻 ２０ ２２ １１０．００
複合新領域科学専攻 ３６ ３６ １００．００
産業創造工学専攻 ２８ ２６ ９２．８６
情報電気電子工学専攻 ２０ ２０ １００．００
環境共生工学専攻 ２０ ２４ １２０．００
生産システム科学専攻 ２２ ３１ １４０．９１
システム情報科学専攻 １６ ４２ ２６２．５０
環境共生科学専攻 ２０ ３２ １６０．００
物質・生命科学専攻 １１ ２４ ２１８．１８
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医学教育部（博士課程）
生体医科学専攻 １０４ ３５ ３３．６５
病態制御学専攻 ８８ ４８ ５４．５５
臨床医科学専攻 １２４ １９０ １５３．２３
環境社会医学専攻 ３６ ２７ ７５．００

薬学教育部（博士後期課程）
分子機能薬学専攻 ５４ ４０ ７４．０７
生命薬科学専攻 ３９ ２５ ６４．１０

医学研究科（博士課程）
外科系専攻 １
脳・免疫統合科学系専攻 ５

博士課程 計 ６６２ ６９２ １０４．５３
収容定員のない学生を含む ６９８

法曹養成研究科 (法科大学院の課程)
法曹養成専攻 ９０ ９７ １０７．７８
専門職学位課程 計 ９０ ９７ １０７．７８

特殊教育特別専攻科 知的障害教育専攻 ３０ １８ ６０．００

養護教諭特別別科 ４０ ４０ １００．００

附属小学校
学級数 １８ ７２０ ７１８ ９９．７２

附属中学校
学級数 １２ ４８０ ４７０ ９７．９２

附属特別支援学校 小学部
学級数 ３ １８ １７ ９４．４４

中学部
学級数 ３ １８ １８ １００．００

高等部
学級数 ３ ２４ ２６ １０８．３３

附属幼稚園
学級数 ５ １６０ １３１ ８１．８８

注）※印で示してある文学部、法学部、医学部及び工学部の３年次編入の収容数欄
の（ ）は内数であり、各学部各学科の収容数に含まれる。

○ 計画の実施状況

１．修士課程（博士前期課程）
○文学研究科：歴史学専攻

平成19年度において、入学定員10人に対し入学試験における志願者が11人、合格
者6人、入学者6人であったため、定員を充足できなかった。

○教育学研究科：教科教育専攻
１年次の入学者は収容定員３４人に対し、３７人と充足しているが、２年次の在
籍者が２４人と少なかったためである。

○自然科学研究科（博士前期課程）：理学専攻
入学試験志願者数（110人）及び合格者数（100人）については定員数（100人）
を満たしているが，入学辞退者が14人（入学者数86人）に及んだため定員充足率
不足に至った。

２．博士課程（博士後期課程）
○医学教育部（博士課程）：生体医科学専攻、病態制御学専攻、環境社会医学専攻
募集が専攻単位ではなく医学教育部として募集するため、結果的に臨床系専攻に
希望が偏り、基礎系の３専攻の在籍者が少なくなっている。

○薬学教育部(博士後期課程）：分子機能薬学専攻、生命薬科学専攻
３年次生については入学定員を満たしているが、２年次生について学外からの入
学者がいなかったこと及び１年次生について前期課程からの進学者が少なかった
ことが理由である。

３．特殊教育特別専攻科：知的障害教育専攻
志願者及び入学者が少なかったためである。
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○ 別表２(学部、研究科等の定員超過の状況について)

(平成 16 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(学部等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学部 710 827 21 0 0 0 16 51 32 779 109.7 ％

教育学部 1,220 1,406 2 0 0 0 13 58 36 1,357 111.2 ％

法学部 930 1,045 11 0 0 0 13 83 62 970 104.3 ％

理学部 760 861 8 1 0 0 10 45 33 817 107.5 ％

医学部 744 765 0 0 0 0 9 15 13 743 99.9 ％

薬学部 360 385 0 0 0 0 1 7 4 380 105.6 ％

工学部 2,230 2,602 26 10 2 0 30 208 149 2,411 108.1 ％
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(平成 16 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(研究科等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学研究科 84 103 6 1 0 0 6 13 10 86 102.4 ％

教育学研究科 94 124 5 0 0 0 2 6 4 118 125.5 ％

法学研究科 54 75 11 1 0 0 8 14 7 59 109.3 ％

社会文化科学研究科 24 44 5 3 0 0 6 0 0 35 145.8 ％

自然科学研究科 827 1,105 83 25 0 9 43 70 27 1,001 121.0 ％

医学教育部 216 165 14 6 0 0 1 0 0 158 73.1 ％

薬学教育部 200 174 5 0 0 0 1 0 0 173 86.5 ％

法曹養成研究科 30 34 0 0 0 0 1 0 0 33 110.0 ％

【定員超過の理由】

○社会文化科学研究科：入学定員（後期 3 年博士課程）8 人に対し、入学者が 15 人であった。理由として、選抜結果において同程度の成績者が多かっ
たため、多数の合格者（入学者）が出たためである。

人文社会系の研究科の特性として、研究分野が多岐にわたるが、授業担当教員を増加し指導体制の充実を図り、さまざまな分
野を指向する優秀な入学者に対応している。
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(平成 17 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(学部等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学部 700 814 21 0 0 0 16 51 37 761 108.7 ％

教育学部 1,200 1,376 1 0 0 0 14 61 40 1,322 110.2 ％

法学部 900 1,000 12 0 0 0 14 63 41 945 105.0 ％

理学部 760 852 10 2 0 0 16 47 33 801 105.4 ％

医学部 888 917 0 0 0 0 7 19 14 896 100.9 ％

薬学部 360 394 0 0 0 0 6 13 9 379 105.3 ％

工学部 2,220 2,604 18 4 3 0 25 187 139 2,433 109.6 ％
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(平成 17 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(研究科等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学研究科 84 109 9 1 0 0 9 18 8 91 108.3 ％

教育学研究科 94 106 5 0 0 0 1 7 6 99 105.3 ％

法学研究科 45 69 11 0 0 0 9 19 11 49 108.9 ％

社会文化科学研究科 24 51 9 5 0 0 11 10 5 30 125.0 ％

自然科学研究科 827 1,130 91 28 0 11 40 71 29 1,022 123.6 ％

医学教育部 304 248 22 11 0 0 1 0 0 236 77.6 ％

薬学教育部 231 222 9 2 0 0 3 1 0 217 93.9 ％

法曹養成研究科 60 67 0 0 0 0 3 0 0 64 106.7 ％
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(平成 18 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(学部等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学部 700 807 27 0 0 0 13 42 31 763 109.0 ％

教育学部 1,180 1,352 1 0 0 0 17 60 30 1,305 110.6 ％

法学部 880 968 12 0 0 0 15 65 38 915 104.0 ％

理学部 760 850 8 2 0 0 15 48 31 802 105.5 ％

医学部 1,048 1,079 0 0 0 0 10 20 11 1,058 101.0 ％

薬学部 360 397 1 0 1 0 3 12 8 385 106.9 ％

工学部 2,193 2,549 19 5 4 0 31 168 127 2,382 108.6 ％
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(平成 18 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(研究科等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学研究科 84 99 15 1 0 0 9 15 9 80 95.2 ％

教育学研究科 94 99 7 2 0 0 3 5 3 91 96.8 ％

法学研究科 45 52 5 1 0 0 6 11 3 42 93.3 ％

社会文化科学研究科 34 72 10 3 0 0 7 11 4 58 170.6 ％

自然科学研究科 902 1,111 98 35 1 13 36 58 24 1,002 111.1 ％

医学教育部 392 337 35 15 0 0 2 0 0 320 81.6 ％

薬学教育部 231 213 8 3 0 0 4 1 0 206 89.2 ％

法曹養成研究科 90 97 0 0 0 0 7 0 0 90 100.0 ％

【定員超過の理由】

○社会文化科学研究科：入学定員（修士課程 10 人、後期 3 年博士課程 8 人）に対し、入学者が修士課程 15 人、後期 3 年博士課程 19 人であった。
後期 3 年博士課程では、16 年度と同様の理由である。修士課程では、平成 18 年 4 月に全国で初めて開設された e ラーニング

による教授システム学の専門家を育成する専攻で、全国的に注目され優秀な志願者が多かったことにより、選抜結果として、同
程度の成績者が多かったため、多数の合格者（入学者）が出たためである。
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(平成 19 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(学部等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学部 700 799 25 0 0 0 13 40 26 760 108.6 ％

教育学部 1,160 1,314 1 0 0 0 20 50 31 1,263 108.9 ％

法学部 860 944 14 0 0 0 14 64 39 891 103.6 ％

理学部 760 836 4 2 0 0 12 49 41 781 102.8 ％

医学部 1,208 1,233 0 0 0 0 12 9 7 1,214 100.5 ％

薬学部 360 390 1 0 1 0 3 9 6 380 105.6 ％

工学部 2,166 2,516 18 5 4 0 28 184 133 2,346 108.3 ％
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(平成 19 年度)

左記の収容数のうち

超過率算定 定員超過率

学部・研究科等名 収容定員 収容数 外国人 左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の の対象となる (K)

(A) (B) 留学生数 休学 留年 うち、修業年限を 在籍者数 (J)/(A)× 100
(C) 国費 外国政府 大学間交流 者数 者数 超える在籍期間が (J)

留学生数 派遣留学 協定等に基 (G) （H） ２年以内の者の数【(B)－(D,E,F,G,I の合計)】

(D) 生数(E) づく留学生等 (I)
数(F)

(研究科等) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (％)

文学研究科 84 84 12 0 0 0 5 13 6 73 86.9 ％

教育学研究科 94 105 7 2 0 0 2 5 3 98 104.3 ％

法学研究科 45 44 2 1 0 0 3 6 2 38 84.4 ％

社会文化科学研究科 44 104 13 4 0 0 9 14 6 85 193.2 ％

自然科学研究科 977 1,128 83 35 0 10 32 50 15 1,036 106.0 ％

医学教育部 392 337 32 14 0 0 12 0 0 311 79.3 ％

薬学教育部 231 212 8 3 0 0 4 1 0 205 88.7 ％

法曹養成研究科 90 97 0 0 0 0 18 5 0 79 87.8 ％

【定員超過の理由】
○社会文化科学研究科：入学定員（修士課程 10 人、後期 3 年博士課程 8 人）に対し、入学者が修士課程 19 人、後期 3 年博士課程 24 人であった。理由
としては、後期 3 年博士課程及び修士課程ともに 18 年度と同様である。
なお、平成 20 年度改組により、以下のとおり定員超過 130 ％超は解消された。
・博士前期課程：入学定員７６人 入学者数８８人 定員充足率 115.8％
・博士後期課程：入学定員１５人 入学者数１７人(国費留学生１人を含む) 定員充足率 106.7％
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